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令和元年10月３日（木曜日）

午後０時57分開会

会議に付託された議案等

○議案第27号 平成30年度宮崎県歳入歳出決算

の認定について

○報告事項

・平成30年度決算に基づく健全化判断比率及び

資金不足比率について

出席委員（７人）

主 査 日 髙 陽 一

副 主 査 脇 谷 のりこ

委 員 坂 口 博 美

委 員 武 田 浩 一

委 員 髙 橋 透

委 員 重 松 幸次郎

委 員 来 住 一 人

欠 席 委 員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

総務部

総 務 部 長 武 田 宗 仁

危機管理統括監 藪 田 亨

総 務 部 次 長
横 山 幸 子

（総務･市町村担当）

総 務 部 次 長
小 田 光 男

（ 財 務 担 当 ）

危 機 管 理 局 長
温 水 豊 生

兼危機管理課長

総 務 課 長 棧 亮 介

人 事 課 長 田 村 伸 夫

行政改革推進室長 平 山 文 春

部参事兼財政課長 吉 村 達 也

財産総合管理課長 横 山 直 樹

防災拠点庁舎整備室長 楠 田 孝 蔵

税 務 課 長 永 田 耕 嗣

市 町 村 課 長 石 田 渉

総務事務センター課長 満 行 智 浩

消 防 保 安 課 長 室 屋 利 春

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 本 田 雄 毅

総 務 課 主 事 浜 砂 貴 裕

○日髙主査 ただいまから決算特別委員会総務

政策分科会を開会いたします。

まず、分科会の日程についてであります。

分科会の日程については、お手元に配付の日

程案のとおりでよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○日髙主査 それでは、そのように決定いたし

ます。

次に、本日開催されました主査会における協

議内容について御報告いたします。

まず、審査の際の執行部の説明についてであ

ります。

お手元の分科会審査説明要領により行います

が、決算事項別の説明は、（目）の執行残が100

万円以上のもの及び執行率が90％未満のものに

ついて、また、主要施策の成果は、主なものに

ついて説明があると思いますので、審査に当た

りましてはよろしくお願いいたします。

次に、監査委員へ説明を求める必要が生じた

場合についてですが、ほかの分科会と時間調整

を行った上で質疑の場を設けることとする旨の

確認がなされましたので、よろしくお願いいた

します。

最後に審査の進め方について、総合政策部の
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み６課ずつ２班編制とし、班ごとに説明及び委

員質疑を行い、最後に部全体の総括質疑を行い

たいと存じます。

それでは、執行部入室のため、暫時休憩いた

します。

午後０時59分休憩

午後１時０分再開

○日髙主査 分科会を再開いたします。

平成30年度決算について執行部の説明を求め

ます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いをいたします。

○武田総務部長 総務部でございます。それで

は、今回、御審議いただきます平成30年度決算

につきまして、お手元に配付しております主要

施策の成果に関する報告書及び平成30年度決算

特別委員会資料等に基づきまして、御説明を申

し上げます。

まず、平成30年度一般会計決算の概要につい

てであります。

お手元の主要施策の成果に関する報告書の１

ページをお開きください。

平成30年度の決算は、歳入総額が5,804億733

万6,000円、歳出総額が5,680億8,809万8,000円

となっており、歳入、歳出ともに前年度を下回っ

ております。

歳入総額（Ａ）から歳出総額（Ｂ）を差し引

いた形式収支（Ｃ）でございますが、123億1,923

万8,000円となっております。

また、この形式収支から令和元年度へ繰り越

すべき財源（Ｄ）でございますが、61億4,874

万5,000円を差し引いた実質収支（Ｅ）は61

億7,049万3,000円の黒字となっております。

なお、前年度の実質収支との差である単年度

収支（Ｇ）でございますが、これにつきまして

は４億2,991万5,000円の赤字となっております。

次に、お手元の平成30年度決算特別委員会資

料の10ページをお開きください。

総合計画に基づきます総務部の施策体系につ

きまして、その概要を御説明いたします。

まず、施策の柱、連携・協働による魅力ある

地域づくりと戦略的な移住等の促進についてで

あります。

改善事業、県・市町村連携推進では、知事と

市町村長との意見交換の場である宮崎県市町村

連携推進会議や円卓トークを開催するなど、県

と市町村及び市町村間の連携を推進したところ

であります。

次に、多様化する危機事象に的確に対応でき

る体制づくりについてでありますが、上から２

つ目のポツでございます。防災拠点庁舎整備で

は、十分な耐震性を有し、災害応急対策などを

円滑に実施できる防災拠点庁舎の建設工事等を

引き続き実施したところであります。

次に、２つ下のポツ、減災力強化推進では、

南海トラフ地震等の大規模災害への対策として

災害発生時の避難を確保するため、市町村が行

います避難場所等の整備や、地域の津波避難訓

練に対して支援を行うとともに、津波避難タワ

ー等の施設整備に対する支援を行いますことで、

巨大津波から人命を守る取り組みを促進したと

ころであります。

次に、下から７つ目のポツ、航空消防防災管

理運営では、救急患者の搬送、災害時の応急活

動、山岳避難や水難事故等におきます捜索・救

助、林野火災の消火等の業務に活動する防災救

急ヘリコプターの運営管理を行ったところであ

ります。

次に、11ページをお開きください。

令和元年10月３日(木)
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総務部の平成30年度歳出決算の状況について

であります。

一番下の段の合計の欄になりますが、一般会

計と特別会計を合わせまして、予算額2,611

億6,408万8,953円、支出済額2,577億6,345

万5,183円、翌年度への繰越額が14億7,180

万7,972円、不用額19億2,882万5,798円となりま

して、執行率は98.7％、翌年度への繰越額を含

めた執行率は99.3％となっております。

次に、監査におきます指摘事項等についてで

あります。

同じ資料の一番最後のページになりますけれ

ども、33ページをお開きください。

平成30年度総務部に係ります監査での指摘状

況を一覧にしたものでございます。

収入事務について１件の注意事項、支出事務

について１件の指摘事項、契約事務について１

件の指摘事項と２件の注意事項がございました。

今後は、このような指摘等を受けることのな

いよう、規則に基づく適正な事務処理に努めた

いと存じます。

最後になりますが、お手元の平成30年度宮崎

県歳入歳出決算審査意見書の５ページをごらん

ください。

５の（１）県税収入の確保について、効果的

な徴収対策に関し、意見・要望事項がございま

した。

以上、概要を御説明いたしましたが、各課ご

との決算内容、主要施設の成果に関する報告等

につきましては、危機管理局長及び担当課長か

ら御説明いたしますので、御審議のほどよろし

くお願いいたします。

私からは、以上でございます。

○吉村財政課長 それでは、平成30年度の一般

会計決算の概要を御説明いたします。

資料戻りまして、平成30年度決算特別委員会

資料をお願いいたします。

まず、１ページをお願いいたします。

まず、歳入決算の状況につきまして、増減額

の多い科目を御説明いたします。

まず、県税の平成30年度決算額が1,012億5,657

万8,000円で、前年度に比べ21億7,000万円余、2.2

％の増となっております。

その下、地方消費税清算金が、決算額427

億7,385万7,000円で、前年度に比べ14億6,000万

円余、3.5％の増となっております。

県税と地方消費税清算金の詳細につきまして

は、後ほど税務課長が説明いたします。

２ページをお願いいたします。

一番上の地方譲与税の決算額が200億1,950

万9,000円で、前年度に比べ20億円余、11.2％の

増となっております。これは、増減の主なもの

にも記しておりますが、地方法人特別譲与税等

の増によるものであります。

１つ飛びまして、地方交付税が、決算額1,807

億1,120万4,000円で、前年度に比べ43億5,000万

円余、2.4％の減となっております。これは、県

税収入の増等によりまして、普通交付税が減と

なったことによるものであります。

一つ飛びまして、分担金及び負担金の30年度

決算額が29億4,672万9,000円で、前年度に比べ

５億3,000万円余、22％の増となっております。

これは、土地改良事業費負担金の増に伴います

農林水産業費の負担金の増によるものでありま

す。

３ページをお願いいたします。

一番上、国庫支出金につきまして、決算額が835

億4,909万5,000円で、前年度に比べ72億8,000万

円余、8.0％の減となっております。これは、下

にあります国庫補助金のうち民生費国庫補助金
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が国民健康保険特別会計の設置によりまして、

また、農林水産業費国庫補助金が山地パワーアッ

プ事業推進費の減によりまして、それぞれ減と

なったことによるものであります。

その下、財産収入につきまして、決算額が12

億4,462万8,000円で、前年度に比べ１億2,000万

円余、10.7％の増となっております。これは、

財産売払収入の増によるものであります。

４ページをお願いいたします。

一番上、繰入金が、決算額223億115万7,000円

で、前年度に比べ１億4,000万円余、0.6％の減

となっております。これは、県債管理基金等か

らの基金繰入金の減によるものであります。

次の繰越金が、決算額122億8,041万7,000円で、

前年度に比べ１億2,000万円余、1.0％の減となっ

ております。これは、29年度の形式収支の減に

よるものであります。

その下、諸収入が、375億8,783万3,000円で、

前年度に比べ15億8,000万円余、4.0％の減となっ

ております。これは、国の外郭団体からの畜産

関係の補助金の減に伴います雑入の減等による

ものであります。

最後に、県債が647億1,490万円で、前年度に

比べ９億9,000万円余、1.6％の増となっており

ます。これは、総務債が防災拠点庁舎整備事業

費の増により、また、１つ飛びまして、商工債

が、いわゆるふるさと融資の増等によりまして、

それぞれ増になったことによるものであります。

５ページをお願いいたします。

収入未済額の状況について御説明いたします。

表の一番下に合計の欄を設けておりますが、30

年度の収入未済額は15億4,000万円余で、前年度

に比べ１億5,000万円余、9.4％の減となってお

ります。これは、県税の滞納処分などに努めま

した結果、減となったものです。

収入未済額につきましては、今後も圧縮に努

めてまいりたいと考えております。

次に、６ページをお願いいたします。

６ページには、県債残高、財政関係２基金の

残高等の推移をグラフで掲載しております。

一番上のグラフが、県債発行額及び県債残高

の推移になります。棒グラフが県債発行額、折

れ線グラフが県債残高を示しております。

近年、県債発行額は増加しておりますが、県

債残高につきましては、上の折れ線グラフの残

高総額、下の折れ線グラフの臨時財政対策債を

除きました実質的な県債残高、いずれも減少を

しているところであります。

中ほどの表が、県債残高と財政関係２基金残

高の推移を示しております。棒グラフが県債残

高、折れ線グラフが財政関係２基金の残高を示

しております。

県債残高の減少によりまして、公債費が減少

しておりますことから、財政関係２基金の残高

は、ここ数年450億円弱程度を維持できていると

ころであります。

下のグラフが、経常収支比率の推移になりま

す。経常収支比率につきましては、比率が高く

なるほど財政構造が硬直化していることを示す

こととなります。

30年度につきましては、公債費の減等により

まして前年度に比べ1.1ポイント減の91.6％と

なったところです。

グラフの説明は以上であります。

本県の財政状況につきましては、現時点にお

きましては健全な状況にあると考えております。

しかしながら、今後、増加いたします社会保障

関係費に加えまして、防災減災対策、公共施設

の老朽化対策、国民スポーツ大会開催に伴いま

す多額の財政負担が今後見込まれております。
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今後、財政状況は厳しくなりますが、本県が

抱える課題にしっかり対応できる施策を積極的

に進めていくためにも、上記指標に注視しつつ、

財政運営を行っていく必要があると考えている

ところであります。

資料１枚飛びまして、８ページをお願いいた

します。

地方公共団体財政健全化法に基づく報告にな

ります。

８ページ、９ページにつきましては、監査委

員の監査意見報告書の抜粋により作成をしてお

ります。

まず１番目の平成30年度決算に基づく健全化

判断比率に係る審査意見書についてですが、

（１）総合意見の表に健全化判断比率の４つの

指標を掲載しております。

４つの指標の解説を９ページの参考の表に掲

載をしております。

まず１つ目の実質赤字比率につきましては、

経常的な一般財源の規模を示します標準財政規

模に対する一般会計、特別会計を合わせた赤字

額の割合になります。赤字額は、いずれも発生

しておりませんので、平成30年度該当数値はご

ざいません。

②の連結実質赤字比率につきましては、標準

財政規模に対します一般会計等と公営企業会計

を合わせました赤字額の割合になります。こち

らも赤字額等がございませんので、該当数値は

ございません。

③実質公債費比率につきましては、標準財政

規模に対する実質的な公債費の割合を示す比率

になりますが、こちらは平成31年度、11.9％と

なり、昨年度と比べ1.0ポイント減となっており

ます。

④将来負担比率につきましては、標準財政規

模等に対します一般会計や公営企業会計の借入

金、さらに出資法人の負債など合わせました将

来負担が生じる可能性があるものを含めた負債

の割合になります。こちらの比率が、平成30年

度、113.7％で昨年度とほぼ同程度の比率となっ

ているところです。

４つの指標とも表の右端に参考で記載してお

ります早期健全化維持基準―これは国により

自主的かつ計画的な財政健全化の取り組みが求

められる基準の比率になりますが、いずれもこ

れを大きく下回っておりますので、監査委員の

審査意見につきましては、（３）是正改善を要す

る事項に記載のとおり、特に指摘すべき事項は

ないとなっております。

次に、２の平成30年度決算に基づく資金不足

比率に係る審査意見書についてです。

資金不足比率につきましては、各会計とも資

金不足がないので、下の表のとおり該当数値は

いずれもございません。したがいまして、監査

委員の審査意見は、９ページの（３）是正改善

を要する事項に記載のとおり、特に指摘すべき

事項はないとなっております。

参考までに４つの指標の過去５年間の推移を

記載しておりますので、ごらんいただければと

思います。

続きまして、資料かわりまして分厚い冊子の

平成30年度主要施策の成果に関する報告書をお

願いいたします。

報告書２ページをお願いいたします。

２ページは、歳入決算の概要になりますが、

歳入決算の概要につきましては、ただいま委員

会資料で説明いたしましたので、省略をさせて

いただきます。

３ページの歳出決算の概要をごらんください。

まず款別歳出について、対前年度増減の多い
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費目を御説明いたします。

まず、総務費につきまして、22億円余、5.3％

の増となっております。これは下の特徴欄にも

記載しておりますが、防災拠点庁舎整備事業費

の増によるものであります。

次の民生費が、21億円余、2.5％の減となって

おりますが、これは国民健康保険制度の改正に

伴いまして、新たに特別会計を設置したことに

伴い一般会計の決算額が減となっているもので

あります。

２つ飛びまして、農林水産業費が48億円余、8.1

％の減となっておりますが、これはＴＰＰ対策

としての畜産競争力強化整備事業費の減による

ものであります。

商工費が40億円余、14.2％の増となっており

ますが、これは日機装へのふるさと融資であり

ます先端産業高度化支援事業費の増によるもの

であります。

その下、土木費が27億円余、4.0％の減となっ

ておりますが、これは地方道路交付金事業費の

減によるものであります。

その下、警察費が16億円余、5.9％の減となっ

ておりますが、これはえびの署の建設事業費の

減によるものであります。

１つ飛びまして、災害復旧費が16億円余、21.7

％の減となっておりますが、これは土木施設の

災害復旧費の減少によるものであります。

４ページをお願いいたします。

性質別の歳出決算になります。

まず、義務的経費が人件費及び公債費の減に

よりまして、全体で39億円余、1.6％の減となっ

ております。

次に、投資的経費が、普通建設事業費が補助

事業費等の減により、また、災害復旧事業費も

減となっておりますことから、全体で60億円

余、5.5％の減となっております。

その他の経費につきましては、積立金が観光

みやざき未来創造基金等の設置によりまして増

となったことから、全体で37億円余、1.7％の増

となっております。

なお、補助費等と繰出金がそれぞれ70億円余

の増減がございますが、注意書きに記載してお

りますとおり、国民健康保険制度の改正により

まして、市町村への補助金の一部が県の設置い

たします特別会計から支出されることによる増

減によるものであります。

以上で、決算の概要の説明を終わらせていた

だきます。

○永田税務課長 税務課でございます。県税及

び地方消費税清算金の決算につきまして御説明

いたします。

資料は、再び決算特別委員会資料にお戻りく

ださい。

資料の７ページでございます。

平成30年度の県税歳入決算は、表の一番上の

県税計の欄にありますように、最終予算額1,007

億円に対しまして、調定額が1,024億9,858

万2,000円、収入済額が1,012億5,657万8,000円

となっております。収入済額の前年度比は102.2

％となっております。

その右の予算に対する増減額でございますが、

最終予算額に対しまして、５億5,657万8,000円

の増となっております。

すぐ右の欄、不納欠損額は9,818万4,000円、

その隣、還付未済額は35万2,000円でした。

収入未済額につきましては、11億4,417万2,000

円となっており、この表にはございませんが、

昨年度より１億3,800万円余の圧縮を図ったとこ

ろでございます。

一番右にあります徴収率につきましては、昨
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年度を0.3ポイント上回ります98.8％となり、過

去最高の徴収率となったところでございます。

次に、歳入増減の主な内容について御説明い

たします。

資料の１ページにお戻りください。

県税収入全体では、この表の中ほどの列、増

減の欄にありますように、昨年度と比較しまし

て、金額で21億7,605万9,000円、率にして2.2％

の増となっております。

主な税目の増減についてでありますが、まず、

個人県民税につきましては、30年度は29年度と

比較しますと１億5,459万7,000円の増となって

おります。これは、給与所得を初め個人所得が

増加したことなどにより増となったものでござ

います。

次に、法人県民税につきましては、２億1,822

万5,000円の増となっております。これは、製造

業の業績が堅調に推移したこと等によりまして

増になったものでございます。

次に、中ほどの段にあります事業税のうち法

人事業税につきましては、10億8,317万2,000円

の増となっております。これは、法人県民税と

同様、製造業の業績が堅調に推移したこと等に

より増となったものでございます。

その下の地方消費税につきましては、７

億4,729万9,000円の増となっております。これ

は、個人消費や企業の生産活動が堅調に推移し

たことなどによりまして増になったものであり

ます。

次に、その下の不動産取得税につきましては、

３億1,848万4,000円の減となっております。こ

れは、大規模建築を除きます原始課税及び承継

課税の減収により減となったものであります。

次に、その下の自動車税につきましては、１

億5,353万2,000円の増となっております。これ

は、課税する台数そのものがふえたこと及び一

定年数が経過して税額がおおむね15％加算され

ます重課税の対象となります車が増加したこと

により増となったものでございます。

次に、一番下の軽油引取税につきましては、

トラック輸送量の増により、軽油消費量が増加

したことにより増となったものであります。

その他の税目につきましては、記載のとおり

であります。

最後に、地方消費税清算金についてでありま

す。

一番下の欄をごらんください。

これは、全国で納付されました消費税及び地

方消費税のうち、地方消費税分を最終消費地へ

帰属させるために都道府県間で清算を行うもの

でありますが、平成30年度の清算金収入は427

億7,385万7,000円と29年度に比べ、金額にして14

億6,552万8,000円、率にして3.5％の増となって

おります。これは、清算基準の見直しにより、

本県のシェア率が上昇したことなどにより増と

なったものであります。

説明は以上であります。

○棧総務課長 総務課の歳出決算状況について

御説明いたします。

同じく、決算特別委員会資料の11ページをお

開きください。

総務課の決算額は、予算額２億5,827万5,000

円に対しまして、支出済額は２億5,477万2,330

円、不用額は350万2,670円となっております。

執行率は98.6％でございます。

次に、不用額の内容について御説明をいたし

ます。

12ページをお開きください。

ページ中ほどの（目）文書費の不用額293

万1,719円であります。
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これの主なものは、表の下から４つ目の項目、

役務費123万9,360円であります。これは、文書

収発業務におけます発送経費などの執行残でご

ざいます。

次に、監査委員の決算審査意見書に関しまし

ては、特に報告すべき事項はございません。

総務課の説明は、以上でございます。よろし

くお願いいたします。

○田村人事課長 人事課の歳出決算の状況につ

いて御説明いたします。

同じ委員会資料の11ページに戻っていただき

まして、平成30年度歳出決算課別集計表の上か

ら２番目でありますけれど、予算額47億5,552万

円、支出済額が46億7,328万4,646円、不用額

が8,223万5,354円、執行率は98.3％となってお

ります。

次に、主な不用額について御説明いたします。

13ページをお願いいたします。

表の上から３番目ですが、（目）一般管理費で

あります。一番右から２番目の不用額ですが、

不用額は5,242万4,225円で、執行率は96％となっ

ております。

その主なものといたしましては、まず３件と

も人件費でありますが、（節）の欄の上から２つ

目、給料の不用額が2,136万4,012円と、その下、

職員手当等の不用額778万6,040円、さらにその

下の共済費の不用額が664万2,328円であります。

これらは、各課で予算計上しております人件

費が、当該年度の業務の都合によりまして、不

足する事態となった場合の調整のための予算を

人事課で一括計上しているものでありますが、

その執行残となっております。

次に、２つ下、賃金の不用額606万9,008円で

あります。これは、職員が産休や育休を取得し

たり、休職となった場合などの代替臨時職員雇

用のための予算を人事課で一括計上しているも

のですが、執行額が見込額よりも少なかったこ

とによる執行残であります。

次に、表の中ほど（目）人事管理費でありま

す。

不用額は2,981万1,129円で、執行率は99.1％

となっております。

その主なものとしましては、（節）の欄の上か

ら２つ目、職員手当等の不用額2,504万1,938円

であります。これは、主に退職手当について、

希望退職や普通退職に伴う執行額が見込み額よ

りも少なかったこと等による執行残であります。

最後に、監査委員の決算審査意見書に関しま

しては、特に報告すべき事項はございません。

説明は以上でございます。

○吉村財政課長 財政課の歳出決算の状況を説

明いたします。

資料の17ページをお願いいたします。

財政課の歳出決算状況につきまして、表の一

番下、一般会計と公債管理特別関係を合計いた

しました財政課の決算額は、まず、予算額が2,006

億9,920万6,130円、支出済額が1,993億6,165

万7,816円、不用額が13億3,754万8,314円、執行

率が99.3％となっております。

資料を戻っていただきまして、14ページをお

願いいたします。

主な不用額を御説明いたします。まず、一般

会計になります。

上から３段目に記載しております（目）一般

管理費の不用額が10億円余、執行率50.1％となっ

ております。この一般管理費につきましては、

財政課の事務費のほか、各部局で見積もること

が困難な不測の事態による増額を想定いたしま

した庁内共通の経費を計上しております。

例えば、想定を上回る災害が発生した際の職
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員の時間外手当や国庫補助金に返還が生じた場

合の償還金等を計上しております。

これらの経費につきましては、所要額を見込

むことが困難であること、また、不測の事態に

備えまして、年度末まで予算を確保しておく必

要がありますことから、そのほとんどが執行残

となっております。

続きまして、15ページをお願いいたします。

上から（目）財政管理費、次の（目）財産管

理費、（款）公債費の中の（目）元金及び（目）

公債諸費につきましては、100万円以上の不用額

及び執行率90％未満のものはございません。

（款）公債費の中の（目）利子につきまして、

不用額が２億3,400万円余ございますが、これは

毎年度、万が一の割引発行に備えた負担金を計

上しているもので、割引発行がございませんで

したので不用となったものでございます。

16ページをお願いいたします。

予備費になります。予備費につきましては、

予算計上が困難な経費に対応するもので、毎年

度当初予算に１億円を計上をしております。こ

のうち30年度につきましては、説明欄に記載し

ておりますが、平成30年７月に中四国地方を襲

いました豪雨及び北海道の胆振東部地震の被災

地に対する災害見舞金、②に記載しております

が、第19回県議会議員選挙に係る選挙の経費、

③に記載しております訴訟に伴う弁護士費用、

④に記載しております損害賠償金等を合わせま

して26件、2,598万1,870円に充当いたしました

結果、予算現額が7,401万8,130円となり、その

全額が不用額となっております。

17ページをお願いいたします。

公債管理特別会計になります。いずれの（目）

につきましても100万円以上の不用額及び執行

率90％未満のものはございません。

最後に、歳入歳出決算審査意見書におけます

指摘・要望事項はございません。

財政課の説明は以上であります。

○横山財産総合管理課長 財産総合管理課の歳

出決算状況について御説明いたします。

決算特別委員会資料の11ページにお戻りくだ

さい。

上から４段目、財産総合管理課の決算額は、

予算額57億1,224万4,512円に対しまして、支出

済額は41億4,773万888円、翌年度繰越額は14

億7,180万7,972円、不用額は9,270万5,652円と

なっております。

執行率は72.6％でありますが、翌年度繰越額

を含めますと、その上の括弧内にあります98.4

％となります。

次に、主な不用額の内容について御説明いた

します。

資料18ページをお開きください。

ページ中ほど、（目）財産管理費の不用額8,545

万9,526円であります。主なものとしまして、ま

ず、中ほどの需用費2,224万5,656円は、本庁舎

・各総合庁舎・特別公舎の光熱水費等の執行残

であります。

その２つ下の委託料2,428万8,091円は、庁舎

の清掃警備や電気設備修繕関係の委託等の執行

残であります。

また、さらに２つ下の工事請負費3,296万4,655

円は、防災拠点庁舎建設や庁舎の修繕工事に伴

う執行残であります。

次に、19ページをごらんください。

（目）県有施設災害復旧費の不用額687万1,988

円は、災害等によって被害を受けた県有施設の

補修・復旧経費の執行残であります。

続きまして、主要施策の成果について御説明

いたします。
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お手元の主要施策の成果に関する報告書、66

ページをお開きください。

２、安全な暮らしが確保される社会の（１）

多様化する危機事象に的確に対応できる体制づ

くりについてであります。

１つ目の県庁舎ＢＣＰ対策は、本庁舎や総合

庁舎等の窓ガラスの飛散防止や受電設備等の高

所移設などの対策を行う事業で、平成28年度か

ら順次実施しているものであります。

主な事業としましては、本館、２号館、８号

館、高鍋総合庁舎のエレベーター耐震改修のほ

か、日向総合庁舎受電設備改修を実施したとこ

ろであります。

次の防災拠点庁舎整備につきましては、県庁

５号館移転工事や防災拠点庁舎主体工事等を実

施いたしました。

最後に、監査委員の決算審査意見書に関して、

特に報告すべき事項はございません。

財産総合管理課からの説明は、以上でありま

す。よろしくお願いいたします。

○永田税務課長 税務課でございます。税務課

の歳出決算の状況について御説明いたします。

資料は、再び決算特別委員会資料にお戻りく

ださい。

11ページをお願いいたします。

税務課の決算額は表の上から５段目にありま

すとおり、予算額456億1,996万4,000円、支出済

額454億2,165万4,565円、不用額１億9,830

万9,435円で、執行率は99.6％となっております。

このうち（目）の執行残が100万円以上のもの

が３件と、執行率が90％未満のものが１件ござ

います。

委員会資料の20ページをお願いいたします。

最初の（目）であります税務総務費でござい

ます。不用額は１億6,747万5,229円、執行率

は92.8％となっております。これは、主に過年

度に納められました県税を還付するための経費

であります償還金利子及び割引料の執行額が見

込みを下回ったことによる執行残であります。

次に、中ほどの（目）賦課徴収費であります。

不用額は2,282万9,719円、執行率は99.0％となっ

ております。これは、県税総務事務所及び税務

課において執行しております県税の賦課徴収に

必要な納税通知書などを印刷するための需用費、

郵送などの役務費、税務電算システム改修のた

めの委託料などの執行残であります。

次に、21ページをごらんください。

一番上の（目）利子割交付金であります。不

用額は765万2,000円、執行率は95.1％となって

おります。これは、利子割県民税の59.4％を市

町村に交付するものでございますが、交付金の

算定の基礎となります利子割県民税の収入額が

見込みよりも少なかったことによるものでござ

います。

最後に、一番下の（目）利子割清算金であり

ます。不用額は1,000円、執行率はゼロ％となっ

ております。利子割清算金は法人の利子割県民

税につきまして、関係する都道府県間で清算す

るものでございますが、平成28年１月にこの法

人に係る利子割制度が廃止をされております。

このことから、この清算が発生する可能性は年

々低下しております。そういう中で、最小の額

であります1,000円という形で予算を計上してお

りましたが、30年度は清算が発生せずに執行率

が０％となったものであります。

歳出の状況については、以上であります。

次に、歳入歳出決算審査意見書で、審査の意

見がございましたので御説明いたします。

資料は、平成30年度宮崎県歳入歳出審査意見

書をお願いいたします。
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５ページでございます。

５の収入の確保についての（１）県税収入の

確保についてであります。

上から５行目のところに県税の収入未済額と

いうところがございます。ここから読み上げさ

せていただきます。

「県税の収入未済額11億4,400万円余のうち、

個人県民税は７億7,400万円余となっており、今

後とも賦課徴収を行う市町村との連携をさらに

密にして、併任人事交流や徴収への引き継ぎ等、

効果的な徴収対策を講じられるよう要望する」

との御意見でありました。

個人県民税につきましては、県税の収入額の

うち約３割を占めておりますが、収入未済額で

は県税全体の収入未済額の約68％となってござ

います。このため、賦課徴収権を持ちます市町

村の賦課徴収業務の促進のため、各県税総務事

務所におきまして、徴収担当職員の併任人事交

流や市町村からの徴収引き継ぎ、さらに管内市

町村との合同での徴収対策会議等を実施すると

ともに、特別徴収制度の適正化の推進を図るな

ど、収入未済額圧縮に取り組んでいるところで

ございます。

今後とも市町村とのより一層の連携を図りな

がら、収入未済額の圧縮に努めてまいります。

税務課の説明は以上であります。

○石田市町村課長 市町村課の歳出決算の状況

につきまして御説明を申し上げます。

再び、平成30年度決算特別委員会資料にお戻

りいただきまして、11ページをお願いいたしま

す。

市町村課は上から６段目でございます。予算

額20億5,108万1,311円、支出済額19億7,681万62

円、不用額7,427万1,249円で、執行率は96.4％

となっております。

次に、主な不用額について御説明を申し上げ

ます。

23ページをお開きください。

上から２段目でございますが、（目）市町村連

携調整費の不用額102万4,267円についてであり

ます。これは、主に職員の共済費や旅費などの

執行残でございます。

次に、１枚おめくりいただきまして25ページ

をお願いいたします。

１番上の段でございますが、（目）知事選挙費

の不用額6,041万2,000円、執行率が87.1％になっ

てございます。主なものは、（節）の欄の一番下

の段の負担金・補助及び交付金でありますが、

これは投票所設置などに係る経費として、各市

町村に交付する市町村交付金が見込みを下回っ

たことによるものでございます。

次に、中ほどにございます（目）県議会議員

選挙の不用額1,097万6,175円についてでありま

す。主なものは、これも節の中ほどでございま

す需用費でございますが、これは投票用紙など

の印刷費や選挙資材費などの入札執行残になっ

てございます。

次に、主要施策の成果について御説明を申し

上げます。

お手元の分厚い平成30年度主要施策の成果に

関する報告書の65ページをお願いいたします。

暮らしづくりの１、安心して生活できる社会

の（１）連携・協働による魅力ある地域づくり

と戦略的な移住等の促進についてであります。

主な事業について、御説明を申し上げます。

改善事業、県市町村連携推進でありますが、

これは県と市町村との連携協働を推進するため、

知事と市町村長が一堂に会する宮崎県市町村連

携会議や知事と市長村長が地域の課題等につい

て意見交換を行う円卓トークを県内２ブロック
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で実施したものであります。

また、知事と市町村の若手中堅職員との意見

交換の場であります役場でスクラム談義を３ブ

ロックで行いましたほか、県の職員が市町村役

場に出向きまして、市町村の担当者と当面する

課題等について協議や助言を行う市町村サポー

ト事業を14団体で実施したところであります。

さらに、市町村間の連携を一層促進するため、

県南地域を中心とする10の市町村が連携して行

いました防災減災のための体制づくりに向けた

取り組みに対しまして、それに要した経費の一

部を支援したところであります。

次に、監査における指摘事項について御説明

を申し上げます。

平成30年度決算特別委員会資料にお戻りをい

ただきまして、一番最後の33ページをお開きく

ださい。

表の中ほどにございます（３）契約事務の指

摘事項についてでございます。これは、西臼杵

支庁において物品購入に係る契約事務について、

請書による契約締結の行われていないものが

あったとの指摘でございます。

県の財務規則において、契約書を作成しない

場合、原則50万円以上の契約については、請書

の提出が必要とされておりますところを、62万

円余の物品購入契約について請書の提出がなさ

れていなかったものでございます。

今回の指摘を受けまして、支庁内で行ってお

ります財務会計の研修等において関係法規の周

知徹底を図りますとともに、チェック体制を強

化し、適正な事務処理に努めてまいりたいと存

じます。

最後に、監査委員の決算審査意見書に関しま

しては、特に報告すべき事項はございません。

市町村課からの説明は以上でございます。

○満行総務事務センター課長 総務事務センタ

ーの歳出決算の状況について御説明いたします。

同じく、決算特別委員会資料の11ページをお

開きください。

表の中ほどにございます総務事務センターの

欄でございますが、予算額７億2,122万2,000円、

支出済額７億1,487万6,494円、不用額は634

万5,506円、執行率99.1％となっております。

主な不用額について御説明いたします。

26ページをお開きください。

上から３段目の（目）一般管理費の不用額が390

万8,192円、執行率は99.3％となっております。

これは、本庁及び各地区の総務事務センターの

人件費及び事務費が支出見込み額を下回ったこ

とによる執行残でございます。

次に、その下の段（目）人事管理費の不用額174

万9,939円、執行率は98.1％となっております。

これは健康管理事業や職員厚生事業において、

需用費等の事務費が支出見込み額を下回ったこ

とによる執行残でございます。

監査委員の歳入歳出決算意見書につきまして

は、報告すべき事項はございません。

総務事務センターの説明は以上でございます。

○温水危機管理局長 それでは、危機管理課の

歳出決算の状況について御説明をいたします。

決算特別委員会資料の11ページにお戻りくだ

さい。

危機管理課は、一般会計の下から２段目にあ

りますとおり、予算額６億7,877万9,000円、支

出済額５億5,749万9,555円、不用額１億2,127

万9,445円、執行率は82.1％となっております。

主な不用額について御説明をいたします。

28ページをお開きください。

上の段の（目）諸費は執行率が34.9％となっ

ております。これは、法定受託事務であります



- 13 -

令和元年10月３日(木)

自衛官募集事務に係る会議等旅費の執行残など

によるものであります。

中ほどの（目）防災総務費は不用額が3,111

万5,499円、執行率が94.3％となっております。

不用額の主な理由でありますが、まず下から７

行目の（節）役務費の不用額547万2,792円は、

災害対策本部等の運営経費及び国民保護に係る

広告費などの執行残であります。

次に、下から３行目の（節）負担金・補助及

び交付金の不用額945万7,065円は、減災力強化

推進事業において、市町村が行う津波避難施設

等の整備に対する交付金及び補助金の事業費確

定等に伴う執行残であります。

次に、29ページをお開きください。

上の段の（目）消防連絡調整費は不用額が176

万5,576円、執行率が8.8％となっておりますが、

これは林野火災発生時にヘリコプターで使用す

る空中消火用バケットの使用料の執行残であり

ます。

その下の（目）救助費は、不用額が8,819万50

円、執行率が32.3％となっております。

まず、下から２行目の（節）負担金・補助及

び交付金の不用額5,070万7,133円は、災害救助

法が適用となる災害が発生した場合に備えまし

て、避難所や応急仮設住宅の設置など、市町村

が実施する災害救助事務に対する県の負担金を

計上しておりましたが、適用となる災害の発生

がなかったことから執行残となったものであり

ます。

次に、一番下の（節）積立金の不用額2,782

万2,425円は、災害救助法に基づき設置している

災害救助基金の積立額が法定最少額を下回った

場合に、同基金へ積み立てるための積立金を計

上しておりましたが、同じく災害救助法が適用

となる災害の発生がなかったことから、執行残

となったものであります。

続きまして、主要施策の成果について御説明

をいたします。

主要施策の成果に関する報告書68ページをお

開きください。

危機管理課では、２、安全な暮らしが確保さ

れる社会を目標としまして、（１）多様化する危

機事象に的確に対応できる体制づくりに取り組

んだところであります。

施策推進のための事業及び実績について主な

ものを御説明いたします。

まず、総合防災訓練強化につきましては、伝

達参集訓練や図上訓練を実施するとともに、10

月に小林市、えびの市、高原町において、えび

の・小林地震を想定した実践的な総合防災訓練

を実施したところであります。

次の、減災力強化推進につきましては、南海

トラフ地震から県民の生命を守るために、市町

村が行う津波避難タワーや避難場所、避難経路

等の整備、避難訓練に対する支援を行いました。

次の、南海トラフ地震応急対策体制構築支援

につきましては、国等からの支援物資を県が受

け入れる広域物資輸送拠点及び救助救急等を行

う広域応援部隊の活動拠点となる後方支援拠点

に燃料用計量機を配備するとともに、宮崎県津

波対策推進協議会の運営を行ったところであり

ます。

次に、69ページをごらんください。

上段の災害時緊急車両への燃料供給体制構築

につきましては、大規模災害時の緊急車両等の

燃料確保と効率的な配分を図るため、県内32カ

所の中核給油所等の在庫量を確認し、備蓄量の

確保を図ったところであります。

次の、自助・共助による減災力強化総合啓発

につきましては、県防災の日フェアをはじめ、
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防災週間啓発、県民一斉防災行動訓練、減災行

動集中啓発など、防災に関するイベントやテレ

ビ、ラジオＣＭ等を通じた啓発を実施したほか、

セミナーや研修会の開催などによりまして、県

民の防災意識の普及啓発に取り組んだところで

あります。

次の、災害対策本部運用体制等強化につきま

しては、災害対策本部の機能強化を図るための

通信機器として、７カ所の地方支部と双方向で

書き込みやテレビ会議ができる電子黒板の整備

を行いますともに、ＢＣＰの事前の備えとして

災害時に県庁舎内の一時避難スペースで必要と

なる物品の調達等を行ったところであります。

70ページをお開きください。

上段のみんなの力で地域を守る！地域防災力

向上推進につきましては、県内各地域で防災士

養成研修や防災士スキルアップ研修を実施し、

防災士の養成・能力向上を図るとともに、自主

防災組織長等研修会、防災士出前講座など、防

災士の活動支援や自主防災組織の資機材整備に

対する補助を実施したところであります。

次の、霧島山警戒避難体制整備につきまして

は、本県、鹿児島県及び関係市町で設置してお

ります霧島山火山防災協議会において、霧島山

火山防災マップの作成や噴火警戒レベル判定基

準の見直し等について協議をし、霧島山の警戒

避難体制の整備を推進しますとともに、定期的

にえびの高原周辺の火山ガス濃度を測定・公表

し、観光客等の安全確保を図ったところであり

ます。

次の新規事業、防災情報共有システム整備に

つきましては、防災庁舎の整備にあわせて、新

たに気象情報などさまざまなシステムで提供さ

れる情報を集約し、地図上などで必要な情報を

わかりやすく表示する防災情報共有システムを

構築することとしておりまして、昨年度はその

ための調査設計を行ったところであります。

71ページをごらんください。

上段の新規事業、津波避難に関する実態調査

につきましては、県民の津波に対する防災意識

や備えについて現状を把握・分析し、本県の防

災対策の課題や今後の施策について検討するた

め、県内の沿岸10市町の津波浸水想定区域内及

び、その近隣区域に居住する県民を対象としま

した津波避難等に関する県民意識調査を実施し

たところであります。

次に、施策の進捗状況でありますが、平成30

年度の災害に対する備えをしている人の割合

は43.7％と、前年度より若干低下しております

が、自主防災組織活動カバー率は86.8％、県内

の防災士の数は4,766人と前年度より向上してい

るところであります。

次に、施策の成果等につきましては、ただい

まの事業の説明と同様でありますので、説明は

省略をさせていただきます。

なお、監査委員の決算審査意見書に関しまし

ては、特に報告すべき事項はございません。

危機管理課の説明は以上でございます。

○室屋消防保安課長 消防保安課の歳出決算の

状況について御説明いたします。

決算特別委員会資料の11ページをお開きくだ

さい。

消防保安課の計は、表の一般会計、一番下の

欄にありますとおり、予算額６億6,779万7,000

円、支出済額６億5,516万8,827円、不用額1,262

万8,173円、執行率98.1％であります。

次に、主な不用額について御説明いたします。

30ページをお開きください。

表の上から３行目の（目）防災総務費につき

ましては、不用額が544万8,274円、執行率が99.0
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％となっております。不用額の主な理由としま

しては、（節）の欄の需用費の468万6,839円であ

りますが、これは防災行政無線局舎の光熱費の

執行残等によるものであります。

中ほどの（目）消防連絡調整費につきまして

は、不用額が658万7,720円、執行率が94.3％と

なっております。不用額の主な理由としまして

は、（節）の欄の工事請負費の413万1,897円であ

りますが、これは消防学校の設備改修工事の入

札残によるものであります。

続きまして、主要施策の成果につきまして、

主なものを御説明いたします。

主要施策の成果に関する報告書73ページをお

開きください。

２、安全な暮らしが確保される社会を目標と

しまして、（１）多様化する危機事象に的確に対

応できる体制づくりに取り組んだところであり

ます。具体的には、施策推進のための主な事業

及び実績に示しております。

まず、防災行政無線管理につきましては、防

災行政無線設備の維持管理及び保守を行うとと

もに、総合防災情報ネットワーク設備更新とし

て、大森山中継局等の鉄塔塗装工事を実施いた

しました。また、鵜戸中継局など３中継局にお

きまして、落雷対策を実施したところでありま

す。

次に、航空消防防災管理運営につきましては、

山岳海難事故者の救出や救急患者の搬送等、県

民の安心な暮らしを確保するため、防災救急ヘ

リ「あおぞら」を運航しておりますが、30年度

中の緊急運航出動件数は合計で134件でありまし

た。なお、出動回数の広域応援は、熊本県、大

分県、鹿児島県との相互応援によるものであり

ます。

次の、改善事業、消防団に新しい力を！につ

きましては、消防団の活性化のため、日南市に

おいて女性消防団員活性化大会などを開催した

ほか、消防団員の加入促進のため、広報紙やチ

ラシを作成し、チラシについては県内全ての高

校生に配布いたしました。

74ページをお開きください。

一番上の消防体制強化支援につきましては、

県内22の市町村・組合が実施しました消防防災

活動のための資機材の整備等に対して助成を実

施したところであります。

次に、消防広域化・常備化支援につきまして

は、入郷３町村の常備化を推進するため、日向

市を助言者として発足した入郷３町村消防常備

化検討協議会に対して、運営補助を行ったとこ

ろであります。

次の、予防指導につきましては、消防設備士

及び危険物取扱者の資格者への免状の交付等を

行うとともに、火災や危険物の事故の未然防止

を図るため、知識や技能の習得ための保安講習

を行いました。

次の学校教育につきましては、県の消防学校

におきまして、消防職員や消防団員等に対する

研修を行いました。

次の、高圧ガス保安対策につきましては、保

安・完成検査を69件実施し、県民の安全で安心

な暮らしのために産業保安の確保を推進いたし

ました。

75ページをごらんください。

次に、施策の進捗状況につきまして、人口1,000

人当たりの消防団員数は平成30年度で13.5人を

維持しており、その下の施策の成果の③にあり

ますとおり、平成31年４月１日時点での消防団

員数は県全体で１万4,439人と、前年より減少し

ておりますものの、女性消防団員数は407人、学

生消防団員数は51人となり、それぞれ増加する



- 16 -

令和元年10月３日(木)

など一定の成果が出てきているところでありま

す。

そのほかの施策の成果等につきましては、先

ほどの説明と同様でありますので、説明は省略

をさせていただきます。

次に、監査における指摘事項についてであり

ます。

決算特別委員会資料にお戻りいただきまして、

一番最後、33ページをお開きください。

（２）支出事務でありますが、「消防学校にお

いて児童手当について支給がおくれているもの

が見受けられた」との指摘であります。これは、

児童手当の支給時期を失念し、支給がおくれた

ものであります。消防学校に対しては、適正な

事務処理を行うよう指導するとともに、事務所

内のチェック体制を強化すること等の周知を

図ったところであります。

最後に、監査委員の決算審査意見書に関しま

しては、特に報告すべき事項はございません。

消防保安課は以上でございます。

○日髙主査 執行部の説明が終了いたしました。

委員の皆様から、質疑はございませんでしょ

うか。

○来住委員 報告書の70ページ、危機管理課の

霧島山の警戒の問題なんですけれど、今ガスだ

とか、水素イオンだとか、そういうものがずっ

とはかられてまして。以前、硫黄山が噴火して

半年ぐらいは、資料がいつも議員にもおろされ

ていたんですけれど、今は余りないので、多分

落ち着いているんだろなと思うんですが、その

状況がどうなのかなというのが一つ。それから

もう一つは、御嶽山が噴火して５年ぐらいたつ。

それで、気象庁だとかいろいろなところが―

当然霧島山については日常観測したりされてい

ると思うんですけれど、御嶽山の場合は全く事

前にそういうものがしっかりつかめなくて、数

十名の方が亡くなったということがありました。

決算と直接関係ないかもしれませんけれど、そ

ういう観測体制はどうなのかなということを、

ちょっと心配していまして、おわかりになった

ら教えていただければと思うんですけれど。

○温水危機管理局長 まず、霧島山の状況につ

いては、おっしゃったように現在落ち着いた状

況が続いております。ただ、完全に落ち着くの

に、ある程度長期間かかるだろうということで、

たまたま今は落ち着いておりますけれども、継

続的に監視活動も行いながら、現状を見守って

いきたいと考えているところであります。

あと、火山防災、御嶽山の話が出ましたけれ

ども、これにつきましては、国のこれまでの対

応が十分であったといえない部分もありますの

で、関連する都道県で知事の会議をつくりまし

て、国への要望活動等を山梨県が会長県になっ

て今年度から始めたところであります。現在、

国の火山防災対策の予算等について、国へ積極

的に要望活動等を行っていこうといった動きを

始めているところであります。

そういった動きも踏まえながら、国でも議員

連盟ができておりまして、そういう中で、これ

まで以上に火山防災に対する対策に関しては、

今おっしゃいましたように調査とか観測体制の

整備とか、もろもろひっくるめまして前進して

いくことになるだろうと考えているところであ

ります。

○重松委員 69ページの災害対策本部運用体制

等強化事業の中で電子黒板の整備がありました

けれども、確かにいろんな書き込み等々、情報

を共有するには大変重要かなと思います。７台

とありますけれど、大体どういうところにこれ

を設置されたのか、ちょっと教えていただけま
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すか。

○温水危機管理局長 各地方支部ということで、

農林振興局と西臼杵支庁に１台ずつ設置して、

合計７台であります。

○重松委員 大変重要なことだと思います。そ

れから、当然学校が避難所になると思いますの

で、学校の現場においてもこういう黒板の情報

が、たくさんの人が一遍に見れたり、書き込ん

だり、必要なものがそのまま瞬時に本部に情報

が伝えられるというのは大事かなと思いますの

で、さらなる整備もまたお願いしたいなと思い

ます。

それから、台風17号で千葉県で大規模な停電

がございまして、給油所のガソリンとか軽油の

調査をされていると思いますけれど、逆に自家

発電機等の設置もやっぱり重要じゃないかなと

思いますが、この辺の文言では出てこなかった

んですけれども、停電に対する備えはどのよう

に考えていらっしゃるのでしょうか。

○温水危機管理局長 県庁内の自家発電につい

ては、本庁舎そして各総合庁舎それぞれ自家発

電の設備を設置しておりまして、３日間程度は

停電が続いても対応できるような体制をとって

いるところであります。

○重松委員 市町村に対する備えとか、そこま

での連携はまだないんでしょうか。

○温水危機管理局長 市町村もＢＣＰを作成し

ておりまして、26全市町村で策定しております

が、その中で非常用電源の設置については、ちゃ

んと定められておりまして、それぞれ確保され

ていると認識しております。

○重松委員 わかりました。

○坂口委員 市町村課関連で、知事と市町村長

との意見交換、円卓トークですよね。これは歓

迎すべきことだとは思うんですけれど、通常の

県と市町村との連携のあり方というのは、農林

振興局を中心とした出先で持っているわけです

よね。

その中で、あえてこれをやらないと意志の疎

通が図れなかったのか。共通認識を持ててよかっ

たというけれど、これがないと持てなかったの

か。そういった体制なのか、ちょっと疑問を感

じるんですね。これがあることによってしか解

決できない部分があるんですか。通常の業務の

中でやれるんじゃないかという気がするんだけ

れど。

○石田市町村課長 今御指摘のありました知事

と県内市町村の首長トップとが、直接ざっくば

らんに意見交換をするというのを円卓トークと

いう形でやってございます。もちろん、県のそ

れぞれの部局なり、出先なりと各市町村がしっ

かり連携をして施策を進めていくことは当然で

ございます。それに加えまして、まさに今地方

創生ですとか、人口減少対策を住民の最前線で

やっておられる市町村長さんと、それから知事

がまずしっかり信頼関係、トップ同士で意見を

交わして、問題意識を共有するということに、

円卓トークの意義はあるのかなと思っておりま

す。

加えまして、そこで各首長さんと知事が１時

間以上、意見交換した内容をしっかり県庁内に

フィードバックいたしまして、各部局の新たな

施策ですとか、市町村と連携する施策につながっ

ていくと認識しておりますし、この事業の意義

はそこにあろうかと思っております。

○坂口委員 本当、ないよりあったほうがいい

んですよ。それはもう当然。だけれども、あえ

てそれを―例えば、予算面でも今度は1,000万

ぐらい増額になりますよね。

だから、市町村との意思の疎通が、そういう
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状況にあるのか。決算だから、ここで批判めい

たこととか入れるべきじゃないけれど、むしろ

今度の盛り土高台とか、一ツ葉有料道路みたい

に、やっぱりトップの心が地元に寄り添ってい

ないところがあるんじゃないかと思うんですね。

だから、地元に寄り添うこと。本会議の答弁

なんかでも、誰よりも宮崎を思いながら心を寄

り添っていくんだと言っているけれど、実態と

してそれをどうやればいいのかというのが、

ちょっとわかっていないんじゃないかなという

気もします。

それを徹底していくことと、今度は市町村の

職員との意見交換で、いろんなことを聞く、市

町村長の意向を無にしてその人だけの意見を聞

いていくのかとなると、今度は首長との信頼関

係が壊れるので、これはもうちょっと研究して

いって、最終的に本当にプラスになるのかなら

ないのか。我々も議会へ、地域を代表して出て

きているんですね。いろんなことを訴える、我

々の存在もあるんだということですね。

だから、何年かに１回そういった会議で意見

交換をやるもの大切だけれど、我々も毎日地元

を見ている。そういうところも、やっぱり総合

的にやって、結果として何が生めるのか。でな

いとこれ、なんかちょっと寂しい気がするんで

すよ。最終的に信頼を構築していくためにはど

うあるべきかを―もちろんこれを否定するわ

けじゃないんですよ。そこにちょっと疑問を感

じたものだから、さらに検討していただきたい

なと。

○石田市町村課長 まさに今、委員御指摘いた

だきましたとおり、しっかり県内26市町村、そ

れからそれぞれの地域の実情を踏まえて、県政

の各施策をやっていくことが非常に重要である

と思います。そういった意味で今、御指摘いた

だきました点も踏まえまして、知事とトップ同

士あるいは我々県職員と市町村の、役場の職員

との意思疎通、そういったところを含めまして、

しっかり地域に寄り添って、実情をどういう形

で我々が汲み取っていくのかというところをト

ータルで工夫できるように検討してまいりたい

と考えております。

○坂口委員 ぜひ、予算に伴った成果が期待で

きるような……。やり方とは思うんですけれど

ね。そこをしっかりやってほしいなと。

それから、引き続いて71ページ、危機管理課

の施策の進捗状況、災害に対する備えをしてい

る人の割合が、ちょっと実績値が低い。よく言

われるのが自宅に備蓄するものとか、避難場所

に備蓄するものがどういう状況かというのはあ

るんですけれど、災害を考えてみるとどこで被

災するかわからないし、個人で常時備蓄してお

くべきものというものがあると思うんです。個

人で移動するときに持っていかないとならない

もの。極端にいったら自分の常備薬みたいな、

特に時間的にこの薬が必要だという人は薬を常

に持ち歩かないと、家にはちゃんとあるんだと

か、保管場所でそういう患者さんのために薬が

あるんだとか、あるいは山中なんかで水も確保

できないところだったらペットボトルの一つも

持って歩かないととか、非常食も必ず救助に来

てくれるってされているみたいなとか。言い出

したら切りがないのですけれど、備蓄をされて

いる、されていないという基準はどのあたりを

持って、そしてそれが何％ということを出され

ているのか。

○温水危機管理局長 今、委員おっしゃいまし

たように、備蓄の品物は個々人で違うと思いま

すが、今回のこの調査については総合政策課が

県民意識調査というのを毎年度やっていますけ
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れども、この中に設問を出させていただいて調

査をしております。

具体的な設問の内容というのは、あなたが台

風地震等の災害に対する備えをしていますかと

いうことで、例として食料や飲料水の確保、避

難所の確認、防災メールの登録等といったよう

な例示をした上で、回答をいただいております。

その回答の種類は十分している、ある程度して

いる、余りしていない、全くしていないの４つ

に分かれておりまして、十分しているとある程

度しているが43.7％になっているところであり

ます。

○坂口委員 僕も今まで家には何と何が置いて

あるとか。これは今、ふと頭をよぎったことな

んですけれど、たまたま僕は通院していて定時

的に飲んでいる薬があるんですけれど、夜の分

はもう持っていないですもんね、昼の分だけ。

そうすると備蓄ちゃんとやっていますよって、

県民の半分もやったから、計画どおりだなと思っ

たときに、いざ起こってみると随分な勘違いが

あるような気がして。食糧だって、何だって。

だから、ちょっとくどくなりますけれど、例え

ば、危機管理に携わるような公務員の人たちは、

極端に言ったら携帯の電池まで持ってないと連

絡さえとれなくなる可能性だってある。だから、

備蓄は十分ですかっていう、十分というのが何

をもって十分なのかということと、個人差があ

るんじゃないかなということ。ここらについて、

数字で簡単にやると想定外だったと、県民100％

準備できていると思ったら全く違っていたとい

うようなことがちょっと懸念されたものですか

ら。今後の検討課題としてでもですね。

○温水危機管理局長 委員おっしゃいますよう

に、今行っているアンケートは、今言ったよう

な形でやっておりますが、その内容で十分かと

いえば、決してそうではないです。自助、共助、

公助がある中で、特に自助に関しては、それぞ

れ認識が違って、十分な認識を持っておられる

方とそれほどでない方も相当いらっしゃいます

ものですから、我々行政としては、防災に関す

る普及啓発の中で、より細かな情報を積極的に

提供していく活動を継続してやっていく必要が

あると思っております。

○坂口委員 よろしくお願いします。それから、

最後に１ついいですか。

何か、ちっちゃいことばっかりになってしま

うけれど、消防保安課で、予防指導の中で危険

物の取扱免状云々というのがあったんですけれ

ど、例えば、今回の水害でもだったけれど、よ

く災害時にあるのがハウス園芸なんかの燃料タ

ンクとかが津波の際に発火して火災原因になっ

たとか。だから、危険物取扱者の対象になって

ないようなもので、そこらに常在しているよう

なものに対しての安全の確保というんですか。

そういうのが１ついるのかなというのと、今、

ＰＣＢの処理状態というのは、もう100％片づい

たんですか。

○温水危機管理局長 ＰＣＢについては、循環

社会推進課が所管しておりまして、私、以前、

そこの課長をしておりました。それで、全県下

にいろいろと周知を図りながら回収を行ってい

ますが、実情としてはまだ終わっておりません。

○坂口委員 今、災害時の危機管理ということ

だったんですけれど、こういった届け出制とか、

免許制とか、許可制というものの対象外での危

険要因がたくさんあるのが一つと、ポリ塩化ビ

フェニルは前の災害のときも、これで失敗して

いるんです。その後、回収状況がどうかなといっ

たこと。そういったことまで含めた総合的な危

機管理というものの万全を期すのに、説明の中
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で何かちょっと不安な点があるものですから。

危機管理と大きくかぶせる中では、全てが網羅

されるようにしとかないとだめかなという気が

するものだから、予防指導というところで、危

険物取扱者云々とか、いろいろあったけれど、

そういう対象にならないものが、たくさんある

と思うんですね。どこかで対応されるようになっ

てないといけないところがないような気がする

ものですから。

○藪田危機管理統括監 坂口委員からお話しの

あった件ですけれども、先般の佐賀県での大雨

の際にも油の流出がありまして、非常に復旧が

おくれたという事例がございました。これを受

けまして、国からも、ああいった油にとどまら

ず、危険物等の取り扱いについて、県それから

市町村に対して通知がありまして、そういった

点検ですとか、安全性の確認を行うようにとい

う指示がおりておりますので、そういったこと

で、今後とも市町村と連携しながら、対応も含

めてやっていきたいと思っております。

○室屋消防保安課長 消防保安課の担当してい

ます予防指導は、危険物取扱者についての問題

がございまして、ガソリンスタンド等の従事者

等になります。それ以外のものについては、基

本的には、ガソリンスタンドもそうですけれど

も、常備消防のほうが指導することになってお

りまして、大規模な大型燃料タンクですとか、

そういうところにつきましては、業界のほうで

自主的な対策をとっているような状況にござい

ます。

○武田委員 危機管理課の同じく71ページのと

ころの施策の進捗状況で、自主防災組織活動カ

バー率が86.8％まで上がってきて、すばらしい

ことだと思っているんですが、組織活動は自主

防災組織によって、活発なところと、つくった

はいいんだけれど、そのまま、つくりっ放しと

いうところと、各市町村いろいろな形であると

思うんですが、今後、もちろんこれを100％に近

づけていくことも一つの目標ですけれど、実際

の毎年の活動をどのように指導していかれるの

か、御意見をお伺いしたいんですけれど。

○温水危機管理局長 この自主防災組織活動カ

バー率は、率は高目に来ていますけれども、実

際には、今おっしゃるように内容が問題だろう

と思っています。若干説明させてもらいますと、

自治会の中に自主防災組織があるようなところ

がほとんどでありまして、この活動カバー率が

上がっているのは、自治会の中に自主防災組織

ができれば、当然、その分は対象がふえますの

で、そういった関係もあって、率は上がってお

ります。ただ、指標として、これを使っている

んですけれども、それよりも実際に大事なのは

おっしゃったように活動内容です。じゃあ、実

態はどうかといいますと、はっきりとしたデー

タはないんですが、我々が持っているイメージ

でいきますと、訓練を年に１回やったりとか、

備蓄品を自治会でそろえたりとか、その辺の対

応はされていますけれども、普及啓発も含めて

まだまだ十分ではないと認識をしております。

そして、もう一つの指標でも出ております防

災士の方々が地域での防災活動のキーマンに

なっていると思っておりまして、自治会の中に

自主防災組織があって、その自主防災組織の中

に防災士の方々が入っておられれば、非常に連

携がとりやすくなると思うんです。リーダーの

役割というのが非常に重要なものですから、そ

の地域に防災に関するリーダーの方々がいらっ

しゃらないと、なかなかまとまらない。まとまっ

ている自主防災組織は、しっかりとしたリーダ

ー、特に防災士の資格を持っておられるような
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方々もいらっしゃるようですので、防災士の方

々をふやしていく取り組みとあわせて、市町村

とも連携しながら―やはり、現場サイドの状

況は、市町村の方々が常々一緒に対応されてい

ますので、そことしっかり連携を図って情報共

有しながら、今後さらに取り組みを強化してい

きたいと思っております。

○武田委員 防災士の数も、後で質問しようと

思ったんですが、人数というよりも、ばらつき

が多くてもしようがないと思うんです。特に、

中山間地になると集落自体の人数が少なかった

りとか、高齢化していたりするので、２つ、３

つの自主防災組織の中に１人防災士の方がいる

とかいう形で連携する形を、市町村と連携して

いただいて。県としては、それを、県内全域の

状況がわかるような形にしていただくと、ここ

が弱いから、ここに防災士を１人置かないとい

けないねとか、最終的にそういう形になってい

ただくと最高じゃないかなと思いますので、よ

ろしくお願いします。

それと、イオンモール宮崎で宮崎県防災の日

フェアを開催されて、津波防災の日に合わせた

県内全域での防災訓練みやざきシェイクアウト

が昨年あったんですが、これの全体的な状況と

課題、また今後どういうふうにやっていけば、

県民の方々の防災意識が高まるのか。実際急に

あった場合、こういう大きなイオンモールであ

るとか、駅周辺であるとか―今後、駅周辺、

また新しい開発もありますので、そこにいらっ

しゃる方々が、観光系の方も含めて、どのよう

に動けるかが１番大事になってくると思うんで

すが、昨年やられて、今後の課題はどういうふ

うに捉えていらっしゃるのか。

○温水危機管理局長 まず、全体については、

防災の日フェアということで、昨年度も、今年

度も、イオンでやっております。啓発事業とい

うことで、いろんなパネル展とか、イベントと

かを通して普及啓発を図っているんですが、イ

ベントの場合、どうしても一時的なものになる

ものですから、意識啓発をやっていくにしても、

それだけで十分とは言えないと認識しておりま

す。そういう中で、啓発事業というのは、基本

的に継続して地道に続けていくしかないと思っ

ています。特に意識が高まるような手段、何が

いいのかというのは絶えず考えながら、いろい

ろ工夫しながら続けていくんだろうと認識して

いるところです。

その中で、シェイクアウトの話も出ましたが、

非常にシンプルな訓練ということで、アメリカ

が発祥で、地震の揺れに備えろといったような

意味なんですけれども、地震が発生したら、ま

ず体を低くして、頭を守って、動かないといっ

た内容になっています。したがいまして、その

内容自体はすごくシンプルなんですが、意識づ

けを行うという意味においては、一定の効果が

あると思っておりまして、昨年度でいきますと、

企業とか、学校とか、あと自治体が結構多く参

加をしていただいており、合計で７万6,000人ぐ

らいの参加数になっています。

ただ、この訓練だけやっておけばいいかとい

うとそうではなくて、一つの啓発の意識づけの

訓練としては意義があると思いますので、そう

いった底辺の拡大の意味ではシェイクアウトも

続けていきますけれども、やはり、１つの訓練

だけでいいというわけじゃなくて、いろんな方

法を考えて、継続的な訓練と普及啓発といった

意味において、我々も知恵を絞りながら、引き

続きやっていきたいと思っているところです。

○武田委員 災害は本当日本全国どこでも起き

ていますので、やはり、命を失わないように、
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けががないように、できるだけ県民の皆さん、

また、観光で来られている皆さんが少しでも被

害のないようにしていただきたいと思いますの

で、今後ともしっかりと啓発活動をよろしくお

願いします。

○髙橋委員 自主防災組織なんですけれど、こ

のカバー率の分母は何ですか。先ほど自治会組

織の中にあるとおっしゃいましたけれど、分母

は何ですか。

○温水危機管理局長 その地域の世帯数という

ことになります。例で言いますと、Ａ市という

ところがあって、Ａ市に世帯数が1,000世帯ある

とします。1,000世帯あって、それが分母になり

ます。分子がその中で自主防災組織の活動範囲

にある世帯数ということで、例えば、先ほど言

いましたように、自治会の中に自主防災組織が、

ほぼ、イコールということでありますので、そ

この世帯数が、例えば、今言ったように、１万

世帯あるうちの8,000世帯が自主防災組織のある

自治会であれば、１万分の8,000世帯ということ

で、カバー率は80％ということになります。

○髙橋委員 自治会も、今、千差万別あって、100

％加入はもう珍しいです。田舎でもそうですよ。

だから、今おっしゃった説明になると、計算の

仕方が微妙に正確でないという気もしたもので、

ちょっと尋ねてみたんです。自治会の中に２つ

防災組織があるとか、複数あるとか、そういっ

たところはないんでしょうね。恐らく。

○温水危機管理局長 我々としては、認識はし

ておりません。

○髙橋委員 何でしょうかね、質を高めるとい

う意味では、自治会加入をまずてこ入れしない

と、つくったら自己満足になっちゃって、機能

しないような気がするんです。一度、私も本会

議で質問したことがあるんですよ。そこの駅前

はたしか、20％切っているんです。1,000世帯あ

れば、200世帯しか入ってないんですよ。200世

帯も入ってない。そういったところはどうなの

か。恐らく回覧が回らないし、一々自治体が周

知することは手に負えないですよね。そこら辺

のてこ入れをもう一度されたほうがいいのかな

と思います。

○温水危機管理局長 今、委員おっしゃいまし

たけれど、1,000世帯あって200世帯しか自治会

に加入していなくても、このカバー率の計算で

は、そこに自主防災組織があれば、上がってし

まうんですね。要するにカバーしていることに

なりますので。このカバー率自体は、消防庁が

推奨されているものですから我々も使っていま

すけれど、おっしゃったように、これが全てじゃ

ないという認識を持っています。先ほど言いま

したように、その活動内容が重要になってきま

すので、そういう意味においては、委員おっしゃ

るように、これだけで本当十分なのかという疑

問が湧くのも十分理解できることと認識してい

ます。

○髙橋委員 先ほどの予防指導の関係で、いわ

ゆるスタンド以外の重油タンクなんかは、常備

消防がしっかりチェックをするとの答弁があり

ましたよね。それならば、常備消防がないとこ

ろがあるじゃないですか。ここは誰が指導する

んですか。

○室屋消防保安課長 ※非常備町村につきまして

は、県で対応いたします。

○髙橋委員 それでは、入郷３町村とか西米良

村、ああいったところは、消防保安課がやるん

ですね。

○室屋消防保安課長 いろいろな検査等につき

ましては、常備市町村については、地元の消防

※24ページに訂正発言あり
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本部が行きますけれども、非常備町村は消防が

ありませんので、県の消防保安課が出向きまし

て、検査等を実施することになっております。

○髙橋委員 そういう意味では、消防広域化、

常備化を急いだほうがいいとは思うんだけれど、

令和元年度の予算額が相当ふやしてあるじゃな

いですか。前に質問でもありましたけど、もう

常備化が目の前に来ているというような感覚を

持っていいのかなと思ったりして。どうなんで

しょうか。

○室屋消防保安課長 入郷３町村の常備化検討

協議会というものが発足しておりまして、この

発足に伴って、この事業がスタートしておりま

す。この時点では、令和元年度に4,000万円を計

上しまして、これで常備化のための施設整備等

を行うということでございました。現状は常備

化の前段階といたしまして、日向市消防本部が

協議会に参加することになって、その上で、消

防指令の共同運用をできないかということでの

協議が進められております。これについて、こ

の予算を使うかどうかというところになってま

いります。

○髙橋委員 着実に前に進んでいるという理解

でいいですよね。

○室屋消防保安課長 すぐすぐというわけには

いきませんけれども、少しずつですが、前に進

んでいる状況にございます。

○髙橋委員 あと１点いいですか。市町村課の

知事選挙と県議会議員選挙の関係をちょっとお

尋ねしますけれど、あの投票率だったものです

から。知事選挙の負担金・補助及び交付金のと

ころで、投票所のことを云々説明されたんです

が、ちょっと、わかりにくかったものですから、

いま一度説明をお願いします。

○石田市町村課長 今御指摘のありました知事

選に係る不用額のところでございます。投票所

経費について市町村への交付金が見込みを下

回ったという御説明を申し上げました。これは

何かと申しますと、投票所の準備から投票が終

了して、投票箱を投票管理者に運んでいくまで

の一切のものを投票所経費と申しております。

事前に各市町村から、県の基準に基づいて交付

金という形で見込みを出していただいて、予算

を組みまして、実際に係った経費の部分につい

て申請をしていただくのですが、当初予定して

おりました額よりも下回ったところでございま

す。

○髙橋委員 例えば、当初見込みで予算を組ん

でいたけれど、投票所の数が減ったものだから、

いわゆる6,000万円も不用額になったとか、そう

いうことじゃないんですか。

○石田市町村課長 投票所につきましては、各

市町村の選挙管理委員会が法律等に基づいて設

置することになってございます。その中で、各

市町村の実情に応じて、必要に応じて投票所数

を少なくすることを県に届けていただくことは

あるんですが、投票所数が少なくなったことに

伴って、決算が減になったというわけではござ

いません。

○髙橋委員 私、よくわからないのですけれど

も、県議会議員選挙との違いは何ですか。予算

も違うじゃないですか。恐らく県議会議員選挙

のほうが金はかかるような気がするんですけれ

ど。

○石田市町村課長 県議会議員選挙につきまし

ては、需用費の部分で大きく不用が発生してお

ります。これは県が管理執行する知事選も県議

会議員選挙も同じでございますけれども、県議

会議員選挙につきましては、投票用紙の作成費

等の部分ですとか、あるいは職員の時間外勤務
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手当等、入札の執行残というところで、不用額

が大きくなっているということで、選挙によっ

て、その要因が異なっている状況でございます。

○髙橋委員 予算額から違うじゃないですか。

知事選挙は４億6,800万、県議会議員選挙は約１

億8,000万弱ですよ。この違いは何かなと思って。

○石田市町村課長 今回30年度決算ということ

で、知事選は終わっておりまして、県議会議員

選挙は30年度執行分とそれから年度をまたいで、

ことし４月に投開票ございましたので、２カ年

にわたっている部分がございまして、そこの部

分で予算額が大きく乖離しているものでござい

ます。

○髙橋委員 そこ、聞こうと思ったんですよ。

４月７日投票だったから、年度が違っています

よね。その関係もだな。また、期間もあるから

ですね。わかりました。

それで、投票率が低いから、いろいろ対策を。

違うとおっしゃったから、また別の要因がある

んだろうと思うけれど、投票所の数が減ってい

るじゃないですか、そのこともいろいろと意見

を言ってらっしゃる方もいまして。それと、こ

の前、参議院選挙のときにあるところに行った

ら、いわゆるポスター掲示板というのは余白が

結構あるじゃないですか。何のポスター張って

あるのかと思ったら、参議院選挙に行きましょ

うという啓発のポスター張ってあるんですよ。

それは長崎の島原市でした。だから、こういう

やり方もあるんだなと、全部は張らないから、

ああいう方法もあるんだなと。参考のために、

いろいろと市町村に御指導ください。

○石田市町村課長 投票環境の整備あるいは投

票率の向上に向けて、どのような工夫ができる

か、しっかり検討してまいりたいと思います。

ありがとうございます。

○室屋消防保安課長 先ほどの答弁の訂正をさ

せていただきたいと思います。申しわけござい

ません。

重油タンクの関係でございます。先ほど県が

行って検査するという答弁をいたしましたけれ

ども、これにつきまして、非常備町村の場合は、

一定量の、例えば、重油でしたら、2,000リッタ

ー以上の取り扱いになりますと県の許可になる

ということでございまして、それに満たないタ

ンクについては、役場のほうに届け出をするこ

とになっておりまして、役場のほうで対応する

ということでございます。

常備の市町村につきましても、同じよう

に2,000リッター以上の取り扱いは消防本部、そ

れ以外の小さなものについては市町村で預かる

ということだそうでございます。

○脇谷副主査 税務課にちょっとお伺いしたい

んですけれども、委員会資料の５ページで、県

税の収入未済額11億円のうち、個人県民税が７

億7,400万円で、今回は１億3,000万円の圧縮が

できたということなんですけれども、20ページ

では、負担金、交付金なども合わせて賦課徴収

費が23億円ほどあります。この収入未済額が大

きいと思うんですけれど、費用対効果について

は、どういうふうに考えていらっしゃるでしょ

うか。

○永田税務課長 20ページの収入未済額につき

ましては、県税の未済額。これは非常に徴収努

力等も行いまして、圧縮ができているところで

ございます。21ページのところですけれども、

収入未済額の圧縮のために賦課徴収費で、こう

いった予算を使いまして、未済額圧縮につなげ

ているところでございまして、職員の人件費等

も含めまして徴収努力を非常に重ねております

ことから、費用対効果といいますか、未済額の
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圧縮に十分力を尽くしているものと考えており

ます。

○脇谷副主査 市町村ごとの収入未済額という

のは、一覧表で出るんでしょうか。

○永田税務課長 それは、市町村ごとの個人県

民税の未済額ということでございますか。（「は

い」と呼ぶ者あり）市町村ごとの数値につきま

しては、市町村課で把握されておられるのでは

ないかと。県民税は市町村税と合わせて賦課徴

収をしていただいていて、まとめて各市町村ご

とに収入いただいていますので、市町村ごとの

税の状況については、市町村課で把握されてい

るものと思います。

○石田市町村課長 市町村税の収入未済額の動

向ということで申しますと、30年度の26市町村

のトータルでございますが、36億2,200万円とい

うことになってございます。

○脇谷副主査 いや、だから、市町村ごとの収

入未済額。つまり、市町村税と県民税が一緒に

なっていると思うんですけれども、その未済額

がパーセンテージとして、どこが多いのかとい

うような一覧表が出てくるのかどうかというの

をお聞きしたいんですけれど。

○石田市町村課長 市町村税に係る収入未済額

の状況については、市町村課で、各団体ごとに

どれだけということを把握してございます。

○永田税務課長 県民税につきましても、各市

町村ごとの数字を出すことは可能でございます。

現時点では、ちょっとございませんが、集計を

することは可能でございます。

○脇谷副主査 それ一覧表でもらえるでしょう

か。

○日髙主査 資料要求ということで、市町村課

長よろしいでしょうか。

○石田市町村課長 承知しました。

○日髙主査 よろしくお願いいたします。

○脇谷副主査 最後に、この未済額をどのよう

にして圧縮するのかという対策はどのようなこ

とを考えてらっしゃるんでしょうか。

○永田税務課長 御説明をいたしました県税の

未済額の中で、非常に大きいウエイトを占めて

おりますのが個人県民税でございます。これは

市町村が賦課徴収を一緒に行うことになってお

りますので、市町村の徴収状況を県としては支

援するというのが大きな役割ございます。その

中で、併任人事交流という形で、県税の徴収の

職員に市町村の職員身分を一定期間与えまして、

それで市町村の税金、個人の住民税を県の職員

も一緒に共同で徴収をしていくという方法が併

任人事交流と言っておるもの。それともう一つ、

徴収引き継ぎということで、法律上、市町村で

徴収をします税金―県民税と市町村民税、住

民税になりますけれど、これを県に徴収の引き

継ぎということで、直接県が徴収をすることが

できる制度がございます。それで、30年度は各

市町村から287件ほど直接徴収を受けて、税収と

しては50％強の収税を上げておりますが、そう

いった形で、県が直接的に徴収をする方法がご

ざいます。それから、もう一つが、制度として、

給与所得の場合には、特別徴収という形で、事

業所の会社が従業員の方の住民税を集めて納め

る方法がございます。その特別徴収の徹底をす

ることで、徴収率が上がっていくということが

ございますので、今申し上げた３つの方策で、

市町村の徴収を支援、補助している状況でござ

います。

○脇谷副主査 わかりました。ありがとうござ

います。

○坂口委員 税務方の御苦労が今のでわかるん

ですけれど、やっぱり、併任徴収とか、直接徴
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収というのは、市町村、特に小さい村なんかに

なると、お隣から、なかなか取りづらいという

ものもあるから、これはしっかり、その状況に

的確に対応しながら、市町村と共有した上で併

用していくべきかなという気がします。そこま

でやって、徴収をする。かなりきつい作業だと

思うんです。最終的には差し押さえなんかもあ

るわけで、まず、今の奨学金が見直されて、返

さなくてもいいよというのまで作られたぐらい

に、とにかく、その人の将来に火種だけは残し

てあげて、また火を強くして、それから返して

いただくという、そこらのころ合いというのは

―これは甘くみなさいっていうんじゃないん

ですよ。そこらをやるのは、１番実態を知って

いる市町村と専門的な県、それから事務的にも

のを進めやすい立場にある県職の人たちという

のは、これは有効な方法かなと思うんですけれ

ど。そういった中で、財政方にお願いですが、

何度も嫌なことを耳にされているかもわからな

いけれど、歳出ですよね。運動公園が１番わかっ

たんですけれど、10億がぽーんと逃げていくわ

けでしょう。一方で徴収してくる人たちの物す

ごい辛さと苦労があるわけです。だから、予算

の査定に当たっては、まず予算を組むときに本

当にこれ以上節約は出来ないのかということ。

僕らのこの審査の仕方もですけれど、90％を切っ

たら説明しなさいとか、100万円以上残したのを

説明しなさいと言うけれど、それを褒めるべき

決算もあると思うんです。よくぞ残してくれた

ということです。だから、そこらで、この財政

のあり方とか、歳入歳出のあり方って、やっぱ

り、お互いに今後さらに知恵を出しながらが必

要かなと思う。これは税務方への感謝と御苦労

をねぎらいたいということで、今、ちょっと申

し上げました。

○髙橋委員 税の関係で、市県民税の特別徴収

を推進してるじゃないですか。天引きというや

つやな。これは、農家も今人を雇っていて、税

金がかかる人がいるから、それも特別徴収をお

願いしますねって、日南市もえらいやっている。

ただ、農家の人に言わせると銀行に毎月行かな

いといけないのでしょう。事務方はいいですよ。

農家の人は、一旦着がえて、シャワー浴びて行

かないといけないという煩わしさがあるものだ

から、それ、何とかならんかという要望もある

みたいで、何かそういうことの方策がないのか

な。

○永田税務課長 今、委員おっしゃったように、

いわゆる小規模であったりとか、家族で会社と

いう形でやっておられるところにつきましては、

非常に手間もかかったり、書類が多かったりと

いうことのお話は聞いております。その点を、

市町村によりましては、特別徴収という形では

ないですけれども、口座振替の手続をできるよ

うにしていて―特別徴収の分の口座振替とい

うことになりますけれども、それを行えるよう

な形にして、できるだけ手間といいますか、そ

ういったものを省略化できるようにということ

は、市町村のほうではやっておられるようでご

ざいます。

○髙橋委員 特別徴収の口座振替は可能なんで

すね。できなかったようなことをおっしゃった

ものですから。だから、銀行に必ず毎月行って、

今月何人で幾らって納めると。

○永田税務課長 確かに従業員の出入りが大き

くなると非常に難しくなるんですけれども、例

えば、農家さんでありますとか、そういったと

ころでは、従業員の動きが少ないので、そういっ

たところでは額がある程度決まってきますから、

市町村の判断で口座振替もできるようにしてお



- 27 -

令和元年10月３日(木)

られるところもあるというふうにお聞きしてお

ります。

○髙橋委員 いわゆる従業員の数、額が安定し

ていれば、それでもう解決ですよね、口座振替

で。この出入りが激しいと、口座振替の手続と

いうのがあってくるから、税額違ってくればで

すよ。その辺の課題はあるなと思います。

○永田税務課長 おっしゃられたとおり、その

課題は非常に大きいかと思いますけれども、基

本的には、税法というところでは、特別徴収義

務ということになっておりますので、基本的に

は特別徴収を行っていただくということで、平

成29年度には一斉に指定する形で、県も市町村

の協力を得てやっているところでございます。

確かにおっしゃるような課題もございますので、

市町村では事情もお伺いしながらということに

なろうかと思います。

○髙橋委員 また、いろいろと御指導ください。

○日髙主査 ほかないでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○日髙主査 それでは、以上をもって、総務部

を終了いたします。執行部の皆様お疲れさまで

した。

暫時休憩いたします。

午後３時08分休憩

午後３時10分再開

○日髙主査 分科会を再開いたします。

あすの分科会は午前10時に再開し、総合政策

部の審査から行うことといたします。

その他で何かありませんでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○日髙主査 それでは、何もないようですので、

以上をもって、本日の分科会を終了いたします。

午後３時10分散会



- 28 -

令和元年10月４日（金曜日）

午前９時57分再開

出席委員（７人）

主 査 日 髙 陽 一

副 主 査 脇 谷 のりこ

委 員 坂 口 博 美

委 員 武 田 浩 一

委 員 髙 橋 透

委 員 重 松 幸次郎

委 員 来 住 一 人

欠 席 委 員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

総合政策部

総 合 政 策 部 長 渡 邊 浩 司

県参事兼総合政策部次長
松 浦 直 康（政策推進担当）

総合政策部次長
小 堀 和 幸（ 県 民 生 活 ・ 文 化 祭 担 当 ）

総 合 政 策 課 長 小 倉 佳 彦

秘 書 広 報 課 長 児 玉 憲 明

広 報 戦 略 室 長 松 野 義 直

統 計 調 査 課 長 長 倉 健 一

総 合 交 通 課 長 大 東 収

日 髙 正 勝中山間･地域政策課長

産 業 政 策 課 長 米 良 勝 也

生 活 ・ 協 働 ・
渡久山 武 志男 女 参 画 課 長

水 口 圭 二交通･地域安全対策監

日 吉 誠 一みやざき文化振興課長

国 民 文 化 祭 ・
坂 元 修 一障害者芸術文化祭課長

記紀編さん記念事業
河 野 龍 彦推 進 室 長

人権同和対策課長 磯 崎 史 郎

情 報 政 策 課 長 鎌 田 伸 次

国 民 ス ポ ー ツ
岩 切 喜 郎

大 会 準 備 課 長

会計管理局

会 計 管 理 者 大 西 祐 二

会計管理局次長 佐 藤 領 子

会 計 課 長 松 元 清 春

物品管理調達課長 川 上 清

人事委員会事務局

事 務 局 長 村 久 人

総 務 課 長 穴 見 誠

職 員 課 長 有 村 隆

監査事務局

事 務 局 長 髙 林 宏 一

監 査 第 一 課 長 松 原 哲 也

監 査 第 二 課 長 岡 田 佳 尚

議会事務局

事 務 局 長 片 寄 元 道

総 務 課 長 藤 山 雅 彦

議 事 課 長 齊 藤 安 彦

政 策 調 査 課 長 日 髙 民 子

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 本 田 雄 毅

総 務 課 主 事 浜 砂 貴 裕

分科会を再開いたします。○日髙主査

平成30年度決算について、部長の説明を求め

ます。

おはようございます。○渡邊総合政策部長

令和元年10月４日(金)
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それでは、平成30年度の決算につきまして御

説明をさせていただきます。

お手元の決算特別委員会資料をごらんくださ

い。資料を２枚おめくりいただきまして、１ペ

ージをごらんください。

これは、県の総合計画「未来みやざき創造プ

ラン」のうち、総合政策部に関連します主要施

策について、体系表にしたものであります。

この体系表に基づきまして、右側の施策の柱

ごとに概要を御説明いたします。

初めに、人づくりの分野でございます。

魅力ある教育を支える体制や環境の整備・充

実といたしましては、若者の県内定着に資する

取り組みとしまして、各種インターンシップの

実施や起業人材の育成など、産学金労官の連携

による事業などを行ったところであります。

次に、文化の振興では、宮崎国際音楽祭や若

山牧水記念事業など、県民がさまざまな文化に

親しむことのできる機会の提供に努めましたほ

か、来年度に本県で開催されます国民文化祭、

全国障害者芸術・文化祭に向け、公式ホームペ

ージの開設や公式ポスターの作成など、大会の

開催準備を進めるとともに、機運の醸成を図っ

たところであります。

次のスポーツの振興でありますが、2026年に

本県で開催いたします、第81回国民スポーツ大

会に向けた準備のため、県準備委員会の総会等

を開催するとともに、市町村や競技団体とのヒ

アリングや意見交換等を実施いたしました。

また、県有の主要体育施設の整備につきまし

て、基本計画を策定したところであります。

次に、男女共同参画社会の推進でありますが、

男女共同参画センターにおける各種講座の開催

や、女性の多様な働き方の実現に向けた講演会

等を実施したところであります。

次のＮＰＯや企業、ボランティア等多様な主

体による社会貢献活動の促進でありますが、Ｎ

ＰＯや企業などの多様な主体が協働して行う提

案公募型の事業や、ＮＰＯ・協働支援センター

における研修等を実施し、ＮＰＯ活動や協働の

促進を図ったところであります。

２ページの１行目になりますけれども、人権

意識の高揚と差別意識の解消では、さまざまな

組織や企業等と連携し人権啓発事業を行ったほ

か、県民が主体的に研修に取り組むためのリー

ダーの育成に取り組むなど、人権意識の高揚を

図ったところであります。

次に、くらしづくりの分野についてでありま

す。

まず、安心で快適な生活環境の確保でありま

すが、市町村の消費生活相談体制の充実に努め

るとともに、消費生活センターに消費生活相談

員等を配置しまして、消費者被害の未然防止や

問題解決の支援に努めたところであります。

次に、１つ飛びますけれども、地域交通の確

保につきましては、住民の生活に欠かすことの

できないバス路線の維持・確保のため、事業者

等への支援を行ったほか、貨客混載についての

検討を行うなど、持続可能な地域公共交通ネッ

トワークの確立を図ったところであります。

次に、１つ飛びますけれども、中山間地域の

維持・活性化では、中山間地域振興計画の改定

に先立って地域の声を伺うアンケートの実施や

協議会の開催、また、市町村よりも小さい、例

えば公民館単位で人口推計等ができるツールで

あります、ひなたまちづくり応援シートの作成

を行ったところであります。

次に、連携・協働による魅力ある地域づくり

と戦略的な移住等の促進でありますが、地域住

民と一体となった地域づくりを目指す市町村を
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支援するとともに、持続可能な地域づくりのた

めに、市町村間の連携事業に対し支援を行った

ところであります。

また、本県への移住をさらに促進するため、

宮崎ひなた暮らしＵＩＪターンセンターにおき

まして、暮らしや仕事などの情報発信・相談対

応を行うとともに、移住者の受け入れ・支援体

制の充実強化を図ったところであります。

次に、１つ飛びますけれども、交通安全対策

の推進として、マスメディアを活用した効果的

な広報・啓発を行い、高齢運転者による交通事

故の防止や交通安全思想の普及に取り組んだと

ころであります。

３ページをお開きください。

産業づくりの分野についてであります。

まず、産業間・産学金官連携による新事業・

新産業の展開では、フードビジネスのほか、医

療機器・情報通信・学術研究等の分野におきま

して、雇用拡大に取り組む県内企業の経営力強

化や人材育成等の支援を行ったところでありま

す。

次の観光の振興では、みやざきの神話や神楽

などをテーマとした首都圏等の大学との連携講

座のほか、国立能楽堂や九州国立博物館等での

神楽公演を開催するなど、「神話の源流みやざき」

のブランドイメージの浸透を図ったところであ

ります。

次に、県境を越えた交流・連携の推進では、

全国知事会や九州地方知事会等を通じ、各県と

広域的な連携強化を図り、共通する課題や具体

的施策についての検討を行ったところでありま

す。

また、県外にエリアがまたがるユネスコエコ

パーク等に関する情報を、関係自治体と一体と

なりまして発信するとともに、地域資源の継承

や地域活性化に向けた取り組みへの支援を行っ

たところであります。

次の産業を支える人材の育成・確保につきま

しては、若者の県内定着を促進するため、県内

企業と連携して奨学金の返還支援に取り組むと

ともに、県内外の女子大学生を対象としたセミ

ナーを開催するなど、産業人材の育成・確保に

努めたところであります。

次に、交通・物流ネットワークの整備・充実

につきましては、鉄道の利用促進を図るととも

に、関係団体と連携して、利便性の向上や路線

維持についての要望活動を行ったところであり

ます。

また、物流の効率化を推進するために、県内

の港や貨物駅への荷寄せ支援を行ったほか、海

上物流を支える長距離フェリーの航路の利用促

進を図ったところであります。

さらに、宮崎空港発着の航空路線につきまし

ては、国内線、国際線ともに航空ネットワーク

の維持・充実に努めたところであります。

４ページをごらんください。

その他の分野であります。

まず、重要施策の総合企画と調整では、平成29

年度の取り組みについて政策評価を行うととも

に、未来みやざき創造プランの長期ビジョンを

改定し、新たなアクションプランの策定を進め

たところであります。

また、県民目線による行政サービスの向上で

は、知事とのふれあいフォーラムや出前講座等

を通じまして、県政に対する御意見を直接お伺

いするなど、対話と協働による県政の推進を図っ

たところであります。

最後に、各種統計調査の実施でありますが、

統計セミナー等を開催するなど、統計の普及啓

発を図るとともに、各種統計調査を実施し、本
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県の施策立案に資する基礎資料の収集に努めた

ところであります。

次に、５ページをお開きください。

平成30年度の決算の状況についてであります。

総合政策部全体といたしましては、一般会計、

特別会計を合わせまして、この表の一番下の欄

になりますけれども、予算額128億9,900万6,000

円、支出済額125億6,084万5,111円、翌年度繰越

額が１億8,098万7,000円、不用額が１億5,717

万3,889円となりまして、執行率は97.4％、翌年

度への繰越額を含めますと98.8％となっており

ます。

続きまして、ごらんいただいております資料

の一番最後のページになりますけれども、38ペ

ージをお開きいただきたいと思います。

平成30年度の総合政策部の監査の結果であり

ます。ごらんいただいておりますとおり、指摘

事項が１件、注意事項が４件ございましたので、

直ちに改善を行ったところであります。

また、後ほどごらんいただきたいと思います

けれども、お手元の平成30年度宮崎県歳入歳出

決算審査意見書におきまして、１件の意見・留

意事項がございました。これらにつきましては、

後ほど関係課長から御説明をさせていただきま

す。

私からは以上であります。

○日髙主査 部長の説明が終了いたしました。

これより、総合政策課、秘書広報課、統計調

査課、総合交通課、中山間・地域政策課、産業

政策課の審査を行います。

平成30年度決算について各課の説明を求めま

す。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いをいたします。

○小倉総合政策課長 総合政策課でございます。

それでは、総合政策課の平成30年度予算に係

る決算の状況について御説明をいたします。

平成30年度決算特別委員会資料の５ページを

お開きください。

総合政策課は、一般会計と開発事業特別資金

特別会計の２つの会計がございます。

まず、一般会計につきましてですが、表の一

番上の段、総合政策課のところでございます。

予算額７億7,395万6,000円に対しまして、支出

済額が７億6,299万5,322円、不用額といたしま

して1,096万678円、執行率としましては98.6％

となっております。

次に、開発事業特別資金特別会計でございま

すが、表の下から２段目にございます。予算額

が1,786万9,000円に対しまして、支出済額1,772

万1,923円、不用額といたしまして14万7,077円、

執行率が99.2％となっております。

次に、６ページをごらんください。

当課の決算事項別の詳細を６ページから８ペ

ージにわたって掲載しておりますが、このうち、

（目）の不用額が100万円以上のもの、もしくは

執行率90％未満のものについて御説明をいたし

ます。

まず、一般会計についてでございますが、６

ページの上から３行目の（目）企画総務費の不

用額716万8,516円でございます。この不用額の

主なものといたしましては、中ほどの旅費とし

まして230万7,615円、それから下から４段目の

役務費125万8,160円等でございますけれども、

こちらは主に、総合政策課及び県外３事務所の

活動経費ですとか、事務費の執行残でございま

す。

続きまして、７ページをお開きください。

上から１行目の（目）計画調査費の不用額が379

万2,162円でございます。これの主なものとしま
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しては、中ほどの需用費114万9,921円等でござ

いますが、こちらは、総合計画等管理運営のた

めの印刷事務費ですとか、総合計画策定のため

の審議会等に係る経費がある程度節減できたと

いうことでございまして、その執行残でござい

ます。

続きまして、特別会計の歳入決算について御

説明をいたします。

資料をかえていただきまして、平成30年度宮

崎県歳入歳出決算書をごらんください。

特別会計が後ろのほうにございますけれど

も、10ページでございます。

開発事業特別資金特別会計について、上の表

が歳入になります。歳入の表の一番下でござい

ますが、歳入額合計が調定額として1,787万６円

に対しまして、同額が収入済となってございま

す。ですので、収入未済額は０円となっている

状況でございます。

歳入歳出決算書の説明については以上でござ

います。

続きまして、平成30年度の主要施策の成果に

ついて御説明をいたしますので、お手元の主要

施策の成果に関する報告書の11ページをお開き

ください。

まず人づくりでございますが、当課の人づく

りの部分、ＮＰＯや企業、ボランティア等多様

な主体による社会貢献活動の促進についてとい

う欄がございます。

表にあります東日本大震災復興活動支援であ

りますけれども、主な実績内容といたしまして、

表の一番右にありますとおり、東北の被災地の

復興活動を行っている県内民間団体、２団体に

対しまして、その活動の支援を行ったものであ

ります。

その取り組みによりまして、下の施策の成果

等にございますように、大震災発生から８年と

なりまして、被災者や被災地の状況が変化する

中で、被災者等のニーズに即した活動への支援

を行うことができたものと考えてございます。

続きまして、12ページをお開きください。

くらしづくりでございます。

その中の快適で人にやさしい生活・空間づく

りとしまして、ユニバーサルデザインの普及啓

発に取り組んだ事業でございまして、下の施策

の成果等にありますように、ユニバーサルデザ

インの認知度、理解度を高めるため、県内観光

施設、スポーツ施設、公共施設の職員等を対象

に、講演会、体験型参加イベント、障がいのあ

る方などを招いたフィールドリサーチを実施し

たところでございます。

続きまして、13ページをごらんください。

産業づくりでございます。

県境を越えた交流・連携の推進としまして、

表にありますとおり、２つの事業に取り組んだ

ところでございます。

このうち、総合企画調整につきましては、全

国知事会ですとか、九州地方知事会におきまし

て、国への提言等を行ったものでありまして、

下の施策の成果等にありますとおり、全国知事

会におきましては、真の地方分権改革等の実現

に向け、地域の実情を踏まえた提言等を行った

ところでありまして、九州地方知事会につきま

しては、九州は一つという理念のもとに、官民

が一体となりまして、九州独自の発展戦略の研

究、施策の推進等を行ったところでございます。

続きまして、14ページをお開きください。

その他としまして、重要施策の総合企画と総

合調整でございます。

表にありますとおり、総合計画等管理運営か

ら水素エネルギー利活用促進モデルまで、５つ
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の事業に取り組んだところでございます。

15ページにございますが、施策の成果等で主

なものを御説明をいたします。

まず１つ目、①であります。県総合計画の重

点施策を着実に推進するために、29年度の取り

組みに係る政策評価につきまして、県総合計画

審議会に諮問し、答申を受けたところでござい

ます。

また、平成31年３月、昨年度末でございます

が、長期ビジョンを改定するとともに、知事の

政策提案等を踏まえた４年間の新たなアクショ

ンプランの策定を進めたところでございます。

次に、②でございますが、オリンピック・パ

ラリンピックの競技大会を契機とした地域活性

化を図るために、東京2020に向けた応援プロジェ

クトｉｎスポーツランドみやざきということで、

スポーツフォーラムですとか、柔道教室を開催

するとともに、市町村と連携してホストタウン

の登録に取り組みました。昨年度は新たに、県

や宮崎市はカナダ、日向市がトーゴということ

でホストタウンとして登録されたところでござ

います。

次に、③でございますが、ことし２月に、都

市と地方の相互の魅力を生かした連携交流の新

たな地方創生をということをテーマに題しまし

て「地方創生フォーラムｉｎ宮崎」ということ

で開催したところでございます。

次に、④でございますけれども、広い意味で

の地産地消ということで、ホームページでの情

報発信、企画展の実施など、普及啓発を図った

ところでございます。

最後、⑤でございますが、水素を活用した再

生エネルギーの利用を目指す、みやざき水素ス

マートコミュニティ構想を推進するために、み

やざき水素スマートコミュニティ推進協議会を

ことし１月に設立したところでございまして、

産学官連携による水素の利活用に向けた取り組

み体制を構築したところでございます。

主要施策の成果につきましては以上でござい

ます。

最後に監査委員の決算審査意見書に関しまし

ては、特に当課から報告すべきことはございま

せん。

総合政策課は以上でございます。

○児玉秘書広報課長 秘書広報課でございます。

決算特別委員会資料にお戻りいただきまして、

５ページをお願いいたします。

秘書広報課の決算額は、上から２段目にあり

ますとおり、予算額４億6,642万6,000円に対し

まして、支出済額４億6,357万4,519円、不用額285

万1,481円、執行率99.4％となっております。

次に、９ページをお願いいたします。

当課の決算事項別の明細を、９から10ページ

にかけて記載しております。

このうち、（目）の不用額が100万円以上のも

のについて御説明いたします。

９ページの３行目、（目）一般管理費でありま

すが、不用額が204万298円でございます。この

不用額の主なものといたしましては、上から７

段目の旅費30万1,746円、２つ下の需用費75

万3,020円、２つ下の委託料42万4,334円等でご

ざいます。これらは、主に知事、副知事の活動

経費でありまして、県政用務に係る出張旅費や

公用車運転管理業務委託料等の執行残によるも

のでございます。

続きまして、主要施策の成果についてであり

ます。

主要施策の成果に関する報告書の16ページを

お開きください。

表にありますとおり、まず広報活動事業の主
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な実績といたしまして、印刷広報事業により、

県広報みやざきを年６回発行、新聞広報事業に

より、県政のお知らせであります県政けいじば

んを年24回掲載、テレビ・ラジオ放送事業によ

り、「おしえて！みやざき」などの県政番組を放

送、このほか、県ホームページでのさまざまな

情報発信を行ったところでございます。

これらの事業により、右の施策の成果等にも

記載しておりますけれども、広く県民の皆様へ

タイムリーで、わかりやすい県政情報の提供に

努めたところであり、今後とも、県政に対する

理解を深めていただけるよう、積極的な広報活

動を行ってまいりたいと思います。

次に、16ページ目の広聴活動事業についてで

ありますが、まず、県民との対話事業により、

知事とのふれあいフォーラムを10回開催し、知

事が県内各地に出向くなどして、県民の方々と

の意見交換を行っております。

また、出前講座を63回開催し、県民の方々か

らの希望に応じて、県職員が直接地域に出向き、

さまざまなテーマで県が取り組む事業等の説明

を行っております。

さらに、県民の声事業では、専用のはがきや

電話、メールなどで、225件の御意見をいただい

ております。

これらの事業により、県民の皆様のさまざま

な御意見を幅広く伺うよう努めたところであり、

今後とも、対話と協働による県政の推進を図っ

てまいりたいと考えております。

主要施策の成果の説明につきましては以上で

ございます。

最後に、監査委員の決算審査意見書に関しま

しては、特に報告すべき事項はございません。

秘書広報課は以上でございます。

○長倉統計調査課長 統計調査課の平成30年度

予算に係る決算状況等について御説明いたしま

す。

お手元の平成30年度決算特別委員会資料の５

ページをお開きください。

統計調査課は上から３段目であります。

一般会計の決算額は、予算額３億2,680万円に

対しまして、支出済額３億2,177万4,195円、不

用額502万5,805円、執行率98.5％となっており

ます。

当課の決算事項別明細は、11ページから13ペ

ージに掲載しております。

このうち、目の不用額が100万円以上のもの、

または執行率が90％未満のものについて御説明

いたします。

12ページをお開きください。

上から１行目の（目）委託統計費の不用額424

万3,648円であります。この不用額のうち主なも

のとしましては、節の上から４つ目の賃金76

万2,044円ですが、これは、各種統計調査に係る

審査などの事務において、臨時的任用職員の任

用が見込みを下回ったことによる執行残であり

ます。

次に、その２つ下の旅費55万1,751円ですが、

これは、各種統計調査における統計調査員に係

る旅費や職員の統計研修等に係る旅費の執行残

であります。

最後に、一番下の負担金・補助及び交付金133

万1,293円ですが、これは、市町村を経由して行

う統計調査に係る市町村交付金の額の確定に伴

うものでありまして、主に、５年周期調査であ

る住宅・土地統計調査及び漁業センサスの調査

員報酬や事務費に執行残が生じたことによるも

のであります。

続きまして、平成30年度の主要施策の成果に

ついて御説明いたします。
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お手元の主要施策の成果に関する報告書、18

ページをお開きください。

その他の（３）各種統計調査の実施について

であります。

施策推進のための主な事業及び実績の表をご

らんください。

まず、県民共有・豊かな統計基盤づくり推進

につきましては、統計データフェアや統計セミ

ナーの開催を初め、親子を対象とした統計グラ

フ教室や統計グラフコンクールを実施しており

ます。これらの事業を幅広く県民を対象として

行うことにより、統計の普及・啓発を図ったと

ころであります。

次に、住宅・土地統計調査につきましては、

住宅の数や種類、土地の保有状況、居住世帯の

実態等を把握するため、県内1,937調査地区から

抽出した約３万2,000世帯を対象に、平成30年10

月１日を調査日として実施したところでありま

す。

次に、漁業センサスにつきましては、漁業の

生産構造などを明らかにし、漁業を取り巻く実

態を把握するために、県内沿岸の10市町におい

て、海面漁業を含む個人及び団体を対象に、平

成30年11月１日を調査日として実施したところ

であります。

これら２つの調査結果につきましては、国か

ら順次公表されることになっているため、本県

関係分の統計資料を整備し、行政施策等の基礎

資料として活用してまいります。

主要施策の成果についての説明は以上であり

ます。

最後に、監査委員の決算審査意見書に関して、

特に報告すべき事項はありません。

統計調査課は以上であります。

○大東総合交通課長 総合交通課の平成30年度

予算に係る決算状況等について御説明いたしま

す。

お手元の平成30年度決算特別委員会資料の５

ページをお開きください。

上から４段目、総合交通課の欄をごらんくだ

さい。予算額８億4,192万7,000円に対しまして、

支出済額が８億3,318万7,317円、不用額が873

万9,683円となりまして、執行率は99.0％となっ

ております。

次に、14ページをお開きください。

当課の決算事項別の明細は、14ページから15

ページとなっております。

このうち、（目）の執行残が100万円以上のも

の、執行率が90％未満のものについて御説明い

たします。

15ページをごらんください。

（目）計画調査費につきまして、不用額が850

万9,345円で、執行率が98.9％となっております。

この不用額の主な内容につきましては、この欄

の下から２段目、負担金・補助及び交付金の744

万1,289円であります。これは、主に高千穂線鉄

道施設整理基金補助事業におきまして、被災時

等の緊急撤去に対応するための費用、これにつ

きまして執行がなかったためなどによるもので

ございます。

決算事項の説明は以上でございます。

続きまして、平成30年度の主要施策の成果に

ついて御説明いたします。

主要施策の成果に関する報告書の20ページを

お開きください。

まず、くらしづくりの１、安心して生活でき

る社会の（３）地域交通の確保についてでござ

います。

表の上段にあります地方バス路線等運行維持

対策によりまして、広域的・幹線的なバス路線
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であります地域間幹線系統の維持のため、バス

事業者に対しまして、国と協調して運行費等の

補助を行いますとともに、バス路線廃止後に代

替バスを運行する市町村に対して補助を行うな

ど、地域の交通手段の確保に努めたところでご

ざいます。

次に、地域公共交通ネットワーク最適化支援

によりまして、地域の生活を支えるバス路線の

維持を図るため、市町村等が行うバスの乗り方

教室などの利用促進活動、あるいはコミュニティ

バスなどへの転換等の支援を行ったところでご

ざいます。

今後も、引き続きバス路線の維持・確保に努

めまして、地域公共交通の見直しや利用促進に

取り組む市町村等を支援するとともに、将来に

わたって持続可能な地域公共交通ネットワーク

の確立を図ってまいりたいと考えております。

次に、地域公共交通生産性向上促進によりま

して、規制緩和を活用した新たな貨客混載に関

する検討会を４回開催いたしまして、実証運行

の実施に向けた可能性調査を４地区で行い、う

ち１地区において実証運行を実施したところで

ございます。

次に、22ページをお開きください。

産業づくりの３、経済・交流を支える基盤が

整った社会の（２）交通・物流ネットワークの

整備・充実についてでございます。

表の上段にあります鉄道活性化対策推進によ

りまして、日豊本線を初めとする県内鉄道の維

持・充実に向けて、利便性の向上などの課題に

ついて、宮崎県鉄道整備促進期成同盟会などと

連携を図りながら、機会あるごとに要望活動を

行っているところでございます。

今後とも、県議会の皆様を初め、沿線自治体、

九州各県とも連携しまして、国やＪＲ九州に対

して、地方路線の維持や減便の見直し等を求め

る要望活動を継続的に行ってまいりたいと考え

ております。

次に、地域鉄道維持・活性化支援によりまし

て、日南線と吉都線の域内を中心とした利用促

進を図り、沿線地域の活性化に資することを目

的として、イベント列車の実施、あるいは駅周

辺の花の植栽などに取り組む利用促進協議会や、

平日臨時運行の海幸山幸を利用する団体等に対

して補助を行ったところでございます。

次に、地域鉄道利用促進強化支援によりまし

て、ラッピング列車の運行など、企業と連携し

た路線ＰＲ等、域外からの利用促進強化の取り

組みへの支援、あるいはみやざき地域鉄道応援

団を結成しまして、効果的な利用促進のあり方

等の検討を行ったところでございます。

今後とも、域内の利用に加えて、域外からの

利用も伸ばしていくなど、みやざき地域鉄道応

援団の提言内容等を踏まえて、地域鉄道の活性

化や利用促進について、地元市町村等と一体と

なって取り組んでまいりたいと考えております。

次に、宮崎県物流強化推進によりまして、県

内の港や貨物駅への荷寄せを支援することで、

県外港から県内港へのシフト、また、トラック

輸送から海上、鉄道輸送へのモーダルシフトを

促進するなど、物流効率化への取り組みを進め

たところであります。

次に、23ページをごらんください。

長距離フェリー航路は、本県にとって、大量

輸送が可能な海上物流を支える重要な航路であ

りますので、宮崎県長距離フェリー航路利用活

性化支援によりまして、団体客の利用促進支援

を行い、航路の利用促進に努めたところであり

ます。

今後とも引き続き、官民が連携して設立しま
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した宮崎県長距離フェリー航路利用促進協議会

を通じて、利用促進を図ってまいりたいと考え

ております。

次に、「みやざきの空」航空ネットワーク活性

化であります。

これは、宮崎空港発着の航空路線の維持・充

実を図るため、航空会社に対する要望活動や国

内線・国際線の利用促進事業を実施したもので

あります。

平成30年度は、国内線において、宮崎─成田

線が10月末より、土日祝日及び繁忙期に１日２

便に増便されるなど路線の充実が図られ、また、

国際線におきましても、ソウル線が冬期に増便

したことなどにより、宮崎空港の利用者数が

約333万人となりまして、前年度と比べて約15万

人増加となったところでございます。

次に、その下の直行便でひとっ飛び！みやざ

き国際線活性化でありますが、これは、県民の

国際線の利用促進を図るために、グループ旅行

やパスポートの取得・更新などに要する費用に

ついて支援を行ったものであります。

主要施策の成果の説明は以上でございます。

最後に、監査委員の決算審査意見書に関しま

して、特に報告すべき事項はございません。

総合交通課は以上でございます。

○日高中山間・地域政策課長 中山間・地域政

策課の平成30年度予算に係る決算状況等につい

て御説明いたします。

決算特別委員会資料の５ページをお願いいた

します。

上から５段目の中山間・地域政策課の欄でご

ざいます。予算額が５億3,166万8,000円に対し

まして、支出済額が５億1,156万2,013円、不用

額が2,010万5,987円となりまして、執行率は96.2

％でございます。

16ページをお願いいたします。

16ページから17ページにかけまして、当課の

決算事項別の明細を記載しておりますが、この

うち、（目）の執行残が100万円以上のもの、執

行率が90％未満のものについて御説明をいたし

ます。

17ページをお願いいたします。

（目）計画調査費の不用額1,981万2,804円で

あります。この不用額のうち主なものについて

御説明いたします。

表の上から６段目の欄の旅費の282万9,998円

であります。これは、移住・ＵＩＪターン強化

事業などにおきまして、県外出張に係る経費が

見込みを下回ったことによる執行残でございま

す。

次に、その３つ下の欄の委託料の134万6,380

円であります。これは、外部人材活用による集

落活動支援事業におきまして、中山間盛り上げ

隊の派遣に係る実績が見込みを下回ったことに

伴い、委託費の減額が生じたことなどによる執

行残でございます。

次に、その２つ下の欄の負担金・補助及び交

付金の1,401万8,123円であります。これは、主

に持続可能な地域づくり応援事業や移住・ＵＩ

Ｊターン強化事業等の補助事業主体であります

市町村等におきまして、事業費の確定等に伴う

減額が生じたことなどによる執行残でございま

す。

（目）計画調査費全体の執行率につきまして

は95.5％となっております。

続きまして、平成30年度の主要施策の成果に

ついて御説明いたします。

主要施策の成果に関する報告書の26ページを

お願いいたします。

くらしづくりの１、安心して生活できる社会
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の（５）中山間地域の維持・活性化についてで

あります。

まず、地域の声を聴く！中山間地域振興計画

フォローアップ事業であります。

この事業は、中山間地域振興計画に基づきま

して、県内７地域に設置しております中山間地

域振興協議会におきまして、地域の実情や課題

等について意見交換を行うもので、平成30年度

は、中山間地域振興計画の改定に向けて協議を

行ったところでございます。

次に、中山間地域産業支援事業であります。

この事業は、県産業振興機構内に中山間地域

産業振興センターを設置しまして、地域資源を

活用した取り組みに対する相談対応ですとか、

都市圏等へ向けた商品開発・販路開拓などを学

ぶセミナー等を開催したところでございます。

次に、新たな集落間連携等支援事業でありま

す。

この事業は、住民主体の元気な集落づくりに

取り組む集落を「いきいき集落」として認定し

まして、各種支援を行うとともに、研修交流会

の実施や複数の集落が相互に連携・協力する集

落間連携の取り組みに対する支援を行ったもの

であります。

次に、外部人財活用による集落活動支援事業

であります。

この事業は、都市部の住民が中山間地域でボ

ランティア活動を行う中山間盛り上げ隊を組織

しまして、集落等からの依頼に応じまして隊員

を派遣するもので、昨年度は合計60回、延べ410

人の隊員を派遣し、都市部住民と集落との交流

拡大を図ったところでございます。

27ページをごらんください。

広げよう！「宮崎ひなた生活圏」形成促進事

業であります。

この事業は、中山間地域等に安心して住み続

けられる仕組みを構築するため、県外の先駆的

な取り組み等を紹介するフォーラムを開催しま

したほか、おおむね小学校区や中学校区単位で

地域の将来推計人口や統計的な特徴などを提示

できるツールとして、ひなたまちづくり応援シ

ートを作成し、住民等による課題解決を促進す

る取り組みに対する支援に取り組んだところで

あります。

29ページをお願いいたします。

（６）連携・協働による魅力ある地域づくり

と戦略的な移住等の促進についてであります。

まず、持続可能な地域づくり応援事業であり

ます。

この事業は、住民と一体となった地域づくり

を目指す市町村に対しまして、地域づくりの取

り組みに対する支援とともに、地域再生アドバ

イザーを派遣し、地域が抱える課題の分析や今

後進むべき方向性について、具体的なアドバイ

スを行うものであります。

アドバイザー派遣では、宮崎市及び都城市の

２市に、活動支援では、美郷町ほか７市町村に

支援を行ったところでございます。

次に、宮崎県市町村間連携支援交付金交付事

業であります。

この事業は、人口減少、少子高齢化等に対応

した地域づくりのために、複数の市町村が連携

して行う取り組みに対し、交付金を交付し支援

を行うもので、延岡市ほか21市町村に支援を行っ

たところでございます。

次に、移住・ＵＩＪターン強化事業でありま

す。

この事業は、本県への移住等の促進を図るた

め、東京と宮崎に開設しております宮崎ひなた

暮らしＵＩＪターンセンターを運営し、情報発
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信や相談対応を行いますとともに、市町村の移

住施策に係る取り組みに対して支援等を行いま

して、結果、471世帯が移住をしたところでござ

います。

次に、地価調査事業であります。

この事業は、国土利用計画法に基づきまして、

県内の標準的な土地の標準価格を295地点におい

て判定しまして、一般の土地取引の指標として、

昨年９月に公表したところであります。

31ページをお願いいたします。

産業づくり、２、活発な観光・交流による活

力ある社会の（１）県境を越えた交流・連携の

推進についてであります。

まず、祖母・傾・大崩ユネスコエコパーク活

用促進事業であります。

この事業は、祖母・傾・大崩ユネスコエコパ

ークの登録地域をＰＲするため、県外での登山

イベントへの出展やモニターツアーの実施、パ

ンフレット等の啓発グッズを作成し、登録地域

への誘客促進を行ったところであります。

次に、祖母・傾・大崩ユネスコエコパーク受

入基盤整備支援事業であります。

この事業は、ユネスコエコパーク内のスポッ

ト紹介や誘導案内等のために、延岡市、高千穂

町及び日之影町が実施しました19基の看板設置

等を支援しまして、受け入れ基盤の整備を行っ

たところであります。

次に、地域資源ブランド強化促進事業であり

ます。

この事業は、宮崎地域資源ブランドホームペ

ージを開設しまして、エコパークですとか、世

界農業遺産といった県内５つの地域資源ブラン

ドについて、一元的に情報発信を行ったほか、

庁内関係課及び有識者で構成するみやざき地域

資源ブランド推進会議を開催しまして、地域資

源ブランドの活用方策の検討や情報共有を行っ

たところであります。

主要施策の成果の説明は以上であります。

最後に、監査における指摘事項について御説

明いたします。

再度、委員会資料の38ページをお願いいたし

ます。

指摘項目の（２）支出事務の指摘事項につい

てでございます。

これは、宮崎県市町村間連携支援交付金につ

きまして、交付事務の大幅におくれているもの

が散見されたとの指摘でございます。

この事業は人口減少、少子高齢化等に対応し

た地域づくりのために複数の市町村が連携して

行う取り組みに対し、交付金を交付し、支援を

行うものでございますけれども、一部の取り組

みの申請ですとか、調整が遅れたことに引っ張

られる形で全体の交付決定が遅延してしまった

ものでございます。

後ほどごらんいただきたいと思いますけれど

も、お手元の平成30年度歳入歳出決算審査意見

書の中でも、補助金交付事務や委託契約事務に

おいて、財務規則等の理解不足や進行管理の不

徹底等を原因とする事務処理の誤りや遅れが散

見されたとの指摘を受けたところでございます。

今後は課内で適切な進行管理を行いまして、

事務の遅延がないよう再発防止に努めてまいり

ます。

中山間・地域政策課は以上でございます。

○米良産業政策課長 産業政策課の平成30年度

決算について御説明いたします。

決算特別委員会資料の５ページをお願いいた

します。

上から６段目、産業政策課の欄でございます。

予算額９億2,499万9,000円に対しまして、支
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出済額８億9,130万9,538円、不用額が3,368

万9,462円、執行率は96.4％となっております。

次に、18ページをお願いいたします。

当課の決算事項別の明細は18ページから19ペ

ージでございます。

このうち、目の不用額が100万円以上のもの、

または執行率90％未満のものについて御説明い

たします。

19ページをお開きください。

１段目の（目）計画調査費でございますが、

不用額が3,345万8,167円、執行率96％となって

おります。

これは、当課及び庁内の関係各課で実施して

おりますフードビジネスを初めとする成長産業

の振興を図る各事業等につきまして、それぞれ

事業費、事務費に執行残が生じたものでありま

す。

主なものを申し上げますと、まず上から６段

目の旅費の161万6,203円につきましては、国の

補助事業みやざき成長産業育成・雇用創出プロ

ジェクト推進事業などにおける、当課及び関係

各課での執行残でございます。

次に、その３つ下の委託料の624万756円につ

きましては、先ほどのプロジェクト推進事業の

うち、関係各課にて実施しておりますコーディ

ネーターの設置などにより、販路開拓等に取り

組むための委託経費などの執行残でございます。

次に、その２つ下の負担金・補助及び交付金

の2,366万5,000円につきましては、こちらも先

ほどのプロジェクト事業と同じく国の補助事業、

みやざき地域活性化雇用創造プロジェクト推進

事業を活用いたしまして、フードビジネスなど

の成長産業分野の県内企業が新たな雇用を行っ

た場合の人件費や商談会出展、商品開発、販路

拡大などに要する経費を支援する事業で生じた

ものでございます。

支援企業に対しましては、小まめに進捗状況

の確認を行い、また、追加公募も行いながら、

事業を進めたところでありますが、一部が結果

的に人材を確保できなかったことや、補助事業

の実施に当たり個々の取り組みの回数や人数な

どが計画を下回ったこと等により、補助金に不

用額が生じたものでございます。

続きまして、平成30年度の主要施策の成果に

ついて御説明いたします。

平成30年度主要施策の成果に関する報告書

の33ページをお願いいたします。

人づくりの未来を担う人材が育つ社会につき

まして、当課においては、宮崎で学び、宮崎で

働き、世界へ挑戦するひとづくり事業を実施し

ております。

施策の成果等にもありますとおり、宮崎の将

来を担う産業人材を育成・確保し、地域や産業

の振興を図るため、平成29年12月に策定いたし

ました産業人材育成・確保のための取組指針を

踏まえまして、産学金労官で連携し、各種イン

ターンシップ事業やグローバル人材の育成など、

若者の県内定着に向けた取り組みを行ったとこ

ろであります。

また、本事業の実施に当たりましては、宮崎

大学のまちなかキャンパスに産業人材育成コー

ディネーターを配置し、効果的な事業運営に努

めるとともに、学生や社会人等との交流促進も

図ったところであります。

次に、34ページをごらんください。

産業づくりの産業間・産学金官連携による新

事業・新産業の展開であります。

主な事業といたしまして、まず、みやざきフ

ードビジネス推進体制構築事業でございますが、

平成25年に策定いたしましたみやざきフードビ
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ジネス振興構想を推進するため、産学金労官の

連携による推進体制の整備や各種プロジェクト

の展開いたしました。

次のフードビジネスブラッシュアップ支援体

制構築事業では、パッケージデザインや成分分

析といった事業者が取り組む商品開発への支援

を行ったものであります。

次のみやざき成長産業育成・雇用創出プロ

ジェクト推進事業及び、右側35ページのみやざ

き地域活性化雇用創造プロジェクト推進事業に

つきましては、国庫補助事業を活用いたしまし

て、フードビジネスをはじめ、各成長産業分野

の経営力強化や人材育成等を図るため、フード

ビジネス相談ステーションの運営や各種アドバ

イザーなど外部専門人材の活用、さらには、ひ

なたＭＢＡの実施等に取り組んだものでありま

す。

次に、36ページをお願いいたします。

産業を支える人材の育成・確保であります。

みやざき産業人材確保支援基金事業につきま

しては、若者の県内定着を促進し、宮崎の将来

を担う産業人材を確保するため、県内企業と連

携しながら、当該企業に就職した若者に対する

奨学金の返還支援に取り組んでいるところであ

りまして、昨年度は返還支援の対象者として19

人を支援したところでございます。

次に、産業人材育成確保緊急対策事業につき

ましては、県内外の女子大学生を対象とした就

職支援セミナーの開催など、若者の県内定着促

進に取り組んだところであります。

昨年度の取り組みは以上でございますが、こ

のような取り組みをさらに充実させていくこと

によりまして、フードビジネスを初めとする本

県産業の振興を図りますとともに、産業界共通

の課題であります人材の育成・確保につきまし

ても、産学金労官連携のもとに、さらに取り組

みを進めてまいりたいと考えております。

主要施策の成果については以上でございます。

最後に、監査委員の決算審査意見書に関しま

して、特に御報告すべきことはございません。

産業政策課は以上でございます。

○日髙主査 説明が終了いたしました。

委員の皆さまから質疑はございませんでしょ

うか。

○来住委員 ちょっと事務的に教えてください。

報告書の16ページ、秘書広報課。県民との対話

事業で、知事とのふれあいフォーラム10回となっ

ているんですが、あれは市町村単位で行われる

んじゃないかなと。市町村ごとに行っていらっ

しゃるのか。そうであれば、全県下を回るとなっ

たら４年間でお回りになるのか。

まず、このフォーラム全体の長期的な計画が

どうなっているのかなというのが１つと、具体

的にこの決算でいう10回というのはどこで行わ

れたのかを教えていただきたいと思います。

○松野広報戦略室長 広報戦略室です。初めに

お詫びを申し上げます。知事とのふれあいフォ

ーラム10回と書いてありますけれども、済みま

せん、これ11回の誤りでした。大変申しわけあ

りません。訂正させてください。それでは御質

問のあったことにお答えしたいと思います。

ふれあいフォーラムにつきましては、知事が

各市町村に出向いて、地域住民の方と意見交換

を行う地域版というものがあります。それと、

あるテーマを設定してその関係者の方に県庁に

来ていただいて意見交換を行う分野版、この２

つがございます。それで、平成30年度は地域版

を６回、それと分野版を５回、計11回開催をし

たところでございます。地域版の６回につきま

しては、高鍋町、高原町、小林市、美郷町、木
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城町、五ヶ瀬町の６市町村でございます。

○来住委員 都城であったときに、僕ちょっと

傍聴したような気がするんですけれど、市町村

でやる場合は、その市町村の文化団体だとか経

済団体だとかいろいろな団体の代表の方が参加

されて、知事と懇談されるというような内容だっ

たと思うんですが、確認の質問です。

それと、もう１つは、例えば昨年６回されて

いるわけですけれども、そうすると４年間の任

期中に全ての市町村でやる予定であるのかどう

か。具体的には今年度もされていると思うんで

すけれども、その場合に、事前にいつ、どこで

やりたいということで多分市町村にお願いをさ

れると思うんですが、どなたをお呼びするかと

かいうのは。その辺についても少し詳しく説明

してもらえるとありがたい。

○松野広報戦略室長 出席者につきましては、

委員おっしゃったとおり、農協、漁協とか森林

組合、ＳＡＰや商工関係とか、あとはボランティ

ア関係、さまざまな団体の代表の方、もしくは

若手や女性で頑張っている方、そういう方を選

んでもらうように市町村にお願いをしておりま

す。

それと、今年度も地域版は７回、分野版を３

回開催するようにしておりまして、ペースとし

ては大体知事の任期の４年間で市町村を１巡で

きるぐらいのペースでやりたいと考えておりま

す。今年度も既に三股町と日之影町では実施し

ておりますけれども、残りの市町村についても、

現在各役場の担当者に出席者についての依頼と

かをお願いをしているところであります。

○来住委員 昨年されたのが６回と５回、テー

マでは５回ということになっているんですけれ

ど、具体的にこの５回のテーマの内容はなんで

しょうか。

○松野広報戦略室長 昨年度の分野版のテーマ

につきましては、１つは、本県出身で県外の大

学に行っている大学生に県内就職への意見を聞

いたり、あとは高齢者地域包括ケアについての

意見交換。それと、防災減災についての意見交

換。それと、自転車、サイクルツーリズムにつ

いての意見交換を行っておりまして、もう１つ

が、子供の貧困対策についての意見交換を行っ

ております。

○来住委員 ありがとうございます。

○坂口委員 今のは、県民との意見交換ですよ

ね。それとあわせて市町村の職員とのフォーラ

ムとかやっていますよね。きのうの総務部でも

市町村課から説明があったんですよ。総務部の

は、首長と職員ととの２つですね。どちらがど

うなるのかというのは、これは冗談だけれど、

きのうの総務部のは職員との談義の義が義理人

情の義になっているから話し合いじゃないんか

なと思って。65ページだったか。だからこちら

が話し合いかなとか。これ、冗談ですけれど。

問題は、そこで出てきたものが、どのように

政策に反映されていくのかということと、ふれ

あいフォーラムのほうは僕らにも案内がくるか

ら時間的に許せば参加できて、意見交換状況を

聞けるんですけれど。大体我々は地域を代表し

て選ばれてここにきているんですよね。そして、

やっぱりチェック、あるいは提言、提案。こち

らにその情報が全く入ってこないんですよ。だ

から、どういうシステムを経て、どうやって政

策実現をされるのか。あるいは、聞き置くだけ

で終わっておられるのか。聞き置くだけで終わっ

ているなら、我々関係ないけれど、そこのとこ

ろが本当に効果より実効性、あるいは効果が期

待できる政策とされるのなら県議会とのスタン

スのあり方というのが、これは工夫がいるよう
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な気がするんですね。総合的な情報量としては、

我々はむしろ市町村の職員以上に知っていると

思います。だから、そこのところをやっぱり今

後検討していただくことが成果、効果を見る上

では必要なのかなという気がするんです。それ

と、市町村課との調整がどうなっているのか。

２つの課で予算を上げています。ここもちょっ

とどちらかに。総合政策部がやるべきかなとい

う気がするんですけれど。これも、今後の課題

として検討してほしいなという気がしたもので

すから。

それから、総合政策課の開発事業なんですけ

れど、課長はその時点でこちらにおられなかっ

たからどうかなと思うんですけれど、これはも

ともとはダムの株券での利益を地域のためにと

いう、具体的には一ツ瀬川の周辺というか、関

係市町村にということでずっと基礎調査なんか

をやっていたんですね。それがある程度年数を

過ぎたから、今度は全体のために使おうという

ことでやってきているんですけれども、これも

随分時間が過ぎてきて、やっぱり総括すべきか

なと思います。

そういった中で、ダムの影響による地域の

―例えば、一ツ瀬川の持つ潜在的な機能が全

く発揮されていないというのが１つありますよ

ね。放流しても放流しても、制御まで至らない。

鮎とかシジミとか。

それと、汚濁。昔は冬場になると風物詩で青

ノリ、川ノリがいっぱいぶら下がっていたんで

すよ。これは全くゼロ。加えて、やっぱりそこ

の地域を何らか振興しようということでやった

のがゴルフ場。これも指定管理者がみつからな

いぐらいまで経営が難しくなってきた。ここら

に照準を合わせて、もともと誰のためのお金だっ

たのかなと。その利益を受けるべきはどこかなっ

ていう検討がもうやられてもいいような気がす

るんです。言いかえれば、その使途、目的をか

えて取り組んできたこの期間に当たっての成果、

効果、あるいは今後の投資の必要性ですかね。

そういったものをやっぱり検証すべき時期じゃ

ないかなという気がするんですけれど、そこら

辺は当然毎年予算化のときに、そこら辺も検討

しながらの最終的な予算化だと思うんですけれ

ど、予算編成にいたるまでに、そこら辺は組み

込まれているんですかね。

○小倉総合政策課長 まずこの開発資金ですが、

一ツ瀬川じゃなくて、おそらく小丸川の流域で

す。その小丸川関係の開発がある程度めどがつ

いて、その後、特に20年度以降に新エネルギー

に関係するいろいろな利用促進ですとか調査、

そういったところに使っていくところで、開特

を審議する審議会―これは条例で定められて

いるものですけれども、そこでそういう議論に

なってきたと。

１つには、今の開特の資金が２億3,000万円程

度基金として積み上がっていますけれど、かつ

てほど潤沢に、いわゆる九電の株の配当が今入っ

てきていないと。一時期は、4,000万円以上の配

当が入ってきて、それがそのまま歳入になって

いる状況だったんですけれども、25年度から３

年間は無配当であったということ。

それから、また少し配当がふえてきて、収入

になってきて、開特資金も積み増していける傾

向にあるかなと思っていたところで、きょうも

報道でありましたけれど、川内原発がまた止まっ

てしまうというような状況が出てきて、ちょっ

と九電の経営状況もよくわからず。言ってしま

うと、収入自体がまだまだ不安定なところがあ

るのかなというところがございます。

その中で、おっしゃるとおり、小丸川のさま
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ざまな歴史的な経緯から流域の開発に使われて

いたところがございます。そういったところで

流域のいろんな施設整備とかメンテナンスとか

どういった使途に使うべきかどうかというとこ

ろにつきましては、そもそもそういう規模感で

お金が使えるものなのかというところも我々は

よく考えなければいけない。基金を財源にする

より、そこは一般財源で何らかの対応、個別の

問題に対応してやるべきではないかというよう

な考え方もあるかなと思います。基金自体をど

ういうふうに使うか。今の審議会の整理の中で

は新エネルギー、特に先ほども少し御説明した

とおり水素エネルギーの今後の研究、調査、今

後10年、20年に向けた投資という意味で使わせ

ていただいている中で、そこ辺は今ある財源の

中でそこを手当てしていこうというような考え

でやっているところでございます。

○坂口委員 僕、勘違いしていた。小丸川のダ

ムの九電への譲渡だったですね。そして、児湯

郡地域への工業企業誘致のための基礎調査、特

に地価調査だったですね。

これは木城町かな、小丸川はまだ、上流部に

関して、九電から500万ぐらい毎年出ているんで

すけれど。問題はダムを持っている一ツ瀬川の

汚濁ですよね。ここら辺もなかなか解決できな

い問題。ここは具体的に１つに絞り込むべきじゃ

ないかなっていうことが１つと、今言われたよ

うに、エネルギーのためと考えるんだったら全

体的なこれからの水素エネルギー辺りもその対

象になるんかなって思うけれど、ちょっと何で

もありみたいな使い方になってきていて、思っ

たほど成果が上がっていないような気がするも

のですから、これぜひ検討してほしい。

次に、中山間・地域政策課の成果報告書26ペ

ージの外部人財活用、これボランティアの中山

間盛り上げ隊ですよね。これも随分長くやって

きているけれど、本来はそこにてこ入れという

か、外部からの応援をやっていろんなイベント

を支えたりすることで、最終的に自立につなが

らないとだめだと思うんですね。これも相当な

額取り組んできて、そして受け手が一緒で、そ

こにかなりの委託料が出ているけれども、本当

にそれだけ。相当な金をずっと出してきている

と思うんです。そこから何か得られるものがあっ

たのかということですね。延命策としてやるん

だったら、それはあまり知恵のある方法じゃな

いなと思うんです。そこらもやっていくという

ことと同じことを繰り返していく。そこにコー

ディネーターが必ず必要だとか、去年は380人ぐ

らいしか出ていないけれど、一体目標値は何人

だったのかとか。成果が全く見えないんですよ

ね。そこらに対してはどんな具合に。これ本当

に必要な事業かなというのと、ボランティアを

うたいながら、こんな経費を投じていくべきか

な。やっぱり県費を突っ込むなら、何らかの、

最終的な自立につながるのか、期間はいつまで

やって成果を見るのかというのがないと、これ

はだらだらきているような気がして。それから、

誰のための何の事業なのかというのが見えない

んですよ。これはどんな考えか。

○日高中山間・地域政策課長 中山間盛り上げ

隊につきましては、従前から委員にそういう御

指摘等いただいておりましたので、平成29年度

に若干事業スキームをかえております。

まずは、ずっと同じ１団体が８年間ぐらい事

業について、同じ集落に入っている形。そうい

う形が本来あるべきものかというところを検討

しないといけないということで、検討した結果、

一応今は県内を３ブロックに分けまして、それ

ぞれ委託をしまして、そこの団体が請け負う形
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に変えてございます。それに合わせまして、同

じ集落に何回も行くような形でやっていること

について―我々としては当初、いろんな集落

が外部の方たちと交流を持つことに取り組んで

ほしいということで始めた事業でしたが、それ

が特定の集落等に偏る状況がみえていたもので

すから、新たな集落の支援に注力するようにと

いうことで、新たな委託団体にはお願いをして

ございます。ですから、回数的には、今まで同

じ集落に何回も年度内に行っていましたので、

回数は多かったんですけれども、それをその集

落だけでなくて、いろんな集落にということで

今取り組んでおりますので、必然的に集落数と

かは今ちょっと減っている状況にございます。

一生懸命それを開拓している状況にございます。

市町村とも、今後この事業をどうするかとい

うことで話をしておるんですけれども、一応支

援を受けた集落の声としましては、やはり外か

ら人が来てくれることで自分たちは元気が出る。

自分たちがやるきっかけになるということがご

ざいますので、できれば続けてほしいという意

見等もございます。事業の見直し等は今後もい

ろいろやってはいきますけれども、市町村とど

ういうあり方が本来いいのかを協議しながら、

進めていきたいなと考えているところでござい

ます。

○坂口委員 それは、当然だと思うんですね。

続けてほしい、人が来るのが嬉しいということ。

ただ、それをいつまで続けるのか。これからも

ずっと続けていければそれでいいと思うんです

ね。でも、いつかそれに終止符を打つと考えた

ら、やっぱりその時点で自立できるか。あるい

はほかの事業でもありましたけれど、市町村間、

集落間のいろんな連携事業みたいなことで、文

化なら文化を残していくのかとか。高齢社会に

なって交通弱者なり買い物弱者なりといろんな

ことが。じゃあ、それに対して、何らかの支援

をやっていくのか。じゃなくて、お祭りのとき

人がたくさん来ましたよ。これも大変ありがた

いことだけれど、祭りに息子が帰ってきたよと

いうぐらいの価値があるんでしょうけれど。やっ

ぱり行きつくところで、これをやめたらそこが

終わってしまうというのは、これはむしろむご

いと思うんですよ。ほかの市町村がやるから、

公平にこちらにやりましょうって。去年はやれ

たことが、もうことしはやれなくなったとか。

これはあんまり知恵のある方法じゃないと思う

のと、ボランティアもいろんなコーディネータ

ーを育てていかないと、そこが出てきたらこと

ごとく、その方の理念が県の理念になってしま

いそうな危機感も持っているんですね。

まして、これちょっと話が飛躍しますけれど、

今後また自殺防止にも取り組んでいくというこ

と。そして、ここにはＮＰＯなりボランティア

なりを入れていくということで、やられている

けれど。これ自分のことになるけれど、僕は自

殺防止については平成12年の本会議の一般質問

で25分間かけてやったんですよ。当時、名前は

避けますけれど教育長に、せめてＳＯＳの電話

番号ぐらいつくれと。全国で３万五、六千人だっ

たかな、交通事故の３倍ぐらいの人が自分から

命を絶っていた。家族にはものすごい自責の念

があるということで訴えたけれど、やっていな

かった。それを今ごろになってですけれど、人

の命を預かるのに、いとも簡単にボランティア

とかＮＰＯ辺りでできるかなとか。そこに入る

前に、例えば、散髪屋さん辺りに、ちょっとお

かしな人がいたら、そこで１時間座っている間

にいろんなことを聞きだして、それを報告して

くれよというようなこともあったですよね。そ



- 46 -

令和元年10月４日(金)

ういう事業にも取り組まれた。そういったこと

を分析しながら本当に命を守るという事業に対

して、いとも簡単にこのボランティアが便利が

いいからこれを使おうとか、あそこもやってく

れるからこれだっていうようなことで。ちょっ

とここのところはもう少し重い―もちろん重

きを感じたからやられるんでしょうけれど、やっ

ぱりこのＮＰＯなりボランティアというのにも

行政内でランク付けをやって、成績をつけて、

これはここまで任せられるとか、これはだめだ

ということになっていかないと、ボランティア

を取り巻く環境っていうのはものすごく変わっ

てきたと思うんですね。

それで、今、外部からの人財受け入れ事業っ

ていろんなことをやっているでしょう。ある国

の宗教だの文化だのっていうのは、日本人が考

えるより、とてつもないぐらい重きを置く宗教

だってある。そこで、簡単にボランティア通訳

が物事を直訳で伝えていったら、とんでもない、

善意があだになることだってある。裁判とか争

いごとも出てくるとかで。ボランティアに対し

ての行政のかかわり方について、相当専門的に

分析していって、この人にはこれが任せられる

とか。すごく時間取って悪いけれど。例えば記

憶にあるかな、カンボジアの選挙ボランティア

で中田厚仁君という方が内紛で射殺されたこと

があったんですよ。あれが、もし、軍隊あるい

は警察の特殊な班の人たち、具体的に鉄砲はど

こから撃って、どの方向に球が飛んでいって、

これはどういう種類の武器で、この音のときに

は至近距離にあるっていうぐらいの、ピストル

の音１つでも聞き分ける人だったら、多分そこ

で伏せて、立ってこんなことやらなかったと思

うんですね。だから、ボランティアもそういう

ところまで入ってきているんです。

それから、これは僕の経験になるけれど、船

に乗っている時分に、ある国で宗教上の問題と

仕事の進捗の問題で、そんなの後からやれって

やったことで裁判にかけられて、現地でフラン

ス語の話せる留学生を通訳に入れてやったら、

ダイレクトにやったものだから、宗教を侮辱し

たということでぶち込まれたり。やっぱりそん

な時代にきているから、ここで便利だからとボ

ランティア団体、ＮＰＯ団体をいずれにもぽん

ぽん入れていくことは、僕は果たしてそれでい

いのかなという気がするんですね。今度もこの

事業でずっと同じ団体がやってきていて、僕は

前、疑問を投げかけた。しかしながら、そういっ

たことがずっと続けられているし、来年からま

た新たな事業でまた始まっていくということで。

これはどうですかね。もちろん、そういったこ

とをやられてのここかもわからないんですよ。

でも、僕はもうちょっと同じじゃなくて、いろ

んな方たちが県内にいると思うんですけれど、

どうですか。

○日高中山間・地域政策課長 委員おっしゃる

とおり、長年同じ団体が入っていたことの弊害

といいますか、その団体の考えていることが、

県がやろうという方向と必ずしも一致していな

かったということの反省も踏まえて、先ほど３

ブロックに分けてと申し上げましたが、一応今

回は団体を変えまして、ＮＰＯ宮崎文化本舗と

株式会社アイロード、株式会社ネットワークデ

ザインという３つの団体にそれぞれ事務局を依

頼しております。

ですから、先ほどちょっとお話のありました

自殺対策うんぬんという感じの活動は今のとこ

ろはやっていない状況でございます。集落なり

地域の自主性のあり方に関しましては、この委

託団体と意見交換をしておりますが、今の形の
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無償のボランティアがいいのか、あるいはもう

有償ボランティアをやるべきではないかとか、

そういったことの意見交換を今やっておりまし

て、先ほど申し上げたように将来的にこの事業

をどうしていくかを検討しつつというところで

ございます。

○坂口委員 ボランティアってすごくいいこと

ですよ、もうずっとやっている。だから、そこ

にお任せできる範囲とかなり高度な経験とか専

門知識とか、いろいろあるということでどうか

なということと、中山間盛り上げ隊に相当な時

間、延べ人数が入ってきているけれども、手を

引いたらもうことしはできないとか、それじゃ

あやっぱりちょっと中途半端だなということで。

自立に向けての何らかの支援とか、あるいは自

立がどうしても無理ならせめてこの範囲内でと

か。ここのところには１番必要とされるものを

何とかそこを補完してあげるとかいうことにし

ていかないと。これは良い事業なんですよ。で

もこれは予算五、六百万円も突っ込まなくても、

ひとり歩きできるんじゃないかと思うんです。

県なら県の窓口があって、どこの集落に何月何

日どういうお祭りがあるよとか。ここの沿道が

もう草ばっかりになって、困っているけれど、

第何何曜日にこういうことやるよとかいうのは、

それはそこにコーディネーターを入れてやらな

くてもいいんじゃないかというような気がする

んです。かなりの金を突っ込んできていると思

う。そして、どこも自立につながっていないと

思うんです。ぜひ一考していただいて、やっぱ

り次につなげてほしい。

さっき言いましたように、380人のときの目標

値は何人ぐらいで立てられていて、何人が来るっ

て言っていたのか。これはどうなんですか。

○日高中山間・地域政策課長 この自立という

ところから言いますと、まず盛り上げ隊で何回

か行った隊員の方は、何回かその集落に行った

ら、もうこの活動からは外れて、御自分たち同

士で集落とつながってくださいという仕組みに

なっていくのが理想だということで、盛り上げ

隊の事業はやっております。先ほど申し上げま

した29年度に見直しをしましたときに、一応ファ

ンカードというカードを作りまして、その方が

実際自分の連絡先とかそういったものを集落に

渡して、もう我々の事務局を通さずに、活動と

いうかお手伝いやお祭りに参加するなり、そう

いったものができるような形を今進めようとは

しております。ただ、集落の方の遠慮があった

りとかもあって、なかなか進んでいないところ

もございますが、基本的には今回事務局を新た

にしましたので、そこに注力していこうという

話をしているところでございます。

具体的な回数の目標につきましては、委託料

の大部分が人件費になってしまいますので、人

件費の上限を設定しておりまして、それを超え

た場合には人件費はもうそこまでという形の委

託料の積算にしております。ですから、今回若

干減額しておりますが、回数がちょっと少なかっ

たためにその人件費の部分も返していただくと

いう形の契約に変更をいたしております。

○坂口委員 まさに今のだと思うんですね。最

終的には個人でつながっていただいて、そこで

やっぱり実務者でネットワークをつくっていた

だく。地域とそこに出向くボランティアの人た

ちですね。そこに至って、1,000人ぐらい動いて

いたのが、400人切るようなところに来たって

言ったらもう大歓迎で、それはやっぱり完結と

みていいんじゃないかな。そういう工夫が必要

じゃないかと。コーディネート料というのをそ

ちらのほうに。どうせお金を出していくならそ
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こに出していってという方向にもっていかない

と、あるところは企画して、あるところは呼び

かけて、あなたどこに行って何をやってくれと

いうことに経費をかけていても、そこがもうや

めたって言ったら意味ないことですものね。こ

としも1,000人を目標にされているけれど、実質

そのＮＰＯの指導の下で動いた人が500人でもい

いと思うんですよ。500人がダイレクトにやって

いれば、それをむしろ歓迎すべきで。それを今

度から目指されるというんだったら、ぜひ頑張っ

ていただきたい。

○日高中山間・地域政策課長 一応、今年度か

らそういう取り組み等も踏まえまして、1,000人

というような目標ではなくて、実際に活動して

いる方をふやしたいというところに主眼を置き

まして、実際に動く方を倍増しようという目標

にちょっと変えてございます。そういったこと

をやりながら、卒業していく方が集落とつながっ

ていくような仕組みづくりに向かっていけばな

というふうに考えております。

○坂口委員 ぜひそこに向かっていただきたい

と思います。

○髙橋委員 中山間盛り上げ隊は今、宮崎県内

に中山間地が多いわけだから、私は求められて

いるんだろうなと、今いろいろやり取りを聞き

ながら思ったんですよ。もともと自立していた

集落が、お祭りとかいろんな行事ができなくなっ

た。それはなぜか、若者がいなくなっていった

から。そういう担い手を中山間盛り上げ隊とし

て県の施策で打って出された。いいことだと思

うんです。私も今、地元で苦労しているのは、

祭り事を減らそうというふうになっているんで

すよ。なぜかと言ったら準備する人がいないん

です。私も参加するんですが、見たら私が１番

若いんですよ。私の地元では、80代とか出てく

るんだから。そう考えると、中山間盛り上げ隊

の認知度、多分知らないんだろうなって。これ

は公金で動いているわけじゃないですか。だか

ら、どこもかしこも手を挙げたら、それはもう

多分回りきらないと思うんですよ。これを呼ぶ

ための要件があるんでしょうか。

○日高中山間・地域政策課長 集落等の取り組

みであれば基本的にはオーケーという形にして

ます。商売とか個人の農業の手伝いといったも

のはさすがにちょっと受け入れられないんです

けれども、基本的には、その地域なり集落が行

事であったり、草刈り等の作業であったり、祭

りであったり、そういったものを行うのに人手

が足りないので手伝ってくださいということで

あれば、基本的には中山間地域についてはオー

ケーしている状況でございます。

○髙橋委員 この組織を見直すということにな

ると、相当お金がまた要るし。ただ、今これ求

められている事業だろうなと私は今いろいろや

り取り聞きながら思ったんですよ。いわゆる、

集落というのがいずれなくなっていくと思うん

です。その過程の中で、いろんな行事が縮小、

消滅する。そういった中で、その集落を持続可

能なものにするためにこういった中山間盛り上

げ隊でつないでいくということだと思うんです

よ。だとすれば、１つのブロックを３ブロック

にしてあることはいいことだと思うんです。こ

れがもうちょっと充実していけば、例えば、さっ

き私、例を挙げて地元のこと言ったけれど、地

元のいろんな祭り事が年々減っているんですよ。

そこをやっぱりしっかりと継承していくために、

この中山間盛り上げ隊がもっと細かく分散して

いってくれるような施策にしてくださると中山

間地がずっと生き続けられるのかなというふう

に思ったところです。
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○日高中山間・地域政策課長 委員のおっしゃ

るように、今活動の要請がきているものの多く

は、祭り自体というより準備とか後片付け等そ

ういった作業のところがやっぱり人が足りない。

あとは、神楽についても舞手は何とかなってい

るんだけれども、賄いをする人がいないという

ことで手伝ってほしいという声がございます。

なかなか周知がされていないというのも確か

にそうだとは思うんですけれど、市町村とも相

談しまして、集落の自治会でありますとかそう

いったところの会合で説明をしてもらうなり、

市町村の広報に載せていただくなり、周知の方

策を進めているところでございます。

３ブロックに一応分けてはいるんですけれど

も、結局隊員のほうが、宮崎市近辺がほとんど

でございまして、山間部等のものに対応するの

はなかなか距離的、時間的に難しいということ

で、参加がちょっと少なかったりするものです

から、できれば県北地域での隊員を何とか確保

できないかということで市町村と今話をしてい

るところでございます。

○髙橋委員 もう最後にします。今おっしゃっ

たところだと思うんですよ。いわゆる、ブロッ

クで隊員が組織されると何かこううまく県内で

活躍してくださるんじゃないかなと思いますの

で、よろしくお願いします。

○武田委員 報告書の14ページ、15ページ、水

素エネルギーの利用促進モデルの推進協議会の

設立なんですが、活動内容と今後の方向性とい

うか、どういうふうに今後進められていくのか

を教えてください。

○小倉総合政策課長 この水素スマートコミュ

ニティ推進協議会、ことしの１月に設立してい

るところです。基本的な内容としましては、水

素自体がなかなか宮崎県の中で普及していない

というところがあります。まずは、具体的にど

ういうふうに普及していくかということが第１

でございますので、例えば個宅に設置すること

になるエネファーム―ガスを使って水素を活

用して、発電してエネルギーを出すという、そ

ういったものの普及の方策の検討。そういった

ことの補助制度に関して、どういう形にしてい

きましょうかと。市町村も入っておりますので、

市町村も絡めた形、またガス協会なども入って

ございますので、そういった形でどういう普及

のさせ方をしていくかというようなことですと

か。

あとは、大学も入ってございます。今、水素

エネルギー事業の予算の多くが宮崎大学の促進

モデル事業という形で、例えば、畜産から受け

るバイオマスの糞尿のメタンから水素を取り出

して、そこからエネルギーを循環させていくと

いうような研究をされておりまして、そういっ

たことが今後、宮崎の畜産農家の方が使えない

かとか、ある意味学術的な部分もございますけ

れども、そういういろんな成果をとおして、今

後20年、30年先のお話でございますので、まず

はどういうふうに普及させていくかということ

を議論することがまず１つある。現にやってい

るものとしては、いろんなイベントとかを具体

的にやるところの方策を検討している。そういっ

たところは事実上やっている状況でございます。

○武田委員 宮崎水素スマートコミュニティ構

想ですから、多分、二、三十年後にエネルギー

転換ということになったときに、宮崎としても

水素エネルギーをということで、木質バイオマ

スも水素がとれるということですので、これも

また大きいのかなと思っています。わかりまし

た。

次に、16ページの広報活動です。印刷とか新



- 50 -

令和元年10月４日(金)

聞広告、テレビ、ラジオ等、これは効果がどう

なのかというのは、なかなか難しいと思うんで

すが、これは毎年されている中で、見直しであ

るとか、広告媒体が今後変わっていく中で、毎

年見直しをされているのか、効果をどういうふ

うに考えられているのか、ちょっと伺いたいん

ですが。

○松野広報戦略室長 委員がおっしゃるように、

効果については、なかなか難しいところがある

んですけれども、県では毎年、県民意識調査と

いうのを実施しておりまして、その中のアンケ

ートの一つで、あなたはどういう手段で県政情

報を得ていますかという質問があります。

その結果を見てみますと広報誌が69.2％、新

聞広告―これは県政けいじばんのことですけ

れども、これが40.8％、県政テレビ番組が52％、

ホームページが8.1％、ＳＮＳ―フェイスブッ

ク、ツイッターをやっていますけれども、それ

が3.1％というような結果になっております。

それで、見直しについては、基本的にはそん

なに大きな見直しは毎年しておりませんけれど

も、最近の取り組みとしては、ＳＮＳが広がっ

てきたものですから、宮崎県広報というＳＮＳ、

フェイスブックとツイッターをやっておりまし

て、これはほぼ毎日、県からのお知らせ、イベ

ント情報などを流しているところであります。

○武田委員 確かにその方向に変わっていくと

思うんです。そうなると予算が減っていくとい

うことですが、県のツイッターないしホームペ

ージを、県庁職員が拡散していくようなことは

取り組まれているんでしょうか。

○松野広報戦略室長 拡散については、特段、

職員にお願いしたりとかはしておりませんけれ

ども、記事によっては、リツイートというんで

すか、シェアとか、そういうものはしてくれる

場合もあります。

今後、そういうものを職員で、フォローして

くれている職員もいっぱいいると思いますので、

そういうことをすれば拡散もどんどん広がって、

どんどん情報も伝達できますので、そういうも

のも、ちょっと検討していきたいと考えており

ます。

○武田委員 あと、ホームページなんですが、

全国の都道府県庁で、宮崎の位置は、どのぐら

いにというのを認識されているのかと、他県で

魅力的なホームページがあるところなんかを認

識されながら、どんどん更新されているのか、

そこあたりをお聞かせください。

○松野広報戦略室長 他県との比較という面で

は、アクセス件数で言いますと、今年度愛知県

が調査をしているんですけれども、宮崎県のホ

ームページへの年間アクセス件数が、平成30年

度は3,267万件でございました。

トップページのアクセス件数は、全国で22位

となっております。それで、このアクセス件数

を人口１人当たりで換算したもので比較をする

と、都道府県で11位となっております。

それと、他県のホームページ、大体、うちの

県と同じようなレイアウトといいますか、そう

いうところが多いんですけれども、先進的なと

ころでは鹿児島県が、最近新たなホームページ

にリニューアルされまして、視覚に訴えるとい

いますか、最初に鹿児島の観光地が一面に出て

きて、その次の段階で、細かい県民への情報に

入っていくというような取り組みをされている

ところはあります。

我が県も、当面リニューアルの予定はないん

ですけれども、そういう先進県の情報を見なが

ら、将来のリニューアルに備えていきたいと考

えております。
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○武田委員 効果的な広報活動に努めていただ

きたいと思いますので、よろしくお願いします。

それと、22ページの地域鉄道利用促進強化支

援ですが、この宮崎地域鉄道応援団による効果

的な利用促進のあり方提言―提言も何回か出

されると思っているんですが、人口減少、学生

さんの減少等で、なかなか鉄道の利用促進が難

しい中で、これを今度どういうふうに取り組ま

れていくのかを、ちょっとお聞きしたいのです

けれども。

○大東総合交通課長 この応援団の提言は、昨

年度いただいたところであります。ことしは、

先ほど申し上げましたような域内の活性化、あ

と域外と、この２つの柱で鉄道活性化をやろう

ということで、この応援団の提言を受けまして、

ことしは各沿線のサポーター制度を新たにつく

りまして、今、吉都線については、募集をして

おります。日南線についても、今月から募集を

始められると伺っております。

今、こういったサポーターの方々を集めまし

て、やっぱり地元で使って残す、いろんな機会

を使って乗るとか、そういった動きをやってい

ただくというのが一つあります。

あと、協議会を中心として、先ほど言いまし

た企画列車を運行したりとかいった活動もやっ

ていただいておりますけれども、吉都線ですと、

ことし一定期間運行がとまったという事情もあ

りまして、やはり地元でこういった協議会以外

のところ、地元の高校生といった方々が、そう

いった活性化の活動を始めたりと、意識が高まっ

てきつつあるというふうな状況にあります。

かといって、乗車率が急激に上がるというの

はなかなか難しいとは思いますけれども、こう

いった取り組みを地道に進めていく、あるいは

こういう企画列車によって、域外からのお客の

取り込みをやっていくことを続けていきまして、

何とか維持に努めていきたいと考えております。

○武田委員 私も日南線を利用したいんですが、

利用して県庁まで来るとなると、行きも帰りも

時間的になかなか行けないんです。そこらあた

りなので、なかなか難しいと思いますが、地域

の高齢者の方とか、学生さんが、やっぱり利用

されているので、しっかり努めていただきたい

と思います。

最後にします。30ページの施策・成果等の３

番目の移住についてですが、平成30年度は471世

帯の移住実績、累計で1,567世帯となっておりま

すけれども、この取り組みによって、宮崎県に

来る移住者の方々は、全国的にどういう位置な

のか、多いのか少ないのか。まだまだ、もっと

今からふやしていっていただきたいんですが、

そのあたりはどういうふうに、今、現状を分析

されているんでしょうか。

○日高中山間・地域政策課長 ここに上げてお

ります数字は、我々の施策を通じて移住された

方、要するに、ＵＩＪターンセンターとか、市

町村に相談に行かれた方だけの数字でございま

す。それ以外にも何も行政の支援を得ずに移住

されている方というのは多数おられるわけで、

この数字だけを持って、論じるのはなかなか難

しいのが一つと、我々はそういう定義でやって

おりますが、例えば転勤で移ってきた方とかを

含めて移住として捉えて数字を出している県と

かあるなど、統一的な移住の定義というのがな

かなかない関係で、全国的な数値比較というの

が難しい状況にございます。

ですから、うちの県がどの辺にいるのかとい

うのはなかなか難しい。私どもが、ＵＩＪター

ンセンターを置いておりますふるさと回帰支援

センターが、全国的な規模感というか、そういっ
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たのを捉えておりますけれども、そのときは、

大体ベスト10ぐらいのところにいるんですが、

それが、必ずしもその状況を本当に反映してい

るのかというのは、わからない状況でございま

す。

ただ、相談状況とか、我々がつかんでいる数

字にしても、若干頭打ちといいますか、平成27

年にセンターを開設してから、ずっと増加傾向

にあったのが、昨年度はちょっと落ち着いた形

になっております。各県とも一生懸命移住して

いただくための施策をいろいろやっております

ので、今後、うちの県が伸びていくのかという

のは、やっぱりどういった施策を行うかとかいっ

たことに関わっているのかなという気はいたし

ますことから、できるだけそういう取り組みを

一生懸命やっていこうと考えております。

○武田委員 今もあったように、ＵＩＪターン

センターの施策の取り組みの数字が出てきてい

るけれど、それ以外のものがなかなか把握しに

くい。

各市町村も自分たちの施策で入ってきた方は、

ある程度把握しているんでしょうが、友達の友

達という形で―串間や市木なんか、今、小中

学生の３分の２は移住者の子供たちだと、この

前運動会に行ったら、そういうお話でした。

だから、串間市の施策、県の施策で入ってき

たのか、友達から「いいよ」って聞いて来られ

ているのか、ちょっとわからないんですが、そ

こらあたりをもう一回掘り起こして、移住者の

方々の御意見とか、何で来たのか、その辺をしっ

かりもう一回リサーチすると、今後、どのよう

な手を打っていけばいいのかが。もちろん市町

村と県がタッグを組んでやっていかないと、簡

単にふえていかないと思うんですが、案外、そ

こらあたりの数字が、県もですけれど、市町村

もつかめていないような状況なので、今後どう

していくかだと思うんですが、今後の取り組み

はどうでしょうか。

○日高中山間・地域政策課長 正確なというか、

全体の移住者数を捉えようとしますと、どうし

ても市町村の住民登録の窓口で把握するしかな

いんですが、その現状を言いますと、特に宮崎

市など人口が多いところは３月、４月の移動が

多い関係で、果たしてその人が移住なのかどう

なのかというのを確認する手間が、とてもじゃ

ないけれど確保できないと。

ただでさえ、２時間ぐらい並んで待ってもらっ

ている関係もあって、以前はアンケートとかいっ

たもので何か問いたいという気もあったんです

が、それができるところはできるんですけれど

も、結局宮崎市ができないものですから、県全

体の数字というのを取りまとめるのは非常に難

しい状況でございます。

ただ、今回、移住支援金という制度が始まり

まして、それに関して言いますと、基本的にそ

の人の情報というのは、今まで以上にいろんな

形でとれると考えておりますので、その移住支

援金等の事務を通して、市町村と連携して、ど

ういう形で移住を決められたのかと、そういっ

た分析等を行えるようになるのじゃないかと。

そういう面で移住支援金の事業については、

ちょっと期待をしておりまして、そういうのを

絡めながら、ちょっとでもこれからの施策に生

かせるような情報をつかみたいと思っておりま

す。

○武田委員 わかりました。

○来住委員 素朴な質問で済みません。中山間

地域政策課、29ページの持続可能な地域づくり

応援で、決算が6,263万円なんですけれど、右の

ほうに、ことしの予算額が出されていまして、
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これが、約倍ぐらいになっているんです。なぜ

こんなふえるのかというのが素朴な質問です。

それから下のほうで、ＵＩＪターンの予算は

逆に今度は、ぐっとことし減っているんですよ

ね。それの説明をちょっとしていただければと

思っているんですけれども。

○日高中山間・地域政策課長 持続可能な地域

づくり応援事業につきましては、県の21世紀基

金という基金を使って事業を行っておりまして、

予算を決める段階では、市町村がその時点でや

りたい事業を多目にといいますか、その段階で

の希望額を積み上げた形で予算を組みまして、

実際は市町村が事業をできなかったりですとか、

ほかの事業を使って処理をしたりということで、

決算で落ちるという流れになっております。

その関係で、予算を組むときには、一応、市

町村がもし全部をやったときには、全部支援し

てあげたいという気持ちで予算を組んでおりま

すので、予算額が大きくなるという状況にござ

います。

基金ですので、もし使わなければ、それはま

た繰り戻しをして、また翌年度同じ事業で使え

るということでやっております。

移住ＵＩＪターンの事業につきましては、30

年度は地方創生推進交付金が途中で認められた

ため、そちらのほうに財源を振りかえたという

ことがございまして、その分で次年度がふえる

ということになってございます。

○来住委員 もう一度確認します。例えば、持

続可能な地域づくりのほうは、市町村がそれぞ

れこういうことをしたいというものなどがあっ

て、それに答えるという立場から約１億1,000万

円で組まれているんですけれど、平成30年度も

そのくらいの予算は一応組んでいたことになる

んでしょうか。具体的に、平成30年度進めてみ

たけれど、市町村が具体的にはそこまでの要望

が出なかったということで結果的には6,200万円

程度に落ち着いたというふうに見ればいいんで

しょうか。

○日高中山間・地域政策課長 30年度につきま

しては、当初予算で9,229万円ほど予算を計上し

ているところでございます。

○来住委員 了解しました。

○重松委員 関連しますが、ちょっと具体的な

内容なんです。持続可能な地域づくりの応援で、

住民で一体となった地域づくりということと、

それから２段下の移住ＵＩＪターンの強化の中

で、市町村の受け入れ体制をどのように、具体

的にはその内容を取り組んでこられたのかを、

ちょっと教えていただきたいと思います。

○日高中山間・地域政策課長 まず、持続可能

な地域づくりにつきましては、地域と市町村が

一体となって行う地域づくりについての支援と

いうことで、30年度に行いました事業で申し上

げますと、例えば日之影町が大人地区でジビエ

を活用した地域おこしを町と地域が一緒になっ

て行う事業ですとか、椎葉村におきましては、

各地域で、自分たちの地域をどうやって残して

いくかという話し合いをした上で、それぞれの

課題を定めまして、それに向かって、例えば高

齢者の配食サービスをやることへの支援という

形で支援事業を行っております。

それと、ＵＩＪターンにつきましては、市町

村の体制強化ということで、各種項目を決めま

して、市町村に対する補助という形で実施して

おりますけれど、まずは市町村が移住者に対し

てフォローアップをする方を設置したりとか、

窓口を設置したりとか、空き家を活用した移住

を促進したいということで、空き家情報につい

ての空き家バンクを設置したりとか、お試し滞
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在といいまして、実際に移住する前に、一回来

ていただいて滞在をしていただくような事業、

そういったことを市町村が行うことに対して補

助している状況でございます。

○重松委員 なるほど、よくわかりました。と

にかく宮崎に移住したいと思う方の一番の悩み

は、やっぱり仕事だと思うんです。そういうこ

とも含めまして、仕事のサポート等も、どのよ

うに取り組んでいらっしゃるのか、もう一遍、

その辺の仕事に対するあっせんというか、取り

組みを。

○日高中山間・地域政策課長 基本的にはおっ

しゃるとおり、やっぱり仕事が一番重要という

ことで、ＵＩＪターンセンターにおきまして、

基本的には商工観光労働部の雇用労働政策課と

一緒に就職相談を受けておりまして、そこと市

町村とを結びながら、あるいは分野によっては

農業であったりとか、林業であったりというこ

ともございますので、それぞれの団体とつなぐ

ことで、就職の提案ができるような相談体制を

とっているところでございます。

○重松委員 ワールドサーフィンゲームスが

あって、大盛況で、また宮崎の魅力も発信でき

たと思いますので、そういうことも含めまして、

絶好の機会ですので頑張っていただきたいと思

います。

○髙橋委員 先ほどのＪＲ関係なんですけれど

も、総合交通課、24ページに書いてあるけれど

も、宮崎地域鉄道応援団という組織は、有識者

とＪＲと沿線市町村、この方々は利用者かなと

いう疑問と、ここに、いわゆる主たる利用者の

方がいらっしゃるかどうか。例えば、応援団に

高校生が入っているのか。

○大東総合交通課長 この応援団のメンバーの

方といたしましては、大学の教授でありますと

か、いわゆるローカルジャーナリスト、要は専

門家の方々、アドバイザーの方々、あとは、サ

ポーターといたしまして、この地元の利用促進

協議会のメンバー、市町村の方々、あとは事業

者、沿線自治体の市町村の職員ということになっ

ておりまして、高校生とか学生の方が、直接参

加をしているというわけではございません。

○髙橋委員 多分、そのメンバーで全く利用し

ていない方もいると思うんです。いわゆる域内

と域外で事業をされていると説明を受けました

けれども、域内の利用促進は、非常に限界が来

ていると思います。

とりわけ日南市でいうと、高校生の利用が激

減なんです。ご存じだと思うんですけれども、

高校が統合して日南振徳高校になったときに、

スクールバスを始めましたよね。これで、もう

激減。日南農林高校がなくなったから、串間市

からの通学もない。

なぜスクールバスがいいかというと、宮崎県

の特徴なんですけれども、駅まで遠いんです。

だから、スクールバスのほうがすごい便利。近

場で拾ってくれて学校まで直で行くから。

だから、高校生のいろんな意見を聞くという

場、先ほど、高校生が活性化の活動を始めたと

いうことで、いろいろ芽生え始めているんでしょ

うけれども、そういういろんな会議に、そうい

う当事者を入れるということを、私は忘れては

いけないなというのが一つと、言いかけました

けれど、駅に何らかの、例えばバスで連結した

組み合わせで高校生がいる。これ、なぜいるか

というと、スクールバスは、利用者で、多分借

り上げたやつを割り勘なんです。

実を言うと、日南高校も何年か前にスクール

バスの話が出たんです。ところが、利用者が思っ

たとおり集まらなくて、割り勘が高くなって、
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断念したんです。私は、実はほっとしました。

日南線をこれでまだ守れるなと思って。

だから、そういう意味では、駅までのそれぞ

れの地域でのつなぎ、ここをうまくやっていか

れると、まだまだ日南線、域内は限界に来てい

るんだけれど、まだ呼び戻せる。振徳高校のス

クールバスの転換も、ひょっとしたら可能にな

るのかなということも思って申し上げました。

○大東総合交通課長 昨年度実施いたしました

この事業におきましては、確かに高校生に直接

は参加していただけなかったんですけれども、

例の平成30年度のダイヤ改正とかありまして、

その後、毎年地元の沿線の高校ですとか、そう

いったところにはアンケート調査を行いまして、

どういったところが不便であるかとか、どうし

てほしいとか、そういった要望は小まめに伺っ

て、その内容についてＪＲ九州には要望として

上げているところでございます。

もう一点、接続の問題ですけれども、これに

つきましても、各市町村におきまして、地域公

共交通会議といったものを持っております。

その中で、公共交通のあり方について、いろ

いろ検討していただくわけですけれども、その

中で、各公共交通網道をどう組み合わせていく

かといったところについても御検討いただいて、

そういった必要性があれば、宮崎交通とかＪＲ

九州とかいったところに、接続の改善といいま

すか、そういったところも要望していくという

ことに取り組んでいきたいと思っております。

○髙橋委員 いろいろ方法を考えていただいて、

宮崎交通がどうかというのはわかりませんけれ

ど、コミュニティバスがあるじゃないですか、

それぞれの市町には。そことうまく連携できな

いのかなと、もちろん高校生もお金を払って。

いろいろと検討してみていただきたいと思いま

す。

それと産業政策課の主要施策の35ページです。

食品関連、進捗状況のところで、食品関連産業

生産額というところが伸びてきて、いいことな

んでしょうけれど、実績値がぐんと伸びている

のに、平成30年度の目標値、何でこういうふう

な数字に下げるのかなと思って、単純に感じた

ところですが。

29年度の実績は１兆4,000億円かな。30年度の

目標値は１兆3,000億円に対して、実績値は１

兆4,000億円になって、やったって感じなんで

しょうけれど。28年の数値ということ。

○米良産業政策課長 この平成30年度の目標値

は、当初設定した当時の目標値でございまして、

もともとフードビジネス推進構想の中で設定し

ている目標値になっております。

さまざまな取り組みの結果は、ごらんのとお

り数字が着実に伸びてきているという中で、次

の構想の見直しの中では、目標値の見直し等も

含めて、今、検討しているところでございます。

○髙橋委員 28年度の目標値を、そのままずっ

としているわけですね。

済みません。次のページの産業支援人材確保

基金の関係で、これはすごいいい事業に取り組

まれたなと思っているんです。３年目ですかね。

ただ、この19人というのは、想定よりも私は

少なかったんじゃないかなという気がしてなら

ないんです。その辺の実態は―たしか去年も19

人で、スタートが19人で、平成30年が19人です

ね。この事業は、やっぱり成長してほしいなと

思いますので、もう少しお話いただけませんか。

○米良産業政策課長 この19名というのは、29

年度に対象者としている数が19名でございます。

次の30年度に対象としているものが32名という

実績になっております。これは決算としては、
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また来年度に出てくることになります。

とはいえ、一応、この事業は年間40名程度の

想定で動き始めておりますので、まだ目標値と

しては達成していない状況でございますが、も

ともとこの19名というのも、65名の方を認定し

た結果、企業に奨学金を借りている方が19名入

社されているという状況がございますので、な

かなかふたをあけてみないとわからない部分も、

一定程度ございます。

30年度の32名も、98名の認定を出した上での32

名という結果になっておりますので、そういっ

たところも、次の認定の際には十分考慮しなが

ら取り組んでいきたいと思っております。

○髙橋委員 30年度が32名だったら、ここは19

名じゃくて32名と違うんですか。29年度が19名

で、今、32名とおっしゃいましたけれど、ここ

には19名って書かれていますよね。

○米良産業政策課長 これは29年度に認定をし

た方に対しまして、１年経過後から支援をする

という形になりますので、決算上30年の決算に、

今、この19名が上がってきているという状況に

なっております。

○髙橋委員 なるほど、わかりました。いろい

ろ努力されて、40名には近づけているというこ

とですね。

それと、その次の女子大学生を対象にしたっ

て、私はちょっとよくわからないんですけれど、

５回で参加者数が71人じゃないですか、県内外

だから、場所はどこなのかなって。それと５回

で単純に割ったら十何人の世界ですよね。そう

いう理解でいいんでしょうか。

○米良産業政策課長 これは、実際に働いてい

らっしゃる女子社員さんに、四、五名ずつ各会

に参加をいただきまして、フリートーク的なこ

とを行いながら、具体的に職場のことであった

り、家庭との両立であったり、就職に関する情

報であったりという意見交換をやっていただく

場と考えておりまして、大体、１カ所15名から20

名程度ということで事業組みをしているところ

でございます。

箇所数といたしましては、県内で３カ所、そ

れから東京・福岡で１回ずつということで、昨

年度は実施をしたところでございます。

○髙橋委員 わかりました。

○日髙主査 暫時休憩いたします。

午前11時59分休憩

午前11時59分再開

○日髙主査 委員会を再開いたします。

ほかに質問は大丈夫でしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○日髙主査 それでは、以上をもって、第１班

の審査を終了いたします。

第２班に関しては、午後１時再開としたいと

思います。第１班の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午前11時59分休憩

午後０時58分再開

○日髙主査 分科会を再開いたします。

これより、生活・協働・男女参画課、みやざ

き文化振興課、国民文化祭・障害者芸術文化祭

課、人権同和対策課、情報政策課、国民スポー

ツ大会準備課の審査を行います。

平成30年度決算について、各課の説明を求め

ます。

○渡久山生活・協働・男女参画課長 それでは、

当課の決算状況等について御説明申し上げます。

お手元の決算特別委員会資料の冒頭５ページ

をお開きください。
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上から７段目が、当課、生活・協働・男女参

画課でございます。

予算額４億1,974万9,000円に対しまして、支

出済額は４億1,592万6,125円、不用額382万2,875

円でありまして、執行率は99.1％でございます。

続きまして、（目）の不用額が100万円以上の

ものが２件ございますので御説明をいたします。

同じ資料の23ページにお移りください。

（目）県民生活費でございます。不用額154

万2,185円であります。これは、主に消費生活セ

ンターにおける旅費等の、事務費等の執行残に

よるものでございます。

次に、隣の24ページをごらんください。

（目）児童福祉総務費の不用額113万9,559円

であります。これは、主に性暴力被害者支援セ

ンターの運営業務委託の執行残であります。

一例を挙げますと、相談者に対する医療機関

の受診というものを、当初、年間６件ほど予定

しておりましたが、結果的に利用はございませ

んでした。このセンターの性格上、年度末まで

相談に備えなくてはならない事情から、執行残

が生じるものでございます。

続きまして、主要施策の成果について御説明

いたします。

報告書の37ページをお開きください。

男女共同参画社会の推進についてでございま

す。

１段目、男女共同参画センター運営を指定管

理者に委託いたしまして、講座や相談事業を実

施しております。

また、２段目、みやざき女性の活躍推進会議

についてであります。

この会議は、平成27年に結成をいたしまして

以来、昨年度は新規会員、そこにございますよ

うに33企業に加入いただきまして、合計で316企

業になっております。

会員企業から選ばれました企画員がアイデア

を出し合いまして、年３回、研修会を実施して

おりまして、参加者の満足度が高く非常に好評

をいただいております。

次に、38ページをごらんください。

一番下のほうに、同じ男女共同参画に関しま

すセンターの利用者数を示しております。年々

減少傾向にございますので、今年度はカードの

作成ですとか、貸出図書の情報発信などのＰＲ

に力を入れまして、これまでのところ利用者数

増加に転じております。

また、このページの上のほうに施策の進捗状

況がございますが、２段目、市町村の審議会の

女性登用の比率をごらんいただきますと、一番

上の県の比率に比べまして非常に低くなってお

ります。

また、今なお指針を持たない市町村も６団体

ございまして、現在こうした市町村の取り組み

の推進にも力を入れているところでございます。

続きまして、39ページをごらんください。

ＮＰＯや企業ボランティア等に関することで

ございます。

１段目は、多様な主体が協働して取り組む事

業を広く公募して支援するものでございます。

昨年度は６件の応募がございました。その中か

ら２件を採択しております。

内容は、商工会とＮＰＯが連携して行うお買

い物ポイントを活用した地域活性化事業、もう

一つは大学とＮＰＯが連携した障がい者の「きょ

うだい」に対する支援事業になっております。

２段目は、宮崎駅前、ＫＩＴＥＮビルに設置

しております、ＮＰＯ・協働支援センターに関

する実績です。昨年度は7,200名余りの利用があ

りました。ＮＰＯマネジメント力向上の研修な
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どを行っております。

施策の進捗状況、下のほうをごらんいただき

ますと、１段目のＮＰＯ法人数、最下段のボラ

ンティア登録団体数、近年、伸びが緩やかになっ

ております。

こうした活動に成熟化の傾向が見られますの

で、今後は数をふやすというよりも行政との適

切な連携の推進、あるいはレベルアップ等に、

より軸足を移すことが大切であろうかと考えて

おります。

続きまして、41ページにお移りください。

消費者行政に関するページでございます。

１段目、国の交付金を活用してさまざまな啓

発活動を進めますとともに、市町村の事業推進

を図っております。

２段目は、県の相談員配置に係る事業でござ

います。これらの取り組みによりまして、相談

員数は、県に12人、市町村に18人となっており

まして、県民の身近に相談窓口を整えようとし

ております。

次に、42ページをごらんください。

消費生活センターにおける相談件数が表に

なっております。この相談件数は県の窓口の数

字でございまして、近年、減少傾向であります

が、市町村への相談は逆に増加が見られまして、

トータルしますと１万1,000件から１万2,000件

の範囲でこの数年推移している状況でございま

す。引き続き、市町村との適切な役割分担のも

と県民の相談に対処してまいります。

次に、43ページをごらんください。

安全で安心なまちづくりでございます。主な

事業にアドバイザーの派遣があります。県民の

ニーズの高い３分野、すなわち防犯指導アドバ

イス、不審者侵入対策、子供や女性への暴力防

止のそれぞれに専門性を有する団体に委託しま

して、学校や地域での講座を年間70回行ってお

ります。

44ページにお移りください。

交通安全対策でございます。表にございます

ように、マスメディアを活用した広報等に努め

ました結果、施策の進捗状況、下のほうの表に

ありますように、交通事故死亡者数、死傷者数

ともに前年から減少いたしまして、令和２年度

を目標年次としておりました、第10次交通安全

計画の目標到達が２年前倒しとなりました。今

後も効果的な啓発に努め、交通安全の推進に力

を注いでまいります。

最後に、監査委員の決算審査意見書に関して、

特に報告すべき事項はございません。

以上です。

○日吉みやざき文化振興課長 みやざき文化振

興課の歳出決算状況等について御説明いたしま

す。

決算特別委員会資料の５ページにお戻りくだ

さい。

上から８段目が、みやざき文化振興課の欄で

ございます。

予算額が68億628万7,000円に対しまして、支

出済額は67億1,494万3,230円、すぐ右側の欄の、

翌年度繰越額（明許）でございますが7,123

万3,000円でありまして、この結果、不用額は、

右側の2,011万770円となりまして、執行率は98.7

％となっております。また、そのすぐ上の括弧

内は、繰越額を含めた執行率でございまして99.7

％となっております。

続きまして、資料の25ページをお開きくださ

い。

当課の決算事項別明細が28ページまでとなっ

ております。このうち、目の不用額が100万円以

上のものについて御説明いたします。



- 59 -

令和元年10月４日(金)

資料の26ページをお願いいたします。

ページ上のほうでございますが、（目）企画総

務費につきまして、不用額が600万2,554円となっ

ておりますが、このうち主なものといたしまし

ては、このページの下から２段目でございます

が、工事請負費の不用額412万7,070円でござい

ます。これは、県立芸術劇場における空調や電

気設備の改修工事の入札残によるものでござい

ます。

続きまして、28ページをお願いいたします。

（目）事務局費でございますが、不用額が1,341

万5,442円となっております。このうち主なもの

でございますが、28ページの下から３段目、負

担金・補助及び交付金の不用額854万111円でご

ざいます。

このうちの732万3,600円が、私立高等学校等

就学支援金の不用額ということになっておりま

す。この支援金は、保護者の授業料負担の軽減

等のために、世帯の収入状況に応じて支援金を

交付するものでございますが、生徒の転入や転

出、それから収入状況による交付額の変更等に

より、実績が予定を下回ったことによるもので

ございます。

決算事項の説明は以上でございます。

次に、平成30年度の主要施策の成果について

御説明をいたします。

主要施策の成果に関する報告書の45ページを

お願いいたします。

未来を担う人財が育つ社会の魅力ある教育を

支える体制や環境の整備・充実でございます。

下の表の主な事業及び実績でありますが、ま

ず私立学校振興費補助金は、私立学校の教育の

振興と経営の安定化、保護者の経済的負担の軽

減を図るために、私立の高校、中学校、小学校

の計24校につきまして、人件費等の経常的経費

の一部を補助したものでございます。

次に、二つ下の私立高等学校等就学支援金、

これは先ほどの説明と一部重複いたしますけれ

ども、保護者の授業料負担の軽減を図るために、

世帯の収入状況等に応じて支援金を交付したも

のでございます。

続きまして、46ページをお願いいたします。

上から二つ目の奨学のための給付金は、授業

料以外の教育費に充てるために、生活保護ある

いは市町村民税所得割が非課税の世帯に対しま

して、世帯状況に応じて給付金を交付したもの

でございます。

これらの事業によりまして、保護者の経済的

負担の軽減や学校教育環境の充実、教職員の資

質の向上、教育活動の充実等を図ったところで

あります。今後も引き続きこれらに取り組んで

まいりたいと考えております。

続きまして、47ページをお願いいたします。

生涯を通じて学び、文化・スポーツに親しむ

社会の文化の振興についてでございます。

下の表の主な事業及び実績でございますが、

まず宮崎国際音楽祭開催につきましては第23回

を迎えておりまして、これまでの実績をしっか

りと継承しながら、多くの方に音楽祭を身近に

親しんでいただくために、平成28年度から取り

組んでおります、三つの新しい企画を継続して

実施するなどいたしまして、来場者数が１

万9,150人となりました。また、あわせまして第24

回音楽祭の準備を行ったところであります。

次に、その下の県立芸術劇場管理運営委託に

つきましては、同劇場の維持管理や、ホール、

練習室の貸館事業を行ったところでございまし

て、年間の利用者数が27万2,544人でございます。

続きまして、48ページをお願いいたします。

一番上でございますが県立芸術劇場大規模改
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修につきましては、施設の老朽化等に伴いまし

て、安全面や緊急性、修繕の内容等を検討しな

がら計画的に実施しているところでありまして、

平成30年度には空調設備や舞台機構の改修等を

行ったところでございます。このうち、空調設

備工事につきまして、今年度に事業を一部繰り

越しいたしましたが、既に事業は完了いたして

おります。

次に、新たに行った三つの事業について御説

明いたします。

すぐ下の県立芸術劇場開館25周年記念につき

ましては、県立芸術劇場の25周年感謝祭を開催

し、県民即興オーケストラでは一般の県民から

広く演奏者を募りまして、舞台芸術に親しむきっ

かけを県民に提供し、劇場をより身近なものと

することができたところでございます。

次に、その三つ下でございますが、牧水で発

信する「宮崎発！文化の創造」につきましては、

若山牧水没後90年の記念事業といたしまして、

若山牧水賞選考委員や歴代の受賞者の方による

トークイベントや、現代最高峰のかな書道家の

榎倉香邨先生の作品展を開催いたしました。

続きまして、49ページをお願いいたします。

２番目の、みやざき文化振興プラットフォー

ム構築推進でございますが、これは、みやざき

文化力充実アドバイザーを委嘱いたしまして、

県民の文化活動に対するアドバイスや研修事業

等を一元的に行いますプラットフォームの構築

について、助言を得ながら検討を進めてまいり

ました。

また、県内では初めてとなります、文化活動

を支える人材育成の研修でございますアートマ

ネジメント講座の開催を行ったところでござい

ます。

主要施策の成果の説明は以上でございます。

最後に、監査委員の決算審査意見書に関して

でございますが、特に報告すべき事項はござい

ません。

みやざき文化振興課の説明は以上でございま

す。

○坂元国民文化祭・障害者芸術文化祭課長 国

民文化祭・障害者芸術文化祭課の決算の状況等

について御説明をいたします。

平成30年度決算特別委員会資料の５ページを

お開きください。

国民文化祭・障害者芸術文化祭課は、下から

７段目の行でございまして、一般会計の決算額

は、予算額7,968万8,000円に対しまして、支出

済額7,684万6,565円、不用額は284万1,435円、

執行率は96.4％となっております。

次に、29ページをお開きください。

当課の決算事項別の明細は29ページから31ペ

ージになっております。このうち、目の不用額

が100万円以上のもの、または施行率90％未満に

ついて御説明をいたします。

30ページをお願いいたします。

上から４段目の（目）障害者福祉費でありま

すが、不用額161万6,927円、執行率78.3％でご

ざいます。これは全国障害者芸術・文化祭開催

準備事業の事業費、事務費に執行残が生じたも

のであります。

主なものを申し上げますと、上から５段目の

報償費56万円、その次の段の旅費29万1,987円は、

企画運営委員会など会議の開催が見込みを下

回ったことによる執行残であります。

次に、一番下の委託料67万1,000円につきまし

ては、障がい者アーティスト育成に係る委託経

費の執行残であります。

続きまして、平成30年度の主要施策の成果に

ついて御説明をいたします。
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主要施策の成果に関する報告書の52ページを

お開きください。

人づくりの文化の振興についてであります。

まず、国民文化祭開催準備事業でありますが、

来年、本県で開催する国民文化祭に向け、総会

や企画会議等を開催するとともに、プレイベン

トや実施計画案の策定、公式ポスターの作成な

どを行い、本県大会への関心を高めるとともに

機運の醸成を図ってきたところであります。

次の、国民文化祭参加者派遣ですが、昨年度、

国民文化祭が開催されました大分県に参加する

団体に対しまして、派遣費用の助成を行ったも

のであります。

次に、全国障害者芸術・文化祭開催準備事業

でありますが、企画運営委員会において各事業

内容の検討を行ったほか、障がい者芸術活動や

アーティストの掘り起こし調査の実施、ワーク

ショップの開催などにより、作品やパフォーマ

ンスのレベルアップを図り、芸術文化に係る障

がい者の意欲向上に貢献したところであります。

続きまして、54ページをお開きください。

産業づくりの観光の振興についてであります。

まず、「神話の源流～はじまりの物語」ブラン

ド磨き上げ事業でありますが、神話の源流みや

ざきのブランドイメージの振興を図るため、首

都圏や関西、福岡の大学と連携した講座の開催

や東京の國學院大學での神楽公演を開催したほ

か、県内の団体等が、神話、伝承、伝統文化等

を活用して企画実施する取り組みに対しまして

支援を行ったところでございます。

次に、次世代に繋ぐ「神話のふるさと みや

ざき」推進事業でありますが、県民の皆様に神

話や伝承、神楽などをより深く知っていただき、

次世代へとつないでいくため、神話のふるさと

県民大学と題し、リレー講座や講演会、小中高

校への出前講座などを開催したところでありま

す。

次に、「神話のふるさと みやざき」魅力づく

り推進事業では、九州国立博物館での神楽公演

や、首都圏の女性情報誌を活用した情報発信な

どを行い、また、その下の東京オリパラ開会式

文化プログラム等対策事業では、国立能楽堂で

の神楽公演や神話のアニメや神楽を紹介した映

像の作成、さらに55ページになりますが、「神話

の源流～はじまりの物語」魅力発信映像制作事

業では、映画監督の河瀨直美氏によるプロモー

ション映像「美しき日本 宮崎」の日之影町編

を制作し、神話の源流としてのブランドイメー

ジの浸透に努めたところであります。

今後とも「神話の源流 みやざき」ブランド

の定着を図るため、これまでの取り組みを継続

しながら、ターゲットを絞った戦略的な情報発

信に努めてまいりたいと考えております。

主要施策の成果につきましては以上でありま

す。

最後に、監査委員の決算審査意見書に関して、

特に報告すべきことはございません。

国民文化祭・障害者芸術文化祭課は以上であ

ります。

○磯崎人権同和対策課長 人権同和対策課の決

算状況等について御説明いたします。

初めに、決算特別委員会資料の５ページをお

願いいたします。

上から10段目、人権同和対策課の欄をごらん

ください。

予算額１億2,700万3,000円に対しまして、支

出済額１億2,617万3,456円で、不用額は82

万9,544円、執行率は99.3％となっております。

次に、32ページをお開きください。

当課の決算事項別の明細は32ページから33ペ
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ージのとおりでありますが、目の不用額が100万

円以上、または執行率が90％未満のものはござ

いません。

決算事項の説明につきましては以上でありま

す。

続きまして、平成30年度の主要施策の成果に

ついて御説明いたします。

主要施策の成果に関する報告書の56ページを

お開きください。

人づくりの３の（３）人権意識の高揚と差別

意識の解消についてであります。

主な事業の一つ目、一人ひとりが考える人権

が尊重されるみやざきづくり推進事業につきま

しては、８月の人権啓発強調月間及び12月の人

権週間において、子供たちを対象にした、夏休

みふれあい映画祭の開催や、テレビＣＭの放送、

イオンモールでの街頭啓発など、さまざまな啓

発活動を集中的に行ったところであります。

また、人権に関する作品の募集や各種啓発資

料の作成、配布、さらにはスポーツ組織等と連

携した人権啓発活動等に取り組んでおります。

次に、その下のみんなでつくる「一人ひとり

が尊重し合うみやざき」人権啓発事業におきま

しては、大学やＮＰＯ、企業等と連携し、それ

ぞれの特色を生かした啓発活動を実施するとと

もに、ジンケンジャーを保育園等に派遣して子

供向けの啓発を行ったところであります。

57ページをお願いいたします。

宮崎県人権啓発センター事業におきましては、

人権担当者養成講座や県民人権講座など各種の

講座を開催し、人権教育、啓発のリーダーとな

る人材の育成を図ったところであります。

また、啓発研修講師の派遣や研修ビデオ等の

貸し出しにより、民間企業等が自主的に行う、

啓発、研修の支援に努めたところであります。

これらの事業によりまして、人権を尊重する

機運の醸成を図るとともに、職場や地域などあ

らゆる場において、啓発、研修が促進されるよ

う努めたところであります。

今後とも、一人ひとりが尊重され、誰もが持

てる力を発揮し、生き生きと活躍できる社会の

実現を目指して、県民の人権意識の高揚を図っ

てまいりたいと考えております。

主要施策の成果については以上であります。

最後に、監査委員の決算審査意見書に関して、

報告すべき事項はございません。

人権同和対策課は以上でございます。

○鎌田情報政策課長 情報政策課の決算状況等

について御説明いたします。

お手元の決算特別委員会資料の５ページをお

開きください。

下から５段目、情報政策課の欄ですが、予算

額12億4,976万4,000円に対しまして、支出済額12

億312万4,361円、不用額は4,663万9,639円、執

行率は96.3％となっております。

次に、34ページをお開きください。

当課の決算事項別の明細は34ページから35ペ

ージまででございます。このうち、目の不用額

が100万円以上のもの及び執行率が90％未満のも

のについて御説明いたします。

まず（目）企画総務費でありますが、不用額

は185万1,544円で、執行率99.8％となっており

ます。

この不用額の主なものは、下から６段目の需

用費39万414円、その一つ下の役務費59万5,212

円等でありますが、これは主に、人事異動等に

より年度末に行います各所属の県庁ＬＡＮ設備

の移設等が、見込みよりも少なかったことによ

る執行残でございます。

次のページ、35ページをお開きください。
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（目）計画調査費であります。不用額は4,478

万8,095円で、執行率は80.8％となっております。

主なものは、まず下から４段目の委託料510

万793円でありますが、これは災害等により県と

市町村等が利用するネットワークに障害が発生

した場合の復旧費用として予算を確保しており

ましたが、それが不要であったことなどによる

ものでございます。

次に、下から２段目の負担金・補助及び交付

金ですが、3,942万4,000円であります。これは

携帯電話等エリア整備事業における国庫補助金

の額の確定による執行残でございます。

続きまして、主要施策の成果について御説明

いたします。

お手元の主要施策の成果に関する報告書の59

ページをお開きください。

１、安心して生活できる社会の（４）情報通

信基盤の充実及び利活用の促進についてありま

す。

携帯電話等エリア整備でありますが、これは

携帯電話のサービスが提供されていない地域に

おいて、サービスを提供するための施設を整備

する市町村に対して補助を行うもので、これに

より住民生活の利便性向上に加え、防災、救急

面での不安の解消を図ったところでございます。

平成30年度は、西都市５地区を対象に事業を

実施いたしまして、23世帯のサービス未提供世

帯の解消が図られたところであります。

以上が主要施策の成果についてでございます。

最後に、監査委員の決算審査意見書に関しま

しては、特に報告すべき事項はございません。

説明は以上であります。

○岩切国民スポーツ大会準備課長 国民スポー

ツ大会準備課の平成30年度予算に係る決算の状

況等について御説明をいたします。

お手元の平成30年度決算特別委員会資料の５

ページをお願いいたします。

国民スポーツ大会準備課は下から４段目でご

ざいます。

予算額３億3,287万円に対しまして、支出済額

２億2,170万6,547円、翌年度繰越額１億975

万4,000円、不用額は140万9,453円で、執行率

は66.6％となっておりますが、翌年度への繰越

額を含めますと99.6％となります。

次に、36ページをお開きください。

当課の決算事項別の明細は36ページから37ペ

ージに記載しております。このうち、目の不用

額が100万円以上のもの、または執行率90％未満

について御説明をいたします。

37ページをお開きください。

（目）体育振興費でございます。不用額は126

万2,525円で、主なものといたしましては、節の

上から二つ目、賃金26万3,820円及び、その二つ

下の旅費44万6,220円で、これは国民スポーツ大

会の開催準備及び県有体育施設整備に係る事務

費の執行残であります。

また、その三つ下の委託料23万7,909円でござ

いますが、これは主に県有主要体育施設整備基

本計画策定事業における、主要３施設の基本計

画策定業務に係る委託料の執行残であります。

なお、（目）体育振興費において執行率が54.1

％となっておりますが、県有体育施設整備事業

の繰越額を含めますと99.5％となります。

次に、平成30年度の主要施策の成果について

御説明をいたします。

主要施策の成果に関する報告書の60ページを

お開きください。

人づくりの、２生涯を通じて学び、文化・ス

ポーツに親しむ社会の（２）スポーツの振興に

ついてであります。
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まず、国民体育大会開催準備事業であります

が、令和８年度第81回国民スポーツ大会に向け、

県準備委員会の総会、専門委員会等を開催し、

競技会場となる市町村の選定や競技役員等の養

成、広報活動等、大会開催に必要な準備を進め

てまいりました。

また、開催準備を進めるに当たりましては、

市町村、競技団体との意見交換や先催県の準備

状況調査等を実施いたしました。

次に、県有体育施設整備事業及び県有主要体

育施設整備基本計画策定事業でありますが、陸

上競技場、体育館、プールの３施設について、

関係市や競技団体と意見交換を行いながら基本

計画を策定し、整備地の測量や地質調査等に着

手をしたところであります。

主要施策の成果につきましては以上でありま

す。

最後に、監査委員の決算審査意見書に関して、

特に報告すべき事項はございません。

国民スポーツ大会準備課は以上であります。

○日髙主査 説明が終了いたしました。

委員の皆さんから質疑はございませんでしょ

うか。

○武田委員 先ほどちょっと説明があったんで

すが、30ページの国民文化祭・障害者芸術文化

祭課の障害者福祉費の予算額が85万円で支出済

額が29万円、旅費も半分程度ですと。もう少し

詳しくこの予算の執行が少なかった理由を教え

てください。

○坂元国民文化祭・障害者芸術文化祭課長 全

国障害者芸術・文化祭につきましては、その事

業の内容を検討いたします企画運営委員会とい

う組織がありまして、そちらの会議を当初４回

程度予定していたんですけれども、実際は２回

程度しか開催ができなかったということで―

これは委員会のメンバーが20名ほど、障害者団

体の方も含めて構成されているんですけれども、

そういうところもございまして、なかなか日程

の調整が整わずに２回しか開催できなかったと

いうことでございます。

そうは言いながらも、やはり内容を詰めてい

く中で、委員の皆様方からの意見聴取というの

は必要でございますので、逆に職員が各委員を

直接訪問して、そこで委員の方々からお話を聞

き、意見交換を行うという形を取らせていただ

きましたことから、実際に全体を集めての会議

は２回しか開かれませんでしたけれども、委員

の皆様方からの意見というのは、しっかり酌み

取れているのではないかなと思っております。

こういったこともございまして、今年度は、

なかなか20人の皆様を一堂に会して、何回も開

くことは難しいのかなと思っていますので、分

科会を五つほど設けまして、その分科会の中で

協議していく形を取らせていただいています。

○武田委員 わかりました。

○髙橋委員 一応確認ですが、38ページの男女

共同参画の関係、女性の活躍の場の進捗状況の

ところで、指針がないのが６市町村とおっしゃ

いましたが、いわゆる目標値とかも定めていな

いということなんですよね。その指針というの

は、女性のいろんな役割に取り組んでいくといっ

た指針なんですよね。

○渡久山生活・協働・男女参画課長 県では法

律で義務づけられておりまして、プランを策定

しておりますけれども、市町村につきましては

それぞれの団体の判断になっております。

おっしゃるように、その市町村内でどのよう

に男女共同参画社会づくりに向けて取り組むか

ということの指針を定めたものでございます。

それが６団体ではまだ策定途中で、今のところ、
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今年度中にはということで働きかけをしながら

策定を支援しているところでございます。

○髙橋委員 ちなみに指針があるところとない

ところでは、やっぱり女性進出の割合というの

は差が出ているものなんですか。

○渡久山生活・協働・男女参画課長 明確な関

連性まで分析したわけではありませんけれども、

やはり策定していない市町村においては、この

進捗状況の２段目にございますような、審議会

の女性委員比率などがやや低めというのはござ

います。

○髙橋委員 わかりました。

○重松委員 近いところで同じ38ページの、今

の質問の下のほうに、性別による役割を固定化

することにとらわれない人の割合というのがあ

るんですけれども、もうちょっと具体的な話と、

どういう比率になっているのか、比率と言うか

分母と言うか、ちょっと教えていただきたいと

思います。

○渡久山生活・協働・男女参画課長 この調査

は、総合政策課でさまざまな指標を年次で追っ

ております、県民意識調査の中で行っている調

査でございます。

目標値は2030年に100％にしようということ

で、年次刻みで私どもでは指標としております

が、そのうちの56％という状況でございます。

母数につきましては、済みません、定かに記

憶はしていないんですけれども、確か1,500人前

後の調査母数があったのではないかと記憶して

おります。

○重松委員 その役割というのは例えばどのよ

うな違いですか、職種でしょうか。

○渡久山生活・協働・男女参画課長 例えば、

食事、洗濯全ては女性がするものだとか、男性

は外で働き女性は家のことをするというような

固定観念的な意識と言いますか、そういうもの

をここでは指しております。

○重松委員 わかりました。

○髙橋委員 捉え方なんでしょうけれど、44ペ

ージの交通安全対策の施策の進捗状況の目標値

なんですが、やっぱり人が死ぬこととか、けが

することに具体的な目標数値というのは、自殺

対策でもこだわっていろいろと申し上げてきた

経緯があるんですけれど、いろいろとデリケー

トなところだから、39人を目標にして34人でよ

かったという、そういう問題じゃないと思うの

で、何か具体的な数字を挙げないといけないも

のなのかなと、非常に悩んでいるきょうこのご

ろでございます。

○水口交通・地域安全対策監 第10次宮崎県交

通安全計画で、目標値、死者が39人以下、死傷

者が9,000人以下というふうにしているんですけ

れど、この交通安全計画というのが、交通安全

対策基本法に基づきまして、国が定めて、自治

体もそれぞれ定めている状況でございます。

まず、国がある程度の数を定めまして、その

数に基づきまして、都道府県が定めているとい

う数値でございまして、この39人と9,000人以下

という数値でありますけれど、この数値を目標

にいろんな活動をしていくというところですの

で、そういう経緯で策定しているところでござ

います。

○髙橋委員 国が示していることは、それはそ

れで置いておいて、宮崎県はゼロがいいわけで

すよ、交通事故ゼロ、死傷者もゼロがいいわけ

で、ゼロに近づける努力をした結果が34人だっ

たんですよね。8,258人がけがをされたというこ

とですから、そこはいろいろと慎重になさって

いただきたいというお願いでございます。

○水口交通・地域安全対策監 今、第10次とい
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うことで、平成28年から令和２年までですので、

第11次の計画を策定する来年度は、その作業に

入りますので、委員の意見を踏まえながら、ま

た目標値を策定していきたいと考えております。

○髙橋委員 55ページの進捗状況の神話ゆかり

の指針は神社等の観光客数の数字を挙げてい

らっしゃるんですけれど、神社等だから、神社

以外の神話ゆかりのところの施設等あるんで

しょうけれど、神社のカウントの仕方というの

がありましたよね。おさい銭で人数を掛けると

か何か、そういう計算をされているんでしょう

か。30年で言うと507万人ということで、宮崎県

内の観光客数の３分の１ぐらいの方じゃないで

すか。

○河野記紀編さん記念事業推進室長 まず神社

がどこかというところからお話をしたいと思う

んですが、神社は宮崎神宮、それから青島神社、

鵜戸神宮、狭野神社、都農神社の５つの神宮、

神社と、それとあと、西都原古墳群と高千穂町、

高千穂町は高千穂峡も含めた全体になるんです

が、これは、商工観光労働部のほうで観光入込

客数を調査をしているものです。その調査です

が、市町村調査と県の調査がございますので、

その７つの神社等を合わせた観光客数を計上し

ているものでございますので、委員のおっしゃっ

たおさい銭とかではございません。

○髙橋委員 その５つの神社と西都原古墳群と

いうふうにおっしゃいましたけれど、その神話

ゆかりの主要な神社であるならば、北郷町にご

ざいます潮嶽神社は、海幸彦が祭られているん

ですよね。

○河野記紀編さん記念事業推進室長 委員の御

指摘ごもっともだと思います。

一応、この目標値、あるいは観光客数を検討

するに当たって、平成25年当時の観光客数の中

から上位７カ所、神話ゆかりの地と思われる神

社等を選びまして、それが県内の各地域にそれ

ぞれバランスよく配置をされていたということ

もありまして、この７カ所を一つの目安にしよ

うということで上げているところでございます。

○髙橋委員 マイナーなところがあるのかどう

か、潮嶽神社は最近、結構マスコミでも取り上

げてくださって、新聞とかテレビにも神楽時期

は出てくる神社の一つでもあるんです。

だから、ぜひ、県でいろいろと機会があるご

とに取り上げてほしいし、この委員会だったと

思うんですけれど、空港に行ったときに県内の

神社とかいろんな神話にゆかりのあるところの

何かポイントがあったんですけれど、榎原神社

が抜けていたんです。

「それはなんでですか」と聞いたら、「県の指

標に基づいてこれは作成しました」とおっしゃっ

て、榎原神社も加えていただきたいという要望

を申し上げました。よろしくお願いします。

○河野記紀編さん記念事業推進室長 委員お話

になったとおり、潮嶽神社は、恐らく唯一海幸

彦が祭られている神社というところもあります

し、榎原神社も私も行かせてもらいましたけれ

ど、非常に格式のある神社でございます。観光

客数をカウントするに当たって、先ほど申しま

したとおりポイント、ポイントで、今、調査を

しているというところもありますので、委員おっ

しゃった２つの神社に関しては、ちょっと詳し

くは調べておりません。恐らくポイントになっ

ていないということもございまして、先ほど申

し上げた７つの神社等で観光客数を算定をして

いるというところでございます。

○髙橋委員 携帯電話の関係ですけれど、いわ

ゆる未提供地域の解消に努めていただいて解消

されたと成果にも書いてあります。まだ、未提
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供世帯というのはあるんですか、その確認をま

ずさせていただきたいと思います。

○鎌田情報政策課長 未提供地域につきまして

は、そこの実績値にもございますが、今のとこ

ろ30年度末で行きますと147世帯が未提供世帯と

いうことでございます。

○髙橋委員 147世帯が、今、未提供世帯という

ことですね。

○鎌田情報政策課長 そのとおりでございます。

○髙橋委員 わかりました。

これは家があるところがいわゆる電波が行か

ないところだというこということなんですけれ

ど、例えば家がなくても携帯電話を使わなくて

はいけないところだってあるはずなんです。そ

ういったところを含めると、まだ、広範な面積

になってくるんでしょうか。

○鎌田情報政策課長 未提供エリアにつきまし

ては、これまで市町村を通じて各集落ごとに調

査を行っておりまして、いわゆる人が住んでい

るエリアということで、実際、山とかそういう

ところの実態調査はなかなかしようがなくて、

どれぐらいの面積が、今、県土の中で未提供な

のかというのはちょっと数字がございません。

ただ、そういった人が住んでいない地域であっ

ても、現状もそうですが、観光スポットがある

とか、あと、災害等の場合、あとは農林業等で

作業をするとか、そういうことがありますので、

そういう地域もニーズはあるんだろうなと思っ

ております。

この補助事業につきましては、居住している

地域でなくてもそういうニーズがあるところで

あれば対象とすることになっております。とは

いえ携帯事業者の参画が得られないとできない

ということで、一つは人が住んでいるところ以

上に採算性が厳しいというのと、そこに光ファ

イバーを引いたり、電源を持っていったりする

関係で、やっぱり人が住んでいるところ以上に

事業費がかかるということで、なかなか整備は

難しいのかなと思っております。

しかしながら、市町村等が事業主体になりま

すので、今後も市町村また携帯電話事業者とい

ろいろ連携していきながら、必要のあるところ

については整備を検討していきたいと考えてお

ります。

○髙橋委員 おっしゃるとおりだと思うんです。

人が住んでいないところにも将来的には電波が

届くようにする。でも、それには莫大な予算が

伴うから、そこも優先順位をつけられて、まず、

やっぱり観光地だと思うんです。椎葉・高千穂

山とか、世界農業遺産にもなっているわけじゃ

ないですか。山もいろいろ観光客が結構ふえて

いるらしいから、そういった観光地をまず優先

的に整備をしていただく。おっしゃるとおりだ

と思います。よろしくお願いします。

○鎌田情報政策課長 現に、今、市町村等につ

きまして希望をとっているんですが、やはりそ

ういう山で山開きをするところとか、そういう

ところでぜひやりたいという市町村もございま

すので、そこについては、また事業者と国等と

協議しながら検討してまいりたいと思っており

ます。

○重松委員 みやざき文化振興課の48ページの

件でお尋ねをします。

一番上の、まず、県立芸術劇場大規模改修で、

先ほど空調設備の改修は、もう終了したと言わ

れていましたけれども、その後ろにある舞台機

構改修というのはどういう内容で、それも全部

済んでいらっしゃるんでしょうか。

○日吉みやざき文化振興課長 舞台機構の改修

は、もちろん全部済んでおりますけれども、こ
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れは、昨年度は演劇ホールとイベントホールの

舞台機構ということで、具体的には、舞台の例

えばどんちょうを上げ下げする機械とか、それ

をつっていますワイヤーロープとかいったもの

の改修でございます。

もう一つは、イベントホールの舞台の照明設

備も調光の装置ですとか操作卓ですとか、舞台

袖の操作機とかいろんな機材がございますので、

こういったものを改修したという内容になって

ございます。

○重松委員 ということは、もう音響関係とか

照明関係も全部終了して、国民文化祭に向けて

準備が整っているかと思います。

確認なんですけれど、バリアフリーについて

はいかがでしょうか。もう、それは既に調査も

修繕等々も終わっているんでしょうか。

○日吉みやざき文化振興課長 バリアフリーに

ついては、この施設がもうかなり古いので、確

かに歩きづらかったり動きにくい場所が多数あ

ると思います。これについては、当時まだでき

たころは、ユニバーサルデザインだとかバリア

フリーというのは、今ほど、まだ思想が普及し

ていなかったと思いますので、現実的な対応と

しては、イベントの際に案内する方をふやした

りとか、そういったことで、できるだけ障がい

がある方が不自由感なく移動できるような配慮

を現状ではとっているところでございます。

○重松委員 確かに、かなり段差があるかなと

いうような気もします。それから、いつも課題

になっていますが、やっぱり駐車場の問題から、

その動線もしっかり確保するための準備をして

いただきたいと思います。

その下にある県立芸術劇場開館25周年記念の

件なんですが、一つ上にありますグランドピア

ノの試奏会というのがちょっと気になりまして、

これは、どういう目的でされていらっしゃるの

でしょうか。

○日吉みやざき文化振興課長 この行事は、昨

年25周年を迎えましたので、いろんな取り組み

をしたんですけれども、グランドピアノになか

なか親しむ機会がございませんので、それを身

近に感じてもらうために弾いていただくという

イベントを開催したものでございます。

○重松委員 ちょっと伺った話なんですけれど、

この県立芸術劇場のグランドピアノは、たしか

ベーゼンドルファーという世界的にも有名なす

ごいピアノが置いてあって、ショパンの国際音

楽祭の使用するピアノは、このベーゼンドルファ

ーしか使用されていないという。

国内の有名な公立の劇場の中で、ベーゼンド

ルファーを置いているのは、この県立芸術劇場

だけだというお話を伺ったことがあるんですけ

れども、そうであるならば、このグランドピア

ノの試奏というのはすごく大事な、またイベン

トに今後つながっていくんじゃないかと思うん

ですけれど、それではなかったんでしょうか、

どうでしょうか。

○日吉みやざき文化振興課長 ちょっと確認を

させてください。済みません。

○重松委員 じゃあ、別件で、同じく県民即興

オーケストラで1,000人と書いてありますけれ

ど、50ページの真ん中の②番には約350人の合奏

と書いてあって、演奏会場が３カ所あって、そ

の参加演奏者数が1,000人という記載なんでしょ

うか。

○日吉みやざき文化振興課長 県民即興オーケ

ストラで、ここに書いてございます1,000人とい

うのは、350人が合奏をしたんですけれど、お客

様は650人ということで、合計で表示しておりま

す。
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○重松委員 いずれもすばらしい取り組みだと

思いますので、しっかり取り組んでいただきた

いと思います。

○日吉みやざき文化振興課長 先ほど御質問ご

ざいました、ピアノの試奏でございますが、合

計４種類のピアノを使ったということで、委員

から御指摘のあったベーゼンドルファーを含め

て４種類ということでございます。

○日髙主査 質問は大丈夫でしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○日髙主査 それでは、以上をもって第２班の

審査を終了いたします。

暫時休憩いたします。

午後２時０分休憩

午後２時３分再開

○日髙主査 分科会を再開いたします。

各課長の説明及びそれに対する委員の質疑が

終了しましたが、総合政策部決算全般について、

何か質疑はありませんでしょうか。

○重松委員 総合交通課にちょっとお尋ねした

いんですが、23ページの３段落目の直行便でひ

とっ飛び！みやざき国際線活性化の関連で、パ

スポートの取得率については、今現在どのよう

な進捗状況でしょうか。

○大東総合交通課長 おおむね12％程度となっ

ております。

○重松委員 国全体の平均では大体何％の取得

になっていらっしゃるか。

○大東総合交通課長 全国の都道府県別の平均

で申し上げますと、23.1％になっております。

○重松委員 そうですね。やっぱりこのパスポ

ートをまず取得させることが大事な取り組みに

なるのかなと思うんですね。どんどん外国人の

インバウンドを図ると同時に、こちらからもア

ウトバウンドをやって、県を挙げて相互交流を

していく取り組みをやっていただきたいなと思

いますので、よろしくお願いいたします。

○日髙主査 今、アシアナ航空がこういう状況

なんですけれど、今、アウトバウンドで、本当

に大事な時期だと思うんですが、何か取り組ん

でいらっしゃることとかあるんでしょうか。

○大東総合交通課長 あちらからのインバウン

ドが大変厳しい状況にあるということで、アウ

トバウンドに力を入れてほしいと、これはアシ

アナ航空さんからも言われておりますので、現

在、アシアナ航空さんの協力もいただきまして、

格安の航空券を提供していただくとかいったよ

うなこと、あと空港振興協議会のメンバーにも

いろいろとお願いをいたしまして、ぜひお使い

いただきたいというふうな形で今取り組んでお

りまして、９月の搭乗率につきましては、10ポ

イント程度は上がったというお話も伺っている

ところでございます。

○日髙主査 県外は、ほとんど運休だったり、

そういう状況ですので、なるべくキープできる

ようにお願いいたします。

○髙橋委員 主要施策の成果に関する報告書の

書きぶりのことで、要望になると思うんですけ

れど、施策の成果等のところです。ずっとこれ

を十何年見てきましたが、等だから、含めてい

いと思うんだけれど、大体事実経過が書いてあ

るじゃないですか。成果だから、そのことによっ

てどういった成果があったというやつが……。

なければ、それは書けないんでしょうが、説明

は口頭である部分もあるんだけれど、地方創生

フォーラムｉｎ宮崎を開催しました。うん、だ

からどうだったんですかという、そういったと

ころを詳しくじゃなくても、何か触れてはいけ

ないものかなということなんですよね。
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○小倉総合政策課長 施策の成果というところ、

確かに総合政策課の取り組み内容を見ていまし

ても、事実関係をそのまま書いているというと

ころはおっしゃるとおりだと思います。なるべ

く、では、どうだったのか。さすがに、人数と

か、詳細なところまで書くと、なかなかボリュ

ーミーな形になるところだと思いますので、簡

単にどういう施策につながったとか、数値的な

部分は政策指標のほうで書かれているかなと思

いますけれど、できるだけそういったところの

表現ぶりも含めて、工夫できる部分は、我々と

してもしていきたいと思っております。

○髙橋委員 文字数にもいろいろと限りもある

し、私もそう詳しく書いてほしいというのでは

なくて、もし書ける部分があるんであれば遠慮

なく、ぜひ堂々と成果を書いてほしいなという

意見です。

○脇谷副主査 ちょっとお聞きしたいんですけ

れど、モーダルシフト等に関する補助に関して

は、ちょっとどのような補助になるのかわから

ないんですけれど、総合交通課、22ページです。

○大東総合交通課長 この補助制度は、トラッ

ク輸送から船とか、ＪＲの貨物に輸送のやり方

を変えるといったようなもの、あるいは県外の

港を使っていた業者さんが県内の港を使うとか

いった場合について、トラック１台に対して幾

らという形で補助をする。それによって県外の

荷物を県内に荷寄せをする、あるいはトラック

による陸送ばっかりだったのを船便とかＪＲ貨

物とか、そういった形に変換するということを

促すという事業でございます。

○脇谷副主査 今、トラックとおっしゃいまし

たけれど、それってどこに対して補助をするん

ですか。

○大東総合交通課長 運送事業者または荷主さ

んの場合もあります。

○脇谷副主査 そしたら、その運送事業者や荷

主さんからの要請があってということなんです

かね。

○大東総合交通課長 まず、荷主さんなり、運

送事業者さんから事業計画を出していただきま

して、今まではこういう方法だったけれども、

それを県内の港に変えますとか、荷物がこれだ

けふえたものを、例えば宮崎カーフェリーを使

うとか、そういう事業計画を出していただいて、

それが実績としてあれば、そこに対して補助を

するという形になります。

○脇谷副主査 はい、わかりました。

もう一点なんですけれど、路線バスとコミュ

ニティバスを組み合わせた貨客混載、すごくい

いなというふうに思うんですけれど、これの実

証運行につきましての効果などを含めた結果を

教えていただきたいんですけれど。

○大東総合交通課長 これは昨年度モデル地区

を４地区設定しまして、その中で一番可能性が

あるということで、西米良村の小川地区という

ところで実証運行を行いました。この実証運行

の成果なり、また課題といったようなことも本

年度、この事業者さんとか地元市町村さんとか

と意見も交わしながら、改善点とかを今詰めて

おりまして、さらにこれを継続的に行うような

形で、今協議を進めているところでございます。

お客さんと荷物の両方を運ぶということで、

経済成果が増すことになるんですけれども、一

方で、現地で荷物なりを集配するマンパワーが

どうしても足りないとか、そういった課題も見

えてきておりますので、そういった課題につい

てこれからどうするかといったことを検討して

いくことになります。

○脇谷副主査 わかりました。ということは、
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今後、西米良地区以外にも実証実験じゃないで

すけれど、それをふやしていこうという気持ち

はあるんでしょうか。

○大東総合交通課長 地域公共交通を維持して

いくためには、経済性を高めるのが非常に大き

な課題でございますので、こういった取り組み

を進めたいという市町村が、また次にいらっしゃ

れば後押しをしていきたいと考えております。

○脇谷副主査 わかりました。

○重松委員 関連ですけれど、確認なんですが、

バスに荷物を載せることは法律で許されていま

すけれど、逆に貨物に人を乗せることは、法律

的には可能になったんでしたでしょうか。

○大東総合交通課長 相互ともに、許可をとれ

ば可能となっております。

○重松委員 はい、わかりました。路線バスが

どんどんなくなっていく中で、デリバリーする

トラックというか、貨物車は県内くまなく通っ

ていくのであれば、そこに人を乗せるという、

逆の取り組みの実証実験がまたあってもいいの

かなと思いますので、よろしくお願いいたしま

す。

○坂口委員 決算でかどうかちょっと迷ってい

るんですけれど、文化振興課の芸術劇場を具体

例にですけれど、今回も大規模改修費というの

が出てきていますよね。

それから、維持管理経費等の中で、受託者が

見ていく部分と小っちゃい消耗品みたいな経費

等のこれはちょっとファジーな部分があると思

うんですよね、県負担、あるいは受託者負担。

こんな改修はわかるんですけれど、いずれ25周

年で、今度は大規模リニューアル的な改修が来

る時期があると思うんです。これは芸術劇場に

限らず、他の施設も含めてですけれど、国民ス

ポーツ大会とか、県有施設の大規模な改修が来

る。そして今回想定されている宮崎駅周辺の事

業、プール整備でのＰＦＩとかなったときに、

具体的に今やっている国際音楽祭を中心とする

受託者というのは、一旦入れると、長いスパン

というのが当然になっていくと思うんですね。

その中で、維持管理とかを含めたときに、例

えばその施設に関してですけれど、リニューア

ルの時期が来て数十億、あるいはそれを超すよ

うな投資が要るときに、ＰＦＩの一つの手法と

してのＲＯ方式というんですか、Ｒｅｈａｂｉ

ｌｉｔａｔｅ─Ｏｐｅｒａｔｅ方式という。だ

から相手方が自分のところで本当に思うような

施設をつくって、それを管理運営して、所有権

は県が持ちながらというのと、ＢＯＯ方式とい

う所有権まで相手方が持ちながら運営していく。

そうやったときに、先ほど言われたような、こ

こにしかないような楽器とか、あるいはより機

能を高めるためにこれからの自分のところの興

行にこういった特殊な楽器なり施設なりがある

と、うんと効果が発揮できるなというようなも

のも含めて、自分でつくっていただいて、そし

て自分で修理していったり、いろんな必要なこ

とをそこに投資していただいて、その経営をやっ

ていただくという、そういう契約方式のほうが、

特にこういったどちらが負担するのか、なぜ空

調を県がやるのかとか、空調をやれば、お客さ

んの居心地がよくなって、よりそこの人気も上

がるわけだから、経営に資する投資でしょうと

か、この判断が物すごい難しいと思うんですね。

だから、そういった方式というのは、これか

らの財政状況といろんなものが今後更新時期を

迎えたり、場合によっては、それを撤去して、

なくさないといけないかもしれないということ

を考えたときに、僕は、25周年を機に必ず、特

にああいう施設というのは、もてばいいという
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施設じゃなくて、割とリニューアル期が早く来

るものですね。

そんなときに、どうですか。公共施設のあり

方、あるいは運営のあり方ということを検討す

る必要が来ているような気がするんですね。だ

から指定管理者を含め、ＰＦＩのいろんな手法

を含めた検討。それを今から芸術劇場は入って

いかないと、建てかえも、その財源どうするん

だとかんかんがくがくやりながらのですよね。

そして、また一旦入れたら、その方に遠慮し

てもらうのは、なかなか至難のわざ。競争相手

も出てこないといったときに、限りなく相手方

の意向を組み入れた随契に近い運営しかできな

くなると思うんですね。

ところが、公共施設は、そうじゃないと思う

んですよ。民間の興行施設なら別だけれど、何

か今、こういった事業に問題点は感じておられ

ませんか。

○渡邊総合政策部長 今まさに坂口委員がおっ

しゃったこと、非常に重要なポイントだと考え

ております。やはり何といっても県民の税金、

血税をいかにして減らすのかということ、一方

で、そのサービスの向上等をどう図っていくの

かという、そこをうまく絡み合わせながら方策

を考えていかないといけないと思うところであ

ります。その中で、今、委員のおっしゃられま

したＰＦＩのほか、どういう手法がとれるのか、

そのあたり他県の事例ですとか、いろんなもの

の研究をさせていただいて、これは県庁全体に

かかわってくることでございますので、冒頭申

し上げましたとおり、県民の負担をより減らし、

でも、サービスは向上できるような、そういう

手法を研究、検討させていただければと考えて

おります。

○坂口委員 何かいつもこういった施設の指定

管理者なんかについては、小さい施設も含めて

ですけれど、完全な消耗品は別としまして、そ

の費用負担を公的にやるべきかなというのと、

管理者側がやるべき負担じゃないのかなとか。

今度は使用している中での使用者責任を負う部

分での更新の必要性と、当然時間的なものの必

然的な必要性とか、ここはなかなかファジーと

思うんですね。

それで、今度は契約相手方を決めるときは、

極端に言ったら１円を境目に競争をさせている

わけですよね。そこらというのは、余りファジ

ーなままではいけないのじゃないのかな。曖昧

というと、ちょっと違いますけれど、ぴちっと

した何か根拠のもとにそういった負担のあり方

がないといかんのじゃないかなというのと、こ

れからの大型投資で、財政の都合で、そこを廃

止するしかないぞというような選択、それもま

た余り賢い方法じゃないなというので。だから、

今のこの芸術劇場の大規模改修の説明を聞いて

いて、その辺を特に強く感じたものだから、そ

こはぜひ問題意識を持っていただきたい。

○日髙主査 ほかにございませんでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○日髙主査 それでは、以上をもって総合政策

部を終了いたします。

執行部の皆様、本当にお疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後２時22分休憩

午後２時25分再開

○日髙主査 分科会を再開いたします。

平成30年度決算について、執行部の説明を求

めます。

○大西会計管理者 会計管理局の平成30年度の

決算の概要について、御説明を申し上げます。
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お手元の決算特別委員会資料の１ページをお

開きください。

この表の一番下の合計の欄をごらんください。

予算額５億5,963万7,000円に対し、支出済額

５億5,147万2,352円、不用額816万4,648円、執

行率は98.5％となっております。

次に、資料の２ページをお開きください。

まず、会計課の決算状況についてであります。

表の一番下の計の欄をごらんください。

予算額４億4,579万6,000円に対し、支出済額

４億3,833万8,523円、不用額745万7,477円、執

行率は98.3％となっております。

続きまして、（目）における不用額が100万円

以上のものにつきまして、御説明いたします。

中ほどの（目）会計管理費の不用額684万4,557

円であります。

その主なものとしましては、まず下から４段

目、役務費の452万8,451円であります。これは、

主に収入証紙売りさばき手数料の執行残であり

ます。

県の使用料及び手数料などに係る収入証紙は、

市町村や農協、交通安全協会など、県が指定す

る売りさばき人を通じて県民へ販売をいたして

おります。証紙売りさばき手数料は、県がこの

売りさばき人に対しまして売り渡し額の3.24％

を手数料として支払うものでありまして、これ

が不足することのないよう予算措置をしており

ましたが、見込みを下回ったことによる執行残

であります。

次に、その一つ下の委託料114万4,479円であ

ります。これは、主に財務会計システムの小規

模改修を行うための費用の執行残であります。

なお、（目）における執行率が90％未満のもの

はございません。

次に、資料の３ページをごらんください。

物品管理調達課の決算状況についてでありま

す。

表の一番下の計の欄をごらんください。

予算額１億1,384万1,000円に対し、支出済額

１億1,313万3,829円、不用額70万7,171円、執行

率は99.4％となっております。

（目）における不用額が100万円以上のもの及

び執行率が90％未満のものはございません。

最後になりますが、主要施策の成果に関する

報告書、決算審査意見書及び監査における指摘

事項については、いずれも報告すべき事項はご

ざいません。

説明は以上であります。御審議のほどよろし

くお願いいたします。

○日髙主査 執行部の説明が終了いたしました。

委員の皆様から質疑はございませんでしょう

か。

○髙橋委員 証紙売りさばき手数料って例年こ

れくらいの執行残なのか、近年の推移をちょっ

と教えていただくとありがたいですね。

○大西会計管理者 ここ数年は、売りさばき額

そのものが27億ないし26億円程度で推移をして

おりまして、年々少しずつ減少はしております

けれども、手数料の額としては、それに応じま

すから、手数料の額も少しずつ落ちてきており

ます。

ただ、大幅に落ちてきているわけではないん

ですけれども、状況としてはそういう感じになっ

ています。おおむね例年並みという感じです。

○髙橋委員 この執行残の450万というのは例年

並みということですね。

○松元会計課長 はい、おっしゃるとおり、お

おむね500万程度の執行残が毎年生じておりま

す。

○髙橋委員 はい、わかりました。
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そのほかにございませんでしょう○日髙主査

か。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上をもって会計管理○日髙主査

局を終了いたします。

執行部の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後２時30分休憩

午後２時31分再開

分科会を再開いたします。○日髙主査

平成30年度決算について、執行部の説明を求

めます。

人事委員会事務局○ 村人事委員会事務局長

。 、でございます 平成30年度決算の概要について

御説明をいたします。

お手元に配付しております決算特別委員会資

料にあります表をごらんください。

これの一番下、人事委員会事務局合計の欄を

ごらんください。

平成30年度の予算額１億3,860万円に対しまし

、 。て 支出済額は１億3,683万2,747円であります

この結果、不用額が176万7,253円、執行率

が、98.7％となっております。

執行率が90％未満の（目）はございませんの

で、執行残が100万円以上の（目）について御説

明いたします。

表の中ほど （目）事務局費の不用額が161、

万8,506円となっております。

その主なものは、職員手当等の不用額46

万4,765円であります。これは時間外勤務手当等

の執行残であります。

なお、主要施策の成果に関する報告書への掲

、 、載 また決算審査意見書に記載された審査意見

監査における指摘事項はございません。

説明は以上であります。よろしくお願いいた

します。

。○日髙主査 執行部の説明が終了いたしました

委員の皆様から質問はございませんでしょう

か。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上をもって人事委員○日髙主査

会事務局を終了いたします。

執行部の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後２時34分休憩

午後２時35分再開

分科会を再開いたします。○日髙主査

平成30年度決算について、執行部の説明を求

めます。

監査事務局の平成30年度○高林監査事務局長

決算の概要について、御説明いたします。

お手元の決算特別委員会資料の１ページをお

開きください。

監査事務局の予算執行状況につきましては、

一番上の（款）総務費の欄のとおり、予算額は

２億1,454万1,000円、支出済額は２億1,172

万7,644円 不用額は281万3,356円 執行率は98.7、 、

％となっております。

次に、執行率が90％未満の（目）はございま

せんので、執行残が100万円以上の（目）につい

て御説明いたします。

２ページをごらんください。

一番上の段 （目）事務局費の不用額が220、

万6,582円となっております。

その主なものは、職員手当等の57万7,046円及

び旅費の53万4,089円であります。

、主要施策の成果及び監査結果につきましては

特に報告すべき事項はございません。
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説明は以上でございます。御審議のほどよろ

しくお願いいたします。

○日髙主査 執行部の説明が終了いたしました。

皆様からの質疑はございませんでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○日髙主査 それでは、以上をもって監査事務

局を終了いたします。

執行部の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後２時36分休憩

午後２時38分再開

○日髙主査 分科会を再開いたします。

平成30年度決算について、執行部の説明を求

めます。

○片寄議会事務局長 御説明に入ります前に、

一言御報告させていただきます。

本日、次長の和田が公務出張のため、欠席し

ております。御了承のほどよろしくお願いいた

します。

それでは、座って説明させていただきます。

それでは、平成30年度の議会事務局の決算の

概要につきまして、御説明いたします。

お手元の決算特別委員会資料の１ページをお

開きください。

一番上の段、（款）議会費でございます。予算

額11億95万7,000円に対しまして、支出済額10

億9,138万3,077円、不用額957万3,923円であり

まして、執行率は99.1％となっております。

次に、（目）における予算の不用額が100万円

以上のものにつきまして、御説明いたします。

なお、執行率が90％未満の（目）はございま

せん。

まず、上から３段目の（目）議会費でござい

ます。

不用額266万9,100円であります。

主なものといたしましては、中ほどの旅費199

万9,917円でありますが、これは議会の会期日程

の確定に伴います応召旅費等の執行残でござい

ます。

２ページをお願いいたします。

続きまして、一番上の段、（目）議会事務局費

でございます。不用額690万4,823円であります。

主なものといたしましては、まずページの中

ほどにあります旅費149万1,832円でありますが、

これは正副議長及び各委員長の公務随行に伴う

職員旅費の執行残でございます。

次に、その２つ下の段にあります需用費の93

万6,912円でございますが、これは議会の会期日

程の確定に伴います会議録印刷経費等の執行残

であります。

最後に、一番下の段にあります工事請負費224

万5,878円でありますが、これは空調機更新工事

や修繕工事に係る執行残であります。

そのほか主要施策の成果に関する報告書、決

算審査意見書及び監査における指摘事項等につ

いては、該当ございません。

説明は以上でございます。よろしくお願いい

たします。

○日髙主査 執行部の説明が終了いたしました。

委員の皆様から質疑はございませんか。

○脇谷副主査 １ページの負担金・補助及び交

付金というのは、何でしょうか。

○藤山総務課長 負担金・補助及び交付金につ

きまして、主なものといたしましては、まず大

きなもので政務活動の交付金がまずございます。

これが１億3,320万円でございまして、そのほか

全国議長会とか、九州議長会の負担金、あと共

済に関する地共済負担金がございます。以上の

ようなものが大体、負担金・補助及び交付金に
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なっております。

○脇谷副主査 わかりました。

○日髙主査 ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○日髙主査 それでは、以上をもって議会事務

局を終了いたします。

執行部の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後２時43分休憩

午後２時46分再開

○日髙主査 分科会を再開いたします。

まず、採決についてでありますが、10月７日

午後１時に行いたいと思います。よろしいでしょ

うか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○日髙主査 それでは、そのように決定いたし

ます。

その他、何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○日髙主査 それでは、以上で本日の分科会を

終了いたします。

午後２時46分散会
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令和元年10月７日（月曜日）

午後１時０分再開

出席委員（７人）

主 査 日 髙 陽 一

副 主 査 脇 谷 のりこ

委 員 坂 口 博 美

委 員 武 田 浩 一

委 員 髙 橋 透

委 員 重 松 幸次郎

委 員 来 住 一 人

欠 席 委 員（なし）

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 本 田 雄 毅

総 務 課 主 事 浜 砂 貴 裕

○日髙主査 分科会を再開いたします。

まず、議案の採決を行いますが、採決の前に、

賛否も含め、御意見があればお願いいたします。

暫時休憩いたします。

午後１時０分休憩

午後１時０分再開

○日髙主査 分科会を再開いたします。

それでは、これより採決に入りますが、よろ

しいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○日髙主査 それでは、挙手により採決を行い

ます。

議案第27号の認定について、賛成の方の挙手

を求めます。

〔賛成者挙手〕

○日髙主査 挙手多数。よって、議案第27号に

ついては、原案のとおり認定すべきものと決定

をいたしました。

次に、主査報告骨子についてであります。

主査報告の項目及び内容について、御意見は

ございませんか。

暫時休憩いたします。

午後１時１分休憩

午後１時２分再開

○日髙主査 分科会を再開をいたします。

主査報告については、正副主査に御一任いた

だくことで御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○日髙主査 それでは、そのようにいたします。

そのほかに何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○日髙主査 それでは、以上で分科会を終了い

たします。

午後１時２分閉会

令和元年10月７日(月)



署 名

総務政策分科会主査 日 髙 陽 一


